
 （改善事項）知能情報社会学部 知能情報社会学科 
 11．  設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）P29では「『考究科⽬』は『演習科⽬』と『ゼ 
 ミ』の２つの授業⽅法からなり、それぞれの授業運営に適した受講⼈数を設定の上、学修 
 状況に応じて担当教員が学⽣の選抜を⾏う」とあり、同書類P43では演習科⽬についての 
 学⽣数の⽬安は30名である旨説明があるが、学⽣の計画的な履修や公平性を担保するた 
 め、考究科⽬の科⽬ごとの定員や受講希望者が多い場合の選抜⽅法等についてあらかじめ 
 ⽰しておくこと。 

 （対応） 
  演習科⽬とゼミ授業は特定の領域について学修を深めたいと考える学⽣のための授業と 
 して設けており、オンデマンド科⽬・ライブ映像科⽬と組み合わせて履修することで、よ 
 り学⽣の求める⽅向性に即した学問体系やキャリアプランを構築することが可能になる。 
  これらの授業ではリアルタイムかつ双⽅向性を前提に、個別性・専⾨性の⾼い学びを提 
 供する。双⽅向性のインタラクティブな授業が想定されるため、定員については、30名を 
 ⽬安としつつ、担当教員が科⽬ごとの特性に応じて設定する。また、履修を希望する学⽣ 
 と授業で実施される内容とのミスマッチを防ぐ観点から、これまでの履修科⽬やその修得 
 状況、その科⽬に関するシラバス等の情報の把握や、授業に対する意欲等の観点から、選 
 抜を⾏う。 
    具  体  的  に  は、  ＜  Ａ.  成  績  Ｂ.  こ  れ  ま  で  に  修  得  し  た  科  ⽬、  Ｃ.  志  望  動  機  や  授  業  参  加  に  あ  たっ  て 
 の  展  望  を  記  し  た  レ  ポー  ト  D.  そ  の  他、  授  業  に  お  け  る  担  当  教  員  の  指  定  す  る  提  出  物  ＞  の  い  ず  れ 
 かもしくは２つ以上の組み合わせを基準に、各教員が個別の授業の特性に応じて判断し、 
 学⽣の選抜を⾏う。 
  履修条件を満たせば受講可能なオンデマンド科⽬・ライブ映像科⽬と異なり、選考プロ 
 セスや定員があることから、その旨を⼊学時から学⽣便覧やポータルサイトで掲出する。 
 また、⼊学後最初のガイダンスにおいて、クラス・コーチ（CC）より選考から履修開始ま 
 でのスケジュールや、必要な前提科⽬についても併せて案内し、学⽣が⼊学時点から計画 
 性を持って履修予定を組むことができるようにする。その上で、それぞれの考究科⽬の受 
 講者を募集する半年前には、注意喚起の⽬的も兼ねてポータルサイトやオンラインコミュ 
 ニケーションサービスなどで個別の科⽬ごとの前提科⽬を改めて告知する。 
  以上のような周知と確認のプロセスを踏んだのち、選抜条件と選抜⼈数を明記した正式 
 な募集を開始する。 
  この⼀連の指導を⾏うことで、学⽣は履修条件や選考プロセスについて必要な情報を 
 持った状態になり、計画的に履修登録を進めることができる。 
  いずれの授業も、本学の履修登録期間よりも⼀定期間を前倒して募集および選考を⾏ 
 う。学⽣は演習科⽬・ゼミの選抜後に履修登録作業を始めるため、選抜に漏れた場合に 
 は、その後の履修登録期間で学修計画に応じたオンデマンド科⽬等の登録を忘れずに⾏う 
 こと  をあらかじめ募集告知の中で周知しておく。選考に漏れた学⽣に対しては、同授業を 
 次回開講時に再度の申し込みが可能（ただし、再度申し込んでも必ず選考に通るとは限ら 
 ないことを併せて伝える）なことを案内する。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（31ページ） 
 ウ 展開科⽬ 

 （略） 

  ⼀⽅で、特定の領域について関⼼を強 
 め、より学修を深めたい学⽣のために、本 
 学では「考究科⽬」としてビデオ会議シス 
 テムを⽤いてリアルタイムで双⽅向性のあ 
 る授業を⽤意する。「考究科⽬」は「演習 
 科⽬」と「ゼミ」の2つの授業⽅法から 

 ウ 展開科⽬ 

 （略） 

  ⼀⽅で、特定の領域について関⼼を強 
 め、より学修を深めたい学⽣のために、本 
 学では「考究科⽬」としてビデオ会議シス 
 テムを⽤いてリアルタイムで双⽅向性のあ 
 る授業を⽤意する。「考究科⽬」は「演習 
 科⽬」と「ゼミ」の2つの授業⽅法からな 
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 なっている。いずれも担当教員が  それぞれ 
 の授業運営に適した  受講⼈数を設定し、学 
 ⽣に受講⼈数、申込期間、選抜要件等を告 
 知した上、授業内容に適した形で  学⽣の選 
 抜を⾏う。 

 り、それぞれの授業運営に適した受講⼈数 
 を設定の上、学修状況に応じて担当教員が 
 学⽣の選抜を⾏う。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（45〜46ページ） 
 新  旧 

 ③「演習科⽬/ゼミ」 

  ⼤学設置基準上の演習科⽬に相当し、知 
 識を理解し、応⽤する能⼒の修得を主たる 
 ⽬的とする授業に対してこの２つの⽅法を 
 適⽤している。演習科⽬/ゼミは、知識を 
 覚えるだけでなく、得られた知識を説明 
 し、他の場⾯においても活⽤することがで 
 きる⼒の修得を⽬的としている。そのた 
 め、ビデオ会議システムを⽤いてリアルタ 
 イムに実施し、オンデマンド科⽬と⽐較し 
 て少⼈数で、教員と学⽣・学⽣同⼠がコ 
 ミュニケーションをとりながら、教員の指 
 導のもと、特定の課題について論じたり学 
 問分野の学びを深める授業⽅法である。履 
 修する学⽣については、授業の実施内容に 
 関してのミスマッチを防ぐ観点から、  ＜ 
 Ａ.成績  Ｂ.これまでに修得した科⽬、Ｃ. 
 志望動機や授業参加にあたっての展望を記 
 したレポート D.その他、授業における担 
 当教員の指定する提出物 ＞のいずれかも 
 しくは２つ以上の組み合わせを基準に判断 
 し、学⽣の選抜を⾏う。 
  双⽅向性のインタラクティブな授業が想 
 定されるため、定員については、30名を⽬ 
 安としつつ、担当教員が科⽬ごとの特性に 
 応じて設定する。 
  履修条件を満たせば受講可能なオンデマ 
 ンド科⽬・ライブ映像科⽬と異なり、選考 
 プロセスや定員があることから、その旨を 
 ⼊学時から学⽣便覧やポータルサイトで掲 
 出する。また、⼊学後最初のガイダンスに 
 おいて、クラス・コーチ（CC）より選考 
 から履修開始までのスケジュールや、必要 
 な前提科⽬についても併せて案内し、学⽣ 
 が⼊学時点から計画性を持って履修予定を 
 組むことができるようにする。その上で、 
 それぞれの考究科⽬の受講者を募集する半 
 年前には、注意喚起の⽬的も兼ねてポータ 
 ルサイトやオンラインコミュニケーション 
 サービスなどで個別の科⽬ごとの前提科⽬ 
 を改めて告知する。 

 以上のような周知と確認のプロセスを踏 
 んだのち、選抜条件と選抜⼈数を明記した 

 ③「演習科⽬/ゼミ」 

  ⼤学設置基準上の演習科⽬に相当し、知 
 識を理解し、応⽤する能⼒の修得を主たる 
 ⽬的とする授業に対してこの２つの⽅法を 
 適⽤している。演習科⽬/ゼミは、知識を 
 覚えるだけでなく、得られた知識を説明 
 し、他の場⾯においても活⽤することがで 
 きる⼒の修得を⽬的としている。そのた 
 め、ビデオ会議システムを⽤いてリアルタ 
 イムに実施し、オンデマンド科⽬と⽐較し 
 て少⼈数で、教員と学⽣・学⽣同⼠がコ 
 ミュニケーションをとりながら、教員の指 
 導のもと、特定の課題について論じたり学 
 問分野の学びを深める授業⽅法である。履 
 修する学⽣については、授業の実施内容に 
 関してのミスマッチを防ぐ観点から、成績 
 や修得した科⽬、⾯談結果などを総合的に 
 判断し、担当教員が選考を⾏う。 
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 正式な募集を開始する。 
 この⼀連の指導を⾏うことで、学⽣は履 

 修条件や選考プロセスについて必要な情報 
 を持った状態になり、計画的に履修登録を 
 進めることができる。 

 いずれの授業も、本学の履修登録期間よ 
 りも⼀定期間を前倒して募集および選考を 
 ⾏う。学⽣は演習科⽬・ゼミの選抜後に履 
 修登録作業を始めるため、選抜に漏れた場 
 合には、その後の履修登録期間で学修計画 
 に応じたオンデマンド科⽬等の登録を忘れ 
 ずに⾏うこと  をあらかじめ募集告知の中で 
 周知しておく。選考に漏れた学⽣に対して 
 は、同授業を次回開講時に再度の申し込み 
 が可能（ただし、再度申し込んでも必ず選 
 考に通るとは限らないことを併せて伝え 
 る）なことを案内する。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（47ページ） 
 新  旧 

 （３）授業⽅法に適した学⽣数の設定 
    演習科⽬においては、教員と学⽣との双 
 ⽅向性を⾼く保つ必要があるため、学⽣数 
 の⽬安は30名程度とする。ただし、この学 
 ⽣数は授業の特性に応じて変わる可能性が 
 あり、その判断は各教員に委ねられる。ゼ 
 ミに関しても、演習科⽬と同様の考え⽅で 
 進める。  いずれの授業も、⼈数と選抜基準 
 を明記し、履修登録期間よりも⼀定期間を 
 前倒して募集および選考を⾏う。 

 （３）授業⽅法に適した学⽣数の設定 
    演習科⽬においては、教員と学⽣との双 
 ⽅向性を⾼く保つ必要があるため、学⽣数 
 の⽬安は30名程度とする。ただし、この学 
 ⽣数は授業の特性に応じて変わる可能性が 
 あり、その判断は各教員に委ねられる。ゼ 
 ミに関しても、演習科⽬と同様の考え⽅で 
 進める。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（58ページ） 
 新  旧 

 ７ 通信教育を実施する場合の具体的計画 
 （１）⼗分な教育効果を得られる仕組み 

 （略） 

 演習科⽬やゼミではリアルタイムのコミュ 
 ニケーションが必要とされるため、効果的 
 な指導を⾏うための定員枠を設ける。この 
 定員枠の設定については、各科⽬の担当教 
 員より  出された  履修前選考の基準や定員、 
 全授業の⽇程など履修を検討するために必 
 要な情報を  、学⽣便覧・ポータルサイトな 
 どで  全学⽣に事前に公開する。履修前選考 
 は各科⽬の担当教員が指定する選考課題や 
 指定する科⽬の履修、成績などを職員が収 
 集、集計し、集計結果を基に担当教員が実 
 施する。 

 ７ 通信教育を実施する場合の具体的計画 
 （１）⼗分な教育効果を得られる仕組み 

 （略） 

 演習科⽬やゼミではリアルタイムのコミュ 
 ニケーションが必要とされるため、効果的 
 な指導を⾏うための定員枠を設ける。この 
 定員枠の設定については、各科⽬の担当教 
 員より履修前選考の基準や定員、全授業の 
 ⽇程など履修を検討するために必要な情報 
 を全学⽣に事前に公開する。履修前選考は 
 各科⽬の担当教員が指定する選考課題や指 
 定する科⽬の履修、成績などを職員が収 
 集、集計し、集計結果を基に担当教員が実 
 施する。 
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 （是正事項）知能情報社会学部 知能情報社会学科 
 12．  本学ウェブサイトの「教員予定者⼀覧」において学⻑の他に「チェアマン」が配置さ 
 れるとある⼀⽅、学則等にはチェアマンに関する記載が無いことから、その職務内容が不 
 明であるとともに、学⻑の他にチェアマンが配置されるのであれば、適切に管理運営が⾏ 
 えるか疑義がある。チェアマンの役割及び学内の指揮命令系統を明確にするとともに、必 
 要に応じて学則等を改めること。 

 （対応） 
  指摘の通り、ウェブサイトには「チェアマン」予定者を配置していた。チェアマンは 
 「評議員の⻑」を意味し、⼤学の公共性を担保する評議員会の重要性を鑑みてウェブサイ 
 トに配置していたが、学則・規定等にチェアマンの指揮命令系統における役割に関する記 
 載がない。    
  評議員の⻑をチェアマンと称することは誤解を招くため、評議員の⻑を「チェアマン」 
 とすることを取りやめ、ウェブサイトから「チェアマン」の記載を削除した。 
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 （是正事項）知能情報社会学部 知能情報社会学科 
 13．  設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）P74では、法⼈事務組織に学事部⾨を置き、⼤ 
 学の管理運営等を担うとされている。しかしながら同書類P83では教学⾯における管理運 
 営体制が⽰されており、⼤学に事務局⻑等の事務担当者を置くことが⽰されている。ま 
 た、基本計画書に⽰された専属の事務職員数（252⼈）はCC、CA、TAの合計数と思わ 
 れ、事務局に専属の事務職員が配置されないと考えられることから、書類間に不整合が⾒ 
 られる。このため、⼤学設置基準第７条第１項〜第４項を踏まえ、⼤学に教育研究実施組 
 織等が適切に編制されていることを説明すること。 
 その際、同書類P77で「職員が⾏う事務作業の⼤部分もオンラインで完結させる」とある 
 ことから、事務職員の逗⼦キャンパス勤務及びリモートワークの⽐率及びそれぞれ想定さ 
 れる業務についても明確に⽰すこと。 

 （対応） 
  事務組織は、⼤学部⾨の「学事部⾨」と法⼈本部の「法⼈部⾨」に⼤別される。「学事 
 部⾨」は、主に⼤学全般の教育、研究、⼤学の管理運営などを担う課で構成しており、教 
 育⽀援室、学⽣⽀援室、キャリアサポートセンター、情報⽀援室、研究⽀援室を配置す 
 る。 
  また、「法⼈部⾨」は、主に学校法⼈全般の管理運営を担う課で構成しており、総務・ 
 ⼈事、経理課、事務課、⼊学センター、企画課、広報課、制作課を配置する。しかし、設 
 置の趣旨等を記載した書類（本⽂）P74の記載における「法⼈事務組織の学事部⾨を置 
 き」という記載と齟齬が⾒られるため、⼀部⽂⾔を修正する。修正箇所は新旧対照表に⽰ 
 す。 
  次に、事務職員数については、基本計画書に⽰す専属の事務職員数（252⼈）には、 
 ティーチング・アシスタント（TA）として雇⽤する予定のアルバイト職員数は含んでいな 
 い。また、専属の事務職員数には、アカデミック・アドバイザー（AA）・キャリア・アド 
 バイザー（CA）が含まれる。基本計画書に⽰した専属の指導補助者はアカデミック・アド 
 バイザー（AA）を指し、完成年度で30名を予定している。基本計画書の専属の事務職員数 
 は、以下の内訳である。 

 （１）専属の事務職員 
    ※  クラス・コーチ（CC）  、キャリア・アドバイザー（CA）、アルバイトを除く 
    開学時︓90名（内学事部⾨45名、法⼈部⾨45名） 
    完成年度︓110名（内学事部⾨54名、法⼈部⾨56名） 

 （２）  クラス・コーチ（CC） 
    開学時︓25名 
    完成年度︓100名 

 （３）キャリア・アドバイザー（CA） 
    開学時︓７名 
    完成年度︓42名 

 （４）指導補助者（アカデミック・アドバイザー（AA）） 
    開学時︓9名 
    完成年度︓30名 

  上記の（１）専属の事務職員を各部署に配置し(学事部⾨、開学時︓45名、完成年度︓ 
 54名）運営を担当する。また、上記の（２）および（３）の  クラス・コーチ（CC）  、 
 キャリア・アドバイザー（CA）も専属の事務職員として、それぞれ学事部⾨の学⽣⽀援 
 室、キャリア⽀援センターに配属する。 
  勤務及びリモートワークの⽐率については、逗⼦キャンパスには、主に建物、研究室、 
 図書などの管理にあたる総務系職員（２名〜３名程度）他アルバイト数⼈が常駐勤務す 
 る。 
  事務課の職員（完成年度12名予定）については、郵送物受領などもあり、東京都内に⼊ 
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 学事務処理を扱う場所を設け、常駐勤務を⾏う。 
  ⼊学センター職員（完成年度18名想定）は、業務内容によって、事務所勤務の職員とセ 
 ミリモート勤務の職員の双⽅を配置する。 
  その他、主に学事部⾨部署については、業務の⼤部分をオンラインで完結させるフルリ 
 モート、時期によってのセミリモートと考えている。 
  これらの事務職員は、運営状況から必要に応じて、学事部⾨、法⼈部⾨間の異動による 
 調整、新規の⼈員補強も検討する。 

 （新旧対照表）基本計画書（4ページ） 

 （新） 

 （旧） 
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 （新旧対照表）通信教育実施⽅法説明書（1ページ）  

 （新） 

 （旧） 
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 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（92ページ） 
 新  旧 

 （６）事務職員等の役割および教員との組 
 織的な連携体制について 
  ⼤学運営に際し、事務組織と教学組織と 
 の関係においては基本的な連携体制が確⽴ 
 しているとともに、役割分担と責任範囲は 
 関連規程等により明確にする。 
    事務組織は、「学事部⾨」と「法⼈部 
 ⾨」に⼤別される。 
  「学事部⾨」は主に⼤学全般の教育、研 
 究、⼤学の管理運営などを担う課で構成し 
 ており、教育⽀援室、学⽣⽀援室、キャリ 
 アサポートセンター、情報⽀援室、研究⽀ 
 援室を配置する。 
  また、「法⼈部⾨」は主に学校法⼈全般 
 の管理運営を担う課で構成しており、総 
 務・⼈事課、経理課、事務課、⼊学セン 
 ター、企画課、広報課、制作課を配置す 
 る。 
  教学組織については、教学事項に係る審 
 議機関としての教授会、その他各種委員会 
 等が設置されている。各種委員会は、教員 
 の他、所管部署の事務職員の構成員として 
 いる。 
  これらの会議運営については、関連する 
 事務部署が所管事務局として携わってお 
 り、その企画・⽴案、運営⽅法、意思決定 
 のプロセス等について教学組織と密接な意 
 思疎通を図りながら運営を⾏っていく。 
  具体的な流れとしては、所管部署が各種 
 規程や実際の運⽤を考慮して叩き台となる 
 案を⽴案し、会議等での審議によりフィー 
 ドバックされた意⾒等を受けてさらに擦り 
 合わせを⾏い、教員側の意向と事務側の意 
 向との調整を図りつつ実現可能な案として 
 具現化していく。 

 （６）事務職員等の役割および教員との組 
 織的な連携体制について 
  ⼤学運営に際し、事務組織と教学組織と 
 の関係においては基本的な連携体制が確⽴ 
 しているとともに、役割分担と責任範囲は 
 関連規程等により明確にする。 
    本法⼈の  事務組織は、「学事部⾨」と 
 「法⼈部⾨」に⼤別される。 
  「学事部⾨」は主に⼤学全般の教育、研 
 究、⼤学の管理運営などを担う課で構成し 
 ており、教育⽀援室、学⽣⽀援室、キャリ 
 アサポートセンター、情報⽀援室、研究⽀ 
 援室を配置する。 
  また、「法⼈部⾨」は主に学校法⼈全般 
 の管理運営を担う課で構成しており、総 
 務・⼈事課、経理課、事務課、⼊学セン 
 ター、企画課、広報課、制作課を配置す 
 る。 
  教学組織については、教学事項に係る審 
 議機関としての教授会、その他各種委員会 
 等が設置されている。各種委員会は、教員 
 の他、所管部署の事務職員の構成員として 
 いる。 
  これらの会議運営については、関連する 
 事務部署が所管事務局として携わってお 
 り、その企画・⽴案、運営⽅法、意思決定 
 のプロセス等について教学組織と密接な意 
 思疎通を図りながら運営を⾏っていく。 
  具体的な流れとしては、所管部署が各種 
 規程や実際の運⽤を考慮して叩き台となる 
 案を⽴案し、会議等での審議によりフィー 
 ドバックされた意⾒等を受けてさらに擦り 
 合わせを⾏い、教員側の意向と事務側の意 
 向との調整を図りつつ実現可能な案として 
 具現化していく。 
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 （是正事項）知能情報社会学部 知能情報社会学科 
 14．  設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）P69等において、科⽬等履修⽣、特別聴講⽣、 
 聴講⽣を受け⼊れる旨の記載があるが、受⼊れ科⽬や⼈数に関する記載が⾒られない。科 
 ⽬等履修⽣等の受け⼊れに関する詳細や教員、指導補助者等の負担を明らかにした上で教 
 育に⽀障がないことについて説明すること。 

 （対応） 
  科⽬等履修⽣、特別聴講⽣、聴講⽣に関する受け⼊れ科⽬や⼈数については、あらかじ 
 め担当教員と協議し、毎年決定することとする。具体的には、オンデマンド科⽬の中から 
 科⽬を選定することとし、対象として各科⽬  ごとに科⽬等履修⽣、特別聴講⽣、聴講⽣あ 
 わせて５〜10名程度、正科⽣の運営に⽀  障がない範囲で受け⼊れを実施する。 
  事前収録された授業を受講するオンデマンド科⽬は、出⽋や課題の提出など受講状況の 
 管理がシステムを通じて⾃動化されており、また単位認定試験などは⾃動採点を⾏う仕組 
 みを取っていることから、受講⽣の増加による教員及び指導補助者への負担増も⼤きくな 
 いと考えている。なお、受け⼊れ⼈数が10名を超える場合には、受講者数を勘案した上で 
 必要に応じて指導補助者を加配する対応をとる。 
  受け⼊れに関しては、あらかじめ受講可能な科⽬や⼈数などをホームページ上で表⽰し 
 て募集を⾏う。対象者は、正科⽣と同等の⼊学資格を有する者に加え、⾼校⽣なども対象 
 にする。⾼校⽣などの場合は、所属している学校⻑からの推薦を受け、それぞれの授業を 
 受講するのに必要な知識を有している者を対象とする。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（87ページ） 
 新  旧 

 （３）科⽬等履修⽣、特別聴講⽣、聴講⽣ 
 の受け⼊れの概要 

  本学では、正科⽣以外の学⽣等の種類に 
 科⽬等履修⽣、特別聴講⽣、聴講⽣を 
 設けている。 
  受け⼊れについては、教員や指導補助者 
 の負担の少ないオンデマンド科⽬の中から 
 科⽬を選定することとし、正科⽣の運営に 
 ⽀障がない範囲で  各科⽬ごとに科⽬等履修 
 ⽣、特別聴講⽣、聴講⽣あわせて５〜10名 
 程度の  受け⼊れを想定している。なお、募 
 集の際は、あらかじめ受講可能な科⽬や⼈ 
 数等をホームページ上で表⽰する。 
  ⼊学者選抜に関しては、正科⽣と同等の 
 ⼊学資格を有する者、もしくは所属してい 
 る学校⻑からの推薦を受け、授業を受講す 
 るために必要な知識を有している⾼校⽣な 
 どを対象とする。 

    各学⽣等の種類についての詳細は、以下 
 に記載する。 
  ① 科⽬等履修⽣ 

    科⽬等履修⽣とは、単位修得を⽬ 
 的として本学の授業科⽬を受講する 

 （３）科⽬等履修⽣、特別聴講⽣、聴講⽣ 
 の受け⼊れの概要 

  本学では、正科⽣以外の学⽣等の種類に 
 科⽬等履修⽣、特別聴講⽣、聴講⽣を 
 設けている。 

  各学⽣等の種類についての詳細は以下に 
 記載する。 
  ① 科⽬等履修⽣ 

    科⽬等履修⽣とは、単位修得を⽬ 
 的として本学の授業科⽬を受講する 
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 者である。１科⽬から履修ができ、 
 単位認定試験に合格すると、その履 
 修成果に応じて正規の単位を与えら 
 れる。本学における特定の授業科⽬ 
 の履修を希望する者を対象に、選考 
 の上、正科⽣の教育研究に⽀障のな 
 い範囲で４⽉および10⽉に３ヶ⽉を 
 修業年限で受け⼊れる。なお、延⻑ 
 ⼿続きを⾏えば、在学期間の延⻑を 
 認めるものとする。 

     ② 特別聴講⽣ 

    特別聴講⽣とは、他⼤学等との協 
 定に基づき、本学が受け⼊れる者で 
 ある。所属⼤学などの規定に基づ 
 き、その履修成果に応じて正規の単 
 位を与えられることがある。 

     ③ 聴講⽣ 

    聴講⽣とは、本学の学⽣以外の者 
 で、単位修得を⽬的としないで本学 
 の授業科⽬を受講する者である。本 
 学において特定の授業科⽬を履修す 
 る者を対象に、選考の上、聴講⽣と 
 して受講を許可することができる。 
 正科⽣の教育研究に⽀障のない範囲 
 で４⽉および10⽉に３ヶ⽉を修業年 
 限で受け⼊れる。なお、延⻑⼿続き 
 を⾏えば、在学期間の延⻑を認める 
 ものとする。 

 者である。１科⽬から履修ができ、 
 単位認定試験に合格すると、その履 
 修成果に応じて正規の単位を与えら 
 れる。本学における特定の授業科⽬ 
 の履修を希望する者を対象に、選考 
 の上、正科⽣の教育研究に⽀障のな 
 い範囲で４⽉および10⽉に３ヶ⽉を 
 修業年限で受け⼊れる。なお、延⻑ 
 ⼿続きを⾏えば、在学期間の延⻑を 
 認めるものとする。 

     ② 特別聴講⽣ 

    特別聴講⽣とは、他⼤学等との協 
 定に基づき、本学が受け⼊れる者で 
 ある。所属⼤学などの規定に基づ 
 き、その履修成果に応じて正規の単 
 位を与えられることがある。 

     ③ 聴講⽣ 

    聴講⽣とは、本学の学⽣以外の者 
 で、単位修得を⽬的としないで本学 
 の授業科⽬を受講する者である。本 
 学において特定の授業科⽬を履修す 
 る者を対象に、選考の上、聴講⽣と 
 して受講を許可することができる。 
 正科⽣の教育研究に⽀障のない範囲 
 で４⽉および10⽉に３ヶ⽉を修業年 
 限で受け⼊れる。なお、延⻑⼿続き 
 を⾏えば、在学期間の延⻑を認める 
 ものとする。 
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 （是正事項）知能情報社会学部 知能情報社会学科 
 15．  キャリア・アドバイザー（CA）については、設置の趣旨等を記載した書類（P60〜 
 P61）において、職務内容の記載があるが、その詳細及び採⽤条件や研修の⽅法に関する 
 記載がないことから、進路選択に関する指導が適切に⾏えるか確認できない。このため、 
 CAの具体的な業務内容、業務量、採⽤条件、採⽤前後の研修内容、処遇及び教員との連携 
 体制について説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。 

 （対応） 
 １ 業務内容・業務量 

    キャリア・アドバイザー（CA）は、キャリア形成⽀援を通して、学⽣が卒業後の進路を 
 決め、社会的・経済的な⾃⽴に向けた⼀歩を踏み出すために、主な業務として⾯談指導と 
 情報発信を⾏う。 

 （１）⾯談指導 
  キャリア・アドバイザー（CA）は、⾯談指導として必須⾯談と任意⾯談をそれぞれ実施 
 する。必須⾯談は年次ごとに時期を決めて⾏い、任意⾯談については、学⽣の希望に応じ 
 て通年で個別に実施する。 

  必須⾯談は、以下の通り、１年次から４年次まで学年ごとに時期を決めて実施する。 

  １年次︓４⽉〜７⽉上旬（必須グループ⾯談）、７⽉下旬〜２⽉（必須個別⾯談） 
  ２年次︓７⽉〜２⽉（必須個別⾯談） 
  ３年次︓４⽉〜６⽉（必須グループ⾯談）、７⽉〜11⽉（必須個別⾯談） 
  ４年次︓  時期を問わず対象者の必須個別⾯談 

  １年次から３年次までに⾯談指導、キャリアに関する情報発信や、キャリア・就職ガイ 
 ダンス（オンデマンド形式）の受講促進を通して、キャリアに対する早期の意識づけを 
 し、⾃⼰理解と仕事理解が深まるよう⽀援する。 
  ３年次までの経験によって、４年次では⾃ら就職活動に取り組めるよう指導する。な 
 お、４年次では就職活動が進んでいない学⽣に対し、キャリア・アドバイザー（CA）から 
 働きかけ、個別⾯談を実施し、本⼈の納得できる進路決定を⽀援する。 
  各年次で実施する⾯談には個別⾯談とグループ⾯談の２種類がある。 
  個別⾯談は１回あたり45分、個別⾯談が必須の時期には、平均１⽇６件、１⽇最⼤８件 
 で実施する。 
  グループ⾯談は１回あたり60分、５名１組でグループ⾯談が必須の時期には、平均１⽇ 
 ４件実施する。どちらも⾯談終了後は⾯談記録と次の⾯談準備の時間を設ける。なお、⾯ 
 談にあたって必要な情報はオンライン上に⼀元管理されているため、⾯談準備に必要な情 
 報をスムーズに把握でき、キャリア・アドバイザー（CA）の⾯談準備に要する時間を軽減 
 する。 
  なお、１⽇の⾯談の件数が最⼤となる時期であっても、学⽣からの個別質問に対して 
 メールやオンラインコミュニケーションサービスなどを使⽤することで、⾯談以外の業務 
 も対応できる業務量となっている。 

 （２）情報発信 
  キャリア・アドバイザー（CA）は、１年次より継続してキャリアに関する情報発信を⾏ 
 う。情報発信は、年度初めに担当学⽣全員にオンラインで実施するキャリア・オリエン 
 テーションとキャリア関連の定期的な情報配信の２つの⽅法で⾏う。 
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  キャリア・オリエンテーションは、各年次の年度初めに、担当する学⽣に向けて学年別 
 で実施する。学年別のキャリア・オリエンテーションでは各年次におけるインターンシッ 
 プや就職活動スケジュールの周知と、⼤学が提供するキャリア関連科⽬や課程外で実施す 
 るキャリア・ガイダンス、イベントなどの紹介を⾏う。さらに、学⽣が主体的にキャリア 
 形成を⾏っていくために、どういったステップで必要な経験を積んでいけばよいか指導 
 し、学⽣の早期の就労意識醸成を促す。 
  定期的な情報配信については、１年次から主にキャリア形成につながる課外活動（企 
 業・地域連携プログラム、インターンシップ、ボランティアなど）や⼤学が提供する多様 
 なキャリア・ガイダンス、イベントについて平均⽉１回以上の情報発信を⾏い、学⽣の参 
 加を促進する。情報配信は、担当学⽣全体に向けた「⼀⻫配信」と特定の分野や進路に役 
 ⽴つ情報を、特に参加ニーズの⾼い学⽣に向けて個別に発信する「個別配信」の２種類の 
 ⽅法で⾏う。個別配信については、クラス・コーチ（CC）と連携し、学⽣の⾯談記録やe 
 ポートフォリオの記載内容を参考にしながら、参加ニーズのより⾼い学⽣を抽出し情報発 
 信を⾏なう。 
  情報発信の⽅法については、学⽣ポータル、オンラインコミュニケーションサービス、 
 メール、⾯談（個別、グループ）での⼝頭周知にて⾏なう。 

 ２ 採⽤条件・処遇 

  キャリア・アドバイザー（CA）は週５⽇、実働８時間のフルタイム勤務の職員で構成 
 し、この職務に専念することができる賃⾦（400万円〜500万円を想定）や社会保険を⽤意 
 する。 
  採⽤においては、若年層の育成や⽀援に関わった経験または、学⽣のキャリア形成⽀援 
 に必要なコミュニケーション能⼒や、コーチング・キャリアカウンセリングの知識を有し 
 ていることを条件とする。また、知識や経験だけではなく、学⽣・社会⼈を問わず個⼈の 
 キャリア形成⽀援に興味関⼼があり、かつ向上⼼や⾃⼰研鑽意欲が⾼い者を採⽤する。 

 ３ 採⽤前後の研修 

  採⽤前後においては、全アドバイザーに対する研修と、キャリア・アドバイザー（CA） 
 に対する研修の２種類を実施する。 

 （１）全アドバイザーに対する研修 
  全アドバイザーに対する研修では、以下の研修を通し、⼤学運営、授業運営、学⽣⽀援 
 に関わる基本的な知識やスキルの理解を促す。 

 【表】全アドバイザーに対する研修 

 研修名  研修で取り扱う内容 

 ⼤学組織を理解するための研修  法⼈体系、⽤語、組織、法令・規程・ルー 
 ル、コンプライアンス、ハラスメント 

 学修について理解するための研修 
 ・授業内容、カリキュラム、学⽣便覧、履 
 修モデル、各領域の導⼊的内容 
 ・ZEN Studyなどの学修システム 
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 （２）キャリア・アドバイザー（CA）に対する研修 
  全アドバイザーに対する研修では、以下の研修を通し、⼤学運営、授業運営、学⽣⽀援 
 に関わる基本的な知識やスキルの理解を促す。 

 【表】キャリア・アドバイザー（CA）に対する研修 

 研修名  研修で取り扱う内容 

 キャリア・アドバイザー（CA）研修  キャリア・アドバイザー（CA）のミッ 
 ション、各学年で⽬指す⽬標 

 学⽣のキャリア形成⽀援に関する知識研修 

 ・発達段階のキャリアと⼼理 
 ・⼤学におけるキャリア形成⽀援の役割 
 ・社会⼈基礎⼒ 
 ・事例検討（他⼤学のキャリア形成⽀援、 
 キャリア形成⽀援におけるアセスメント 
 ツールの活⽤） 

 現在の業界・就職動向に関する研修 
 ・最新の業界傾向、採⽤傾向、採⽤⼿法 
 ・進路選択のポイント、就職活動スケ 
 ジュール、就職活動⽀援ツールの利⽤⽅法 

 ファシリテーション研修 

 ・ファシリテーションの⽬的、場⾯、基本 
 的なスキル 
 ・事例検討（グループ⾯談内の学⽣同⼠の 
 ディスカッション） 

 ⾯談ロールプレイング研修 

 ・⾯談実施のポイント、必要なスキル、⾯ 
 談記録の取り⽅ 
 ・事例検討（やりたいことがない場合、や 
 りたい業種・職種がない場合、進学と就職 
 で悩む場合） 

 ４ 教員との連携体制 

  教員との連携では、キャリアサポート委員会を中⼼に意⾒を共有する場を設ける。教職 
 協働の観点から、職員、各アドバイザーから学⽣⽀援における課題点を共有し、課外での 
 キャリア形成⽀援についても教員からアドバイスを受け、必要に応じてキャリアサポート 
 センターの活動に取り⼊れる。 

 ５ キャリア⽀援体制 

  ２万⼈の学⽣数に対する⽀援については、42名のキャリア・アドバイザー（CA）に加 
 え、キャリア・アドバイザー（CA）以外のキャリアサポートセンターの職員を含めた約 
 50名体制でキャリア形成⽀援を⾏う。他⼤学の事例を鑑みても、２万⼈という本学の学⽣ 
 数に対する⽀援としては、妥当な体制であると考える。 
  また、キャリア・アドバイザー（CA）は各学年でチームを構成する。各チームにはリー 
 ダーを配置し、⾯談や情報発信など⽇々の業務で相談事項が発⽣した場合には、連携して 
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 対応する。加えて、チームごとの定例会議にて学⽣対応の情報共有を⾏い、必要に応じて 
 連携を図ると共に組織としてのノウハウを蓄積していく。 
  なお、学⽣対応の情報はデータベース化し、ITを活⽤することで効率的なチーム内への 
 情報共有や業務遂⾏が可能となるように対応していく。   

  開学２年⽬以降も新規のキャリア・アドバイザー（CA）を採⽤するが、蓄積したノウハ 
 ウや課題事項を新⼊職員にも共有することで、業務の効率化・活性化を図っていく。 

  上記の通り、体制⾯・運⽤⾯において、キャリア・アドバイザー（CA）の進路選択に関 
 する指導を適切に⾏う。また、開学後も継続的に進路選択に関する指導を改善し、より充 
 実した学⽣のキャリア形成⽀援を⽬指す。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（74〜78ページ） 
 新  旧 

 ③進路決定をサポートするキャリア・アド 
 バイザー（CA） 
  キャリア・アドバイザー（CA）は、ク 
 ラス・コーチ（CC）やアカデミック・ア 
 ドバイザー（AA）と連携し、  キャリア形 
 成⽀援を通して、学⽣が卒業後の進路を決 
 め、社会的・経済的な⾃⽴に向けた⼀歩を 
 踏み出すために、主な業務として⾯談指導 
 と情報発信を⾏う。  １年次から継続的な 
 キャリア形成⽀援を⾏うことで、キャリア 
 に対する学⽣の早期の意識付けを図り、履 
 修での学びや課外活動経験を希望の進路決 
 定につなげていけるようサポートする。 

 ア 学⽣への⾯談指導 
  キャリア・アドバイザー（CA）は卒業 
 後の進路を⾒据え、担当する学⽣との  必須 
 ⾯談と任意⾯談をそれぞれ実施する。  必須 
 ⾯談は年次ごとに時期を決めて⾏い、希望 
 者向けの任意⾯談については、学⽣の希望 
 に応じて通年で個別に実施する。 

  必須⾯談は、  以下の通り、  １年次から４ 
 年次まで学年ごとに時期を決めて実施す 
 る。 

 １年次︓４⽉〜７⽉上旬（必須グループ⾯ 
 談）、７⽉下旬〜２⽉（必須個別⾯談） 
 ２年次︓７⽉〜２⽉（必須個別⾯談） 
 ３年次︓４⽉〜６⽉（必須グループ⾯ 
 談）、７⽉〜11⽉（必須個別⾯談） 

 ③進路決定をサポートするキャリア・アド 
 バイザー（CA） 
  キャリア・アドバイザー（CA）は、ク 
 ラス・コーチ（CC）やアカデミック・ア 
 ドバイザー（AA）と連携し、  キャリア形 
 成の観点から⾯談指導と情報発信を⾏い、 
 学⽣のキャリア形成⽀援を⾏う。  １年次か 
 ら継続的なキャリア形成⽀援を⾏うこと 
 で、キャリアに対する学⽣の早期の意識付 
 けを図り、履修での学びや課外活動経験を 
 希望の進路決定につなげていけるようサ 
 ポートする。 

 ア 学⽣への⾯談指導 
  キャリア・アドバイザー（CA）は卒業 
 後の進路を⾒据え、担当する学⽣との個別 
 ⾯談と  グループ⾯談を実施する。⾯談は全 
 員必須の必須⾯談と希望者向けの任意⾯ 
 談、それぞれを  実施する。必須⾯談は年次 
 ごとに時期を決めて⾏い、希望者向けの任 
 意⾯談については、学⽣の希望に応じて通 
 年で個別に実施する。 
  必須⾯談は、１年次から４年次まで学年 
 ごとに時期を決めて実施する。 
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 ４年次︓  時期を問わず対象者の必須個別⾯ 
 談 

  各年次で実施する⾯談には個別⾯談とグ 
 ループ⾯談の２種類がある。 
  個別⾯談は１回あたり45分、個別⾯談が 
 必須の時期には、平均１⽇６件、１⽇最⼤ 
 ８件で実施する。 
  グループ⾯談は１回あたり60分、５名１ 
 組でグループ⾯談が必須の時期には、平均 
 １⽇４件実施する。どちらも⾯談終了後は 
 ⾯談記録と次の⾯談準備の時間を設ける。 
 なお、⾯談にあたって必要な情報はオンラ 
 イン上に⼀元管理されているため、⾯談準 
 備に必要な情報をスムーズに把握でき、 
 キャリア・アドバイザー（CA）の⾯談準 
 備に要する時間を軽減する。 
  なお、１⽇の⾯談の件数が最⼤となる時 
 期であっても、学⽣からの個別質問に対し 
 てメールやオンラインコミュニケーション 
 サービスなどを使⽤することで、⾯談以外 
 の業務も対応できる業務量となっている。 

  以下に、各学年で⾏う⾯談内容を記載す 
 る。 
  １年次においては、担当学⽣全員と個別 
 ⾯談とグループ⾯談を実施する。個別⾯談 
 では、学⽣が⽴てた⼤学⽣活における⽬標 
 を達成するために、どのような学⽣⽣活を 
 送るか、キャリア形成の観点より個別指導 
 を⾏う。具体的には、⽬標達成のための授 
 業履修計画や課外活動（インターンシッ 
 プ、アルバイトなど）の参加についてのア 
 ドバイスを提供する。グループ⾯談では、 
 キャリア・アドバイザー（CA）１名につ 
 き、担当学⽣５名１グループで⾯談を実施 
 する。グループ⾯談では参加学⽣同⼠で個 
 ⼈⽬標を共有し、相互フィードバックを⾏ 
 う。これにより、⾃⾝では気づかなかった 
 新たな視点や多⾓的な気づきを得て⾃⼰理 
 解を深め、学⽣同⼠の横のつながりの形成 
 を⽬指す。 
  ２年次に実施する個別⾯談においては、 
 事前に学⽣の履修状況を確認しながら、卒 
 業後の進路希望の確認と２年次までの学⽣ 
 ⽣活の振り返りを⾏う。希望する進路に向 

 １年次においては、担当学⽣全員と個別⾯ 
 談とグループ⾯談を実施する。個別⾯談で 
 は、学⽣が⽴てた⼤学⽣活における⽬標を 
 達成するために、どのような学⽣⽣活を送 
 るか、キャリア形成の観点より個別指導を 
 ⾏う。具体的には、⽬標達成のための授業 
 履修計画や課外活動（インターンシップ、 
 アルバイトなど）の参加についてのアドバ 
 イスを提供する。グループ⾯談では、キャ 
 リア・アドバイザー（CA）１名につき、 
 担当学⽣５名１グループで⾯談を実施す 
 る。グループ⾯談では参加学⽣同⼠で個⼈ 
 ⽬標を共有し、相互フィードバックを⾏ 
 う。これにより、⾃⾝では気づかなかった 
 新たな視点や多⾓的な気づきを得て⾃⼰理 
 解を深め、学⽣同⼠の横のつながりの形成 
 を⽬指す。 
  ２年次に実施する個別⾯談においては、 
 事前に学⽣の履修状況を確認しながら、卒 
 業後の進路希望の確認と２年次までの学⽣ 
 ⽣活の振り返りを⾏う。希望する進路に向 
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 けて、３年次以降の履修計画や希望の進路 
 決定にむけたインターンシップなどの就職 
 活動準備についても指導する。 
  就職活動の開始が近づく３年次前半に 
 は、グループ⾯談を実施し、業界、職種の 
 理解を深めるためにインターンシップに関 
 する情報共有を⾏い、社会接続に向けた具 
 体的活動の促進を図る。３年次後半には全 
 員との必須個別⾯談を実施し、担当学⽣⼀ 
 ⼈⼀⼈の希望進路の⽅向性や進路決定に向 
 けた活動の進捗確認と指導を⾏う。個別⾯ 
 談を通して学⽣ごとに必要なサポートを把 
 握し、必要に応じて個別の情報提供や応募 
 書類作成指導、⾯接対策など、具体的なサ 
 ポートを⾏う。 
  ４年次には、就職活動の進捗に応じて、 
 個別指導が必要な学⽣に対し必須の個別⾯ 
 談を実施する。進路が決定していない学⽣ 
 に対しては、個別⾯談で状況を確認し、進 
 路決定における課題点を⼀緒に洗い出し、 
 本⼈が納得できる進路決定ができるように 
 ⽀援を⾏う。 
  ⼀⽅で、任意⾯談については、時期を定 
 めず、通年で学⽣が必要なタイミングに 
 て、希望に応じ個別⾯談を実施する。 
  このように、１年次から３年次までに⾯ 
 談指導、情報発信をはじめ、加えてオンデ 
 マンドの就活準備講座の受講を促し、キャ 
 リアに対する早期の意識づけ、⾃⼰理解、 
 仕事理解、社会接続の経験などを積む。 
 ３年次までの経験によって、４年次では⾃ 
 ら就職活動に取り組めるよう指導する。な 
 お、就職活動が進んでいない学⽣について 
 は、キャリア・アドバイザー（CA）から 
 働きかけ⾯談を実施し、本⼈が納得できる 
 進路を決定するための⽀援を⾏う。 

 イ 学⽣への情報発信 
  キャリア・アドバイザー（CA）は学⽣ 
 の主体的なキャリア形成を⽀援するため 
 に、１年次より継続してキャリアに関する 
 情報発信を⾏う。情報発信は、年度初めに 
 担当学⽣全員にオンラインで実施するキャ 
 リア・オリエンテーションとキャリア関連 
 の定期的な情報配信の２つの⽅法で⾏う。 

 けて、３年次以降の履修計画や希望の進路 
 決定にむけたインターンシップなどの就職 
 活動準備についても指導する。 
  就職活動の開始が近づく３年次前半に 
 は、グループ⾯談を実施し、業界、職種の 
 理解を深めるためにインターンシップに関 
 する情報共有を⾏い、社会接続に向けた具 
 体的活動の促進を図る。３年次後半には全 
 員との必須個別⾯談を実施し、担当学⽣⼀ 
 ⼈⼀⼈の希望進路の⽅向性や進路決定に向 
 けた活動の進捗確認と指導を⾏う。個別⾯ 
 談を通して学⽣ごとに必要なサポートを把 
 握し、必要に応じて個別の情報提供や応募 
 書類作成指導、⾯接対策など、具体的なサ 
 ポートを⾏う。 
  ４年次には、就職活動の進捗に応じて、 
 個別指導が必要な学⽣に対し必須の個別⾯ 
 談を実施する。進路が決定していない学⽣ 
 に対しては、個別⾯談で状況を確認し、進 
 路決定における課題点を⼀緒に洗い出し、 
 本⼈が納得できる進路決定ができるように 
 ⽀援を⾏う。 
  ⼀⽅で、任意⾯談については、時期を定 
 めず、通年で学⽣が必要なタイミングに 
 て、希望に応じ個別⾯談を実施する。 

 イ 学⽣への情報発信 
  キャリア・アドバイザー（CA）は学⽣ 
 の主体的なキャリア形成を⽀援するため 
 に、１年次より継続してキャリアに関する 
 情報発信を⾏う。情報発信は、年度初めに 
 担当学⽣全員にオンラインで実施するキャ 
 リア・オリエンテーションとキャリア関連 
 の定期的な情報配信の２つの⽅法で⾏う。 
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  キャリア・オリエンテーションは各年次 
 の初めに、担当する学⽣に向けて学年別で 
 実施する。学年別キャリア・オリエンテー 
 ションでは学年次におけるインターンシッ 
 プや就職活動スケジュールの周知と、⼤学 
 が提供するキャリア関連科⽬や課程外で実 
 施するキャリア・ガイダンス、イベントな 
 どの紹介を⾏う。さらに、学⽣が主体的に 
 キャリア形成を⾏っていくために、どう 
 いったステップで必要な経験を積んでいけ 
 ばよいか指導し、学⽣の早期の就労意識醸 
 成を促す。 
  定期的な情報配信については、主にキャ 
 リア形成につながる課外活動（企業・地域 
 連携プログラム、インターンシップ、ボラ 
 ンティアなど）や⼤学が提供する多様な 
 キャリア・ガイダンス、イベントについて 
 情報発信を⾏い、学⽣の参加を促進する。 
 情報配信は、担当学⽣全体に向けた「⼀⻫ 
 配信」と特定の分野や進路に役⽴つ情報 
 を、特に参加ニーズの⾼い学⽣に向けて個 
 別に発信する「個別配信」の２種類の⽅法 
 で⾏う。個別配信については、クラス・ 
 コーチ（CC）と連携し、学⽣の⾯談記録 
 やeポートフォリオの記載内容を参考にし 
 ながら、参加ニーズのより⾼い学⽣を抽出 
 し情報発信する。 
  情報発信⽅法については、学⽣ポータ 
 ル、オンラインコミュニケーションサービ 
 ス、メール、⾯談（個別、グループ）での 
 ⼝頭周知にて、実施する。 

 ウ キャリア関連活動の出席管理・参加促 
 進 

  キャリア・アドバイザー（CA）は、学 
 ⽣が主体的なキャリア形成に必要な活動が 
 できているか把握するために、担当する学 
 ⽣のキャリア⾯談やキャリア・ガイダン 
 ス、イベントの出席状況を定期的に確認す 
 る。キャリア⾯談やキャリア・ガイダン 
 ス、イベントへの出席率の低い学⽣につい 
 ては、クラス・コーチ（CC）と連携しe 
 ポートフォリオを通して学⽣の履修状況な 
 どを確認した上で個別にコンタクトし、参 
 加促進を⾏う。参加促進は学⽣ポータルや 

  キャリア・オリエンテーションは、各年 
 次の年度初めに、担当する学⽣に向けて学 
 年別で実施する。学年別キャリア・オリエ 
 ンテーションでは各年次におけるインター 
 ンシップや就職活動スケジュールの周知 
 と、⼤学が提供するキャリア関連科⽬や課 
 程外で実施するキャリア・ガイダンス、イ 
 ベントなどの紹介を⾏う。さらに、学⽣が 
 主体的にキャリア形成を⾏っていくため 
 に、どういったステップで必要な経験を積 
 んでいけばよいか指導し、学⽣の早期の就 
 労意識醸成を促す。 
  定期的な情報配信については、主にキャ 
 リア形成につながる課外活動（企業・地域 
 連携プログラム、インターンシップ、ボラ 
 ンティアなど）や⼤学が提供する多様な 
 キャリア・ガイダンス、イベントについて 
 情報発信を⾏い、学⽣の参加を促進する。 
 情報配信は、担当学⽣全体に向けた「⼀⻫ 
 配信」と特定の分野や進路に役⽴つ情報 
 を、特に参加ニーズの⾼い学⽣に向けて個 
 別に発信する「個別配信」の２種類の⽅法 
 で⾏う。個別配信については、クラス・ 
 コーチ（CC）と連携し、学⽣の⾯談記録 
 やeポートフォリオの記載内容を参考にし 
 ながら、参加ニーズのより⾼い学⽣を抽出 
 し情報発信する。 
  情報発信⽅法については、学⽣ポータ 
 ル、オンラインコミュニケーションサービ 
 ス、メール、⾯談（個別、グループ）での 
 ⼝頭周知にて、実施する。 

 ウ キャリア関連活動の出席管理・参加促 
 進 

  キャリア・アドバイザー（CA）は、学 
 ⽣が主体的なキャリア形成に必要な活動が 
 できているか把握するために、担当する学 
 ⽣のキャリア⾯談やキャリア・ガイダン 
 ス、イベントの出席状況を定期的に確認す 
 る。キャリア⾯談やキャリア・ガイダン 
 ス、イベントへの出席率の低い学⽣につい 
 ては、クラス・コーチ（CC）と連携しe 
 ポートフォリオを通して学⽣の履修状況な 
 どを確認した上で個別にコンタクトし、参 
 加促進を⾏う。参加促進は学⽣ポータルや 
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 オンラインコミュニケーションサービス、 
 メール、個別⾯談にて実施し、学⽣が納得 
 できる進路決定をする上で、⾯談やキャリ 
 ア・ガイダンス、イベントを通した⾃⼰理 
 解とキャリアの知識修得が重要であること 
 を学⽣に指導し、参加を促進する。 

 エ 採⽤条件・処遇 
  キャリア・アドバイザー（CA）は週５ 
 ⽇、実働８時間のフルタイム勤務の職員で 
 構成し、この職務に専念することができる 
 処遇を⽤意する。 
  採⽤においては、若年層の育成や⽀援に 
 関わった経験または、学⽣のキャリア形成 
 ⽀援に必要なコミュニケーション能⼒や、 
 コーチング・キャリアカウンセリングの知 
 識を有していることを条件とする。また、 
 知識や経験だけではなく、学⽣・社会⼈を 
 問わず個⼈のキャリア形成⽀援に興味関⼼ 
 があり、かつ向上⼼や⾃⼰研鑽意欲が⾼い 
 者を採⽤する。 

 オ   採⽤前後の研修 
  採⽤前後においては、全アドバイザーに 
 対する研修と、キャリア・アドバイザー（ 
 CA）に対する研修の２種類を実施する。 
 なお、全アドバイザーに対する研修につい 
 ては「７（４）①カａ全アドバイザーに対 
 する研修」に記載した内容を実施する。 
  キャリア・アドバイザー（CA）に対す 
 る研修では、学⽣のキャリア形成⽀援に必 
 要な知識や実践的なスキルを⾝につけるこ 
 とを⽬的に、以下の研修を実施する。 

 【表11】 キャリア・アドバイザー（CA 
 ）に対する研修 

 研修名  研修で取り扱う内 
 容 

 キャリア・アドバ 
 イザー（CA）研修 

 キャリア・アドバ 
 イザー（CA）の 
 ミッション、各学 
 年で⽬指す⽬標 

 学⽣のキャリア形 
 成⽀援に関する知 
 識研修 

 ・発達段階のキャ 
 リアと⼼理 
 ・⼤学における 
 キャリア形成⽀援 

 オンラインコミュニケーションサービス、 
 メール、個別⾯談にて実施し、学⽣が納得 
 できる進路決定をする上で、⾯談やキャリ 
 ア・ガイダンス、イベントを通した⾃⼰理 
 解とキャリアの知識修得が重要であること 
 を学⽣に指導し、参加を促進する。 

-審査意見（３月）（本文）-130-



 の役割 
 ・社会⼈基礎⼒ 
 ・事例検討（他⼤ 
 学のキャリア形成 
 ⽀援、キャリア形 
 成⽀援におけるア 
 セスメントツール 
 の活⽤） 

 現在の業界・就職 
 動向に関する研修 

 ・最新の業界傾 
 向、採⽤傾向、採 
 ⽤⼿法 
 ・進路選択のポイ 
 ント、就職活動ス 
 ケジュール、就職 
 活動⽀援ツールの 
 利⽤⽅法 

 ファシリテーショ 
 ン研修 

 ・ファシリテー 
 ションの⽬的、場 
 ⾯、基本的なスキ 
 ル 
 ・事例検討（グ 
 ループ⾯談内の学 
 ⽣同⼠のディス 
 カッション） 

 ⾯談ロールプレイ 
 ング研修 

 ・⾯談実施のポイ 
 ント、必要なスキ 
 ル、⾯談記録の取 
 り⽅ 
 ・事例検討（やり 
 たいことがない場 
 合、やりたい業 
 種・職種がない場 
 合、進学と就職で 
 悩む場合） 

 カ 教員との連携体制 
  教員との連携では、キャリアサポート委 
 員会を中⼼に意⾒を共有する場を設ける。 
 教職協働の観点から、職員、各アドバイ 
 ザーから学⽣⽀援における課題点を共有 
 し、課外でのキャリア形成⽀援についても 
 教員からアドバイスを受け、必要に応じて 
 キャリアサポートセンターの活動に取り⼊ 
 れる。 

 キ キャリア⽀援体制 
  ２万⼈の学⽣数に対する⽀援について 
 は、42名のキャリア・アドバイザー（CA 
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 ）に加え、キャリア・アドバイザー（CA 
 ）以外のキャリアサポートセンターの職員 
 を含めた約50名体制でキャリア形成⽀援を 
 ⾏う。他⼤学の事例を鑑みても、２万⼈と 
 いう本学の学⽣数に対する⽀援としては、 
 妥当な体制であると考える。 
  また、キャリア・アドバイザー（CA） 
 は各学年でチームを構成する。各チームに 
 はリーダーを配置し、⾯談や情報発信など 
 ⽇々の業務で相談事項が発⽣した場合に 
 は、連携して対応する。加えて、チームご 
 との定例会議にて学⽣対応の情報共有を⾏ 
 い、必要に応じて連携を図ると共に組織と 
 してのノウハウを蓄積していく。 
  なお、学⽣対応の情報はデータベース化 
 し、ITを活⽤することで効率的なチーム内 
 への情報共有や業務遂⾏が可能となるよう 
 に対応していく。   
  開学２年⽬以降も新規のキャリア・アド 
 バイザー（CA）を採⽤するが、蓄積した 
 ノウハウや課題事項を新⼊職員にも共有す 
 ることで、業務の効率化・活性化を図って 
 いく。 

  上記の体制・運⽤により、キャリア・ア 
 ドバイザー（CA）の進路選択に関する指 
 導を実施する。 
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 （是正事項）知能情報社会学部 知能情報社会学科 
 16．  教員資格審査において、「不可」や「保留」、「適格な職位・区分であれば可」と 
 なった授業科⽬について、当該授業科⽬を担当する別の後任の教員を基幹教員以外の教員 
 で補充する場合には、主要授業科⽬は原則として基幹教員が担当することとなっているこ 
 とを踏まえ、当該授業科⽬の教育課程における位置付け等を明確にした上で、当該教員を 
 後任として補充することの妥当性について説明すること。 

 （対応） 
  教員資格審査で「不可」「保留」「適格な職位・区分であれば可」となった授業につい 
 て、カリキュラムの体系性を損なわないよう、それぞれについて担当教員の変更・科⽬の 
 削除・担当教員の職位の変更を実施し、それに応じてカリキュラムマップ・カリキュラム 
 ツリー・履修モデル等を修正した。なお、教員資格審査を受けて基幹教員が１名減り、計 
 40名から計39名となった。各科⽬への対応を、下記の表に⽰す。 

 【表】教員資格審査を受けた、科⽬ごとの対応 

 科⽬名  科⽬区分  主要授 
 業科⽬ 

 判定結果  対応 

 ⼈⽂社会⼊⾨  導⼊科⽬  ⚪   ⼀部教員が不可  「可」となった教員で対応 

 地域アントレプレ 
 ナーシップ 

 基礎科⽬  ⚪   不可  基幹教員で補充し、それに 
 伴いシラバスを修正 

 機械翻訳実践（世界 
 情勢） 

 展開科⽬  ⚪   不可  「機械翻訳実践（法学）」 
 に変更 

 AI社会の歩き⽅  展開科⽬  ⼀部教員が不可  「可」となった教員で対応 

 科学技術と社会Ⅰ  展開科⽬  不可  科⽬名を「科学技術と社 
 会」に変更の上、⾮常勤講 
 師で補充し、それに伴うシ 
 ラバスの修正 

 科学技術と社会Ⅱ  展開科⽬  不可  カリキュラムから削除 

 グローバルメディア 
 デザイン論 

 展開科⽬  不可  カリキュラムから削除 

 Javaプログラミング 
 演習 

 展開科⽬  ⼀部教員が不可  「可」となった教員で対応 

 ⼦どもと地域づくり  展開科⽬  保留  担当教員の実績資料を追 
 加、シラバスを修正 

 ゼミ（サイエンス・ 
 コミュニケーショ 
 ン） 

 展開科⽬  不可  カリキュラムから削除 

  主要授業科⽬について、基礎科⽬に含まれる「地域アントレプレナーシップ」の教員資 
 格審査が「不可」となったため、基幹教員で補充した。当該授業は教員変更に伴いシラバ 
 スの内容を修正した。新旧シラバスの「授業の概要」と「到達⽬標」を以下に⽰す。 
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 旧シラバス︓「地域アントレプレナーシップ」 

 授業の概要  本授業では、地域にあるさまざまな課題に対して、個⼈、企業、地⽅⾃ 
 治体、NPOなどが、多様な⽴場で主体的に取り組んでいる事例を取り上 
 げる。社会学、経営学などの視点から、これらの事例を考える。地域の 
 諸課題に向き合う⼈たちや組織が、やりがいや⾯⽩さを感じながら、地 
 域資源、他者の協⼒、デジタル技術などを組み合わせ、課題解決につな 
 げている実践を通じて、地域の課題解決とキャリアについて具体的な知 
 識と理解を持つことをめざす。理解を多⾯的に深めるために、実践者を 
 ゲストスピーカーとして適宜招く。 

 到達⽬標  地域にあるさまざまな⾝近な課題に対して、多様な⽴場の⼈々が、いき 
 いきと主体的に解決に導いている⾰新的な事例があることを知り、「地 
 域にある資源」、「多様な主体間のつながりや協働」、「新たな価値づ 
 くり」という３つの視点から具体的に学ぶ。これにより、地域課題の捉 
 え⽅、課題解決に向けて主体的に考え⾏動する⽅策、他者の協⼒と技術 
 の活⽤について、基本的理解を深めることができるようになる。 

 新シラバス︓「地域アントレプレナーシップ」 

 授業の概要  地域は、農業や⾷、地場産業などの育成や事業承継、さらに少⼦化、⾼ 
 齢化、⼈⼿不⾜などさまざまな課題を抱えている。こうした課題解決の 
 担い⼿は⼀義的には⾃治体や企業、農協などの組織だが、実際の成否を 
 決するのは個⼈の活躍である。本授業では地域課題の解決の決め⼿とな 
 る個⼈の活躍に着⽬し、そこにおけるアントレプレナーシップの発揮と 
 それを⽀える環境やメカニズムをさぐる。すなわち、この授業では地域 
 において組織の中、あるいは外にあって個⼈が⾃らの創意⼯夫を⼿掛か 
 りに周りを巻き込みながら地域課題を解決していくダイナミズムを「地 
 域アントレプレナーシップ」と定義し、その本質や成⽴条件を多⾯的に 
 分析し再現可能性を探求する。なお各回の授業は地域アントレプレナー 
 シップの事例に精通する専⾨家の協⼒を得ながら各地の具体例を掘り下 
 げ、また必要に応じゲストとして各地で活躍するアントレプレナーを招 
 き、対談、ヒアリングなどの多様な⽅法論でアントレプレナーシップの 
 本質とその発揮の⽅法を学ぶ。 

 到達⽬標  学修を通じて、⾃分が住む地域や関⼼がある地域の課題やビジネスチャ 
 ンスが理解できるようになる。また、個⼈が地域の課題解決やビジネス 
 チャンスの具現化において活躍できる可能性を知る。さらに、事例を通 
 じて地域課題の解決に必要なアントレプレナーシップについて、具体的 
 にイメージできるようになる。 

  地域の諸課題を経済や多様なステークホルダーと結びつけて検討する点、実際の実践者 
 による事例を対象にする点、学⽣個⼈が地域の課題解決に向けた理解を深められるように 
 なることを到達⽬標としている点などから、新シラバスは⼗分に旧シラバスを補充してお 
 り、カリキュラムの体系性への影響はないと考える。 
  また、基幹教員が担当することとなっていた主要授業科⽬を基幹教員以外の教員で補充 
 した授業は該当がない。 

  主要授業科⽬の⼀つである「機械翻訳実践（世界情勢）」は削除し、同担当教員の専⾨ 
 領域により近い内容である「機械翻訳実践（法学）」を同じ主要授業科⽬として新たに加 
 えた。「設置の趣旨」に記載の通り、「機械翻訳実践（世界情勢）」が含まれる「多⾔語 
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 情報理解科⽬」はDP２「デジタルツールを⽤いて情報収集、表現、コミュニケーションす 
 る⼒」に深く関連する科⽬である。本学におけるDP２の意義は、複雑で変化の激しい知能 
 情報社会をアジャイルに⽣き抜くためには、⽂理を問わない多様な学問分野の知⾒が必要 
 であるという前提のもと、社会の基盤を知るために情報・数理を理解するDP１と、⼈⽂社 
 会領域の多様なものの⾒⽅を⾝につけるためのDP３の学びをより効果的にするため、学び 
 の各プロセスでデジタルツールを活⽤する能⼒を学⽣が修得する点にある。そのために、 
 デジタルツールの活⽤スキルをさらに「情報収集⼒」、「表現⼒」、「コミュニケーショ 
 ン⼒」に分け、審査意⾒１への対応に記したように、それぞれの能⼒を下記のように定義 
 した。 

 （１）「  デジタルツールを⽤いた  情報収集⼒」 
  アジャイルな知識体系の選択と修得を容易にしたり、翻訳や要約作業を⾃動化すること 
 で特定の学問分野への障壁を下げる特性を持つ、デジタルツールを使って情報収集をする 
 ⼒。 

 （２）「  デジタルツールを⽤いた  表現⼒」 
  編集が容易であるというデジタルツールの特性を活かして表現する⼒。 

 （３）「  デジタルツールを⽤いた  コミュニケーション⼒」 
  デジタルツールを⽤いることにより、地理的要因や⾔語的な障壁など従来あった様々な 
 障壁を超えてコミュニケーションする⼒。 

  「機械翻訳実践」は、「展開科⽬」における選択必修科⽬として、学⽣が上記の能⼒ 
 を、実践を通じて修得することを⽬的としている。在学時から卒業後も含めて、新しい課 
 題や関⼼に直⾯した際に学び続けるためにデジタルツールをどう活⽤できるかを学⽣が実 
 感しながら修得することを⽬的として、各「機械翻訳実践」のテーマは、６科⽬のうち最 
 低３科⽬の履修を通して、以下２つの特徴を持つ授業を学⽣は学修する。 
 ①今まで馴染みの薄いことでもデジタルツールを⽤いれば学修がより効果的になると学⽣ 
 が実感できるよう、担当教員の専⾨性に即した、個別性の⾼いテーマを扱うこと 
 ②デジタルツールを⽤いれば、⼀⾒敷居の⾼い分野・テーマについても情報を収集し、適 
 切に⾃⾝の考えを表現し、また関⼼を共有する⼈とコミュニケーションをとりながら学び 
 をブラッシュアップできることを学⽣が実感できるよう、国際性の⾼いテーマを、海外の 
 ⾔語を⽤いながら学修すること 

  以上の条件を満たすため、「多⾔語情報理解科⽬」として、「機械翻訳実践（英語読 
 解・作⽂）」、「機械翻訳実践（世界情勢）」、「機械翻訳実践（情報）」、「機械翻訳 
 実践（異⽂化理解）」、「機械翻訳実践（⾃然科学）」、「機械翻訳実践（⽇本研究）」 
 を配置した。「機械翻訳実践（英語読解・作⽂）」と「機械翻訳実践（情報）」は、英語 
 と情報という国際通⽤性の⾼い⾔語を、デジタルツールを⽤いてどのように学修し、活⽤ 
 するかを修得する。「機械翻訳実践（異⽂化理解）」では、他国や他⽂化理解について、 
 英語・フランス語の⽂献をデジタルツールを⽤いて紐解く。「機械翻訳実践（⾃然科 
 学）」では、Nature誌の読解を通じて、科学に関する情報アクセスの⽅法を学び、デジタ 
 ルツールの活⽤によってアクセスできる世界が拡がる実感を得る。「機械翻訳実践（⽇本 
 研究）」では、⽇本国内でも研究の蓄積が多いと考えられる⽇本の⽂学や⾵俗について、 
 あえて英語の⽂献を通してアプローチし、デジタルツールを⽤いた海外情報へのアクセス 
 を通して、いかに視点が拡がるかを学修する。 
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  対して、「機械翻訳実践（世界情勢）」は、教員資格審査で指摘のあったように担当教 
 員の専⾨性から離れるほか、他の「機械翻訳実践」の授業も国際性の確保という観点から 
 部分的には「世界情勢」に関わる内容を扱うと考えられるため、本科⽬をより個別性が⾼ 
 く、国際性を担保でき、担当教員の専⾨に近い「機械翻訳実践（法学）」に変更した。法 
 は全ての国に存在する点で普遍性を持つが、その具体的内容は国によって異なる。その多 
 様性の背景には各国の歴史や⽂化・価値などがあり、法を通じて世界を知り、また多様な 
 ⽂化・価値を⿃瞰的に⾒ることが可能になる点で、国際性の⾼いテーマである。また、世 
 界の法を読み、その背景を調べ、⽐較するためには各国の⾔語を⽤いる必要があり、デジ 
 タルツールを活⽤する利点が⾼い。 

 旧シラバス︓「機械翻訳実践（世界情勢）」 

 授業の概要  世界の情勢に関する複数の外国語（英語、中国語など）による論⽂、書 
 籍、記事等を機械翻訳を読解ツールとして⽤いて読み込み、⽇本語の情 
 報ソースに限らない幅広い情報源からの知識吸収の⽅法を提⽰する。ま 
 た、その背後にある⽂化的・政治的差異や⽂脈を意識的に発⾒・解釈 
 し、⾝近な環境がもたらすバイアスに気づく機会を与える。外国語⽂献 
 の読解から得られた新たな知識、視点をさらに⾃らの興味・関⼼に結び 
 つけて深化させる過程を指導する。 

 到達⽬標  機械翻訳を多様な外国語⽂献の読解のツールとして⽤い、⼀次ソースか 
 らの情報収集能⼒を⾝につけ、世界情勢に対する知識や⾒識を深める⽅ 
 法の幅を広げることができる。また、読解した内容の背後にある⽂化的 
 差異や⽂脈に気づくことで、現実世界を批判的に深く理解し、主体的な 
 ⾒解を形成する視点を養うことを⽬標とする。 

 新シラバス︓「機械翻訳実践（法学）」 

 授業の概要  複数の地域に共有される法的トピックに関して英語などの外国語による 
 論⽂、書籍、記事等を機械翻訳を読解ツールとして⽤いて読み込み、⽇ 
 本語の情報ソースに限らない幅広い情報源からの知識吸収の⽅法を提⽰ 
 する。また、その背後にある⽂化的・政治的差異や⽂脈を意識的に発 
 ⾒・解釈し、⾝近な環境がもたらすバイアスに気づく機会を与える。外 
 国語⽂献の読解から得られた新たな知識、視点をさらに⾃らの興味・関 
 ⼼に結びつけて深化させる過程を指導する。 

 到達⽬標  機械翻訳を多様な外国語⽂献の読解のツールとして⽤い、⼀次ソースか 
 らの情報収集能⼒を⾝につけ、異なる地域の法や法実践に対する知識や 
 ⾒識を深める⽅法の幅を広げることができる。また、読解した内容の背 
 後にある⽂化的差異や⽂脈に気づくことで、現実世界を批判的に深く理 
 解し、主体的な⾒解の形成する視点を養うことを⽬標とする。 

  また、上記に⽰した「機械翻訳実践（世界情勢）」と「機械翻訳実践（法学））」のシ 
 ラバスでも、共にデジタルツールを⽤いて海外の⽂献を扱うことにより理解を深める過程 
 に重点を置いており、また「到達⽬標」も⾒識を深める⽅法や主体的な⾒解の形成に置か 
 れている。よって、担当教員の専⾨性により近い点に加え、本学における「多⾔語情報理 
 解科⽬」の役割を果たすテーマとしても適切であり、また授業の「到達⽬標」も同⼀であ 
 ることから、「機械翻訳実践（世界情勢）」を「機械翻訳実践（法学）」に変更しても、 
 カリキュラムの体系性は損なわれないと考え、「機械翻訳実践（世界情勢）」を削除して 
 「機械翻訳実践（法学）」を新たに配置する。 
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  最後に、主要授業科⽬以外で「不可」となった授業について、「科学技術と社会Ⅱ」、 
 「ゼミ（サイエンス・コミュニケーション）」、「グローバルメディアデザイン論」の３ 
 科⽬をカリキュラムから削除し、付随して「科学技術と社会Ⅰ」の担当教員を変更の上、 
 名称を「科学技術と社会」に変更した。 
  「科学技術と社会Ⅱ」、「ゼミ（サイエンス・コミュニケーション）」は、いずれも科 
 学技術と社会の関係について⽂献の読解などを通じて理解を深めるものであり、オンデマ 
 ンド科⽬である「科学技術と社会」によって内容を補填できると考える。同様に、「グ 
 ローバルメディアデザイン論」は、授業内容を「共創地球論」や「未来社会デザイン論」 
 で補填可能であると考える。また、該当の３科⽬は、全ての学⽣が受講する必要がある 
 「導⼊科⽬」、選択必修と必修科⽬からなる「基礎科⽬」に次ぐ、複雑で変化の激しい社 
 会に対応するために学⽣が⾃主的に幅広い選択肢の中から選択する「展開科⽬」の中で 
 も、少⼈数の演習授業で特定分野の学びを深める「考究科⽬」に含まれ、本学では「考究 
 科⽬」の履修を選択科⽬と位置付け、卒業に必須の条件として課していない。内容が応⽤ 
 的であり他の科⽬で補填可能である点、卒業に必須の要件とならない考究科⽬である点、 
 想定する履修者数の少ない演習形式をとっている点を鑑みて、この３科⽬を削除してもカ 
 リキュラムの体系性は損なわれないと考える。 

 （新旧対照表）基本計画書 （1ページ） 

 新  旧 

 開設する授業科⽬の総数 

 講義  演習  実験・実 
 習  計 

 170 科⽬  109 科⽬  0 科⽬  279 科⽬ 

 開設する授業科⽬の総数 

 講義  演習  実験・実 
 習  計 

 170 科⽬  112 科⽬  0 科⽬  282 科⽬ 
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 （新旧対照表）基本計画書（2〜3ページ） 

 （新） 
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-審査意見（３月）（本文）-139-



 （旧） 
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 （新旧対照表）基本計画書（教育課程等の概要）（7ページ） 

 （新） 

 中略 

 導⼊科⽬ 

 ⼈⼯知能活⽤ 
 実践 

 １①〜② 
 ・③〜④  ○  2  ○  1  1 

 共同・ 
 メディ 
 ア 

 ⼈⽂社会⼊⾨  １①・③  ○  2  ○  7  1  3 

 オムニ 
 バス・ 
 メディ 
 ア 

 中略 

 ⼩計（7科⽬）  －  － 
 1 
 4  0  0  － 

 1 
 0  1  5  1  0  1  － 

 中略 
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 基 
 礎 
 科 
 ⽬ 

 多⾔語 
 情報理 
 解科⽬ 

 多⾔語ITコ 
 ミュニケー 
 ション 

 １・２① 
 〜②・③ 
 〜④ 

 ○  2  ○  2  2  1 

 オムニ 
 バス・ 
 メディ 
 ア 

 世 
 界 
 理 
 解 
 科 
 ⽬ 

 ⽂ 
 化 
 ・ 
 思 
 想 

 ⽇本⽂学Ⅰ 
 １・２① 
 ・③  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 ⽂化⼈類学Ⅰ 
 １・２① 
 ・③  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 ⼼理学 
 １・２② 
 ・④  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 社 
 会 
 ・ 
 ネ 
 ッ 
 ト 
 ワ 
 ー 
 ク 

 社会学Ⅰ 
 １・２① 
 ・③  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 法学Ⅰ 
 １・２② 
 ・④  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 伝わる論理と 
 コミュニケー 
 ション 

 １・２① 
 ・③  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 経 
 済 
 ・ 
 マ 
 ー 
 ケ 
 ッ 
 ト 

 企業経営 
 １・２② 
 ・④  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 地域アントレ 
 プレナーシッ 
 プ 

 １・２② 
 ・④  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 地域課題の解 
 決とイノベー 
 ション 

 １・２② 
 ・④  ○  2  ○  1  1 

 共同・ 
 メディ 
 ア 

 ⼩計（16科 
 ⽬）  －  －  2 

 3 
 0  0  －  9  1  5  1  0  2  － 

 展 
 開 
 科 
 ⽬ 

 基 
 盤 
 リ 
 テ 
 ラ 
 シ 
 ー 
 科 
 ⽬ 

 情 
 報 

 ビジュアルプ 
 ログラミング 

 １・２・ 
 ３・４① 
 ・③  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 Webアプリ 
 ケーション開 
 発1 

 １・２・ 
 ３・４① 
 ・③  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 Webアプリ 
 ケーション開 
 発2 

 １・２・ 
 ３・４② 
 ・④  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 Pythonプログ 
 ラミング 

 １・２・ 
 ３・４② 
 ・④  2  ○  1 

 メディ 
 ア 
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 中略 

 ⼩計（36科 
 ⽬）  －  －  0 

 7 
 2  0  －  4  0  3  1  0  10  － 

 （旧） 

 中略 

 導⼊科⽬ 

 ⼈⼯知能活⽤ 
 実践 

 １①〜② 
 ・③〜④  ○  2  ○  2 

 共同・ 
 メディ 
 ア 

 ⼈⽂社会⼊⾨  １①・③  ○  2  ○  7  1  4 

 オムニ 
 バス・ 
 メディ 
 ア 

 経済⼊⾨  １②・④  ○  2  ○  1 
 メディ 
 ア 

 ⼩計（7科⽬）  －  － 
 1 
 4  0  0  － 

 1 
 0  1  7  0  0  1  － 

 中略 

 基 
 礎 
 科 
 ⽬ 

 多⾔語 
 情報理 
 解科⽬ 

 多⾔語ITコ 
 ミュニケー 
 ション 

 １・２① 
 〜②・③ 
 〜④  ○  2  ○  2  3  0 

 オムニ 
 バス・ 
 メディ 
 ア 

 世 
 界 
 理 
 解 
 科 
 ⽬ 

 ⽂ 
 化 
 ・ 
 思 
 想 

 ⽇本⽂学Ⅰ 
 １・２① 
 ・③  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 ⽂化⼈類学Ⅰ 
 １・２① 
 ・③  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 ⼼理学 
 １・２② 
 ・④  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 社 
 会 
 ・ 
 ネ 
 ッ 
 ト 
 ワ 
 ー 
 ク 

 社会学Ⅰ 
 １・２① 
 ・③  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 法学Ⅰ 
 １・２② 
 ・④  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 伝わる論理と 
 コミュニケー 
 ション 

 １・２① 
 ・③  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 経 
 済 
 ・  企業経営 

 １・２② 
 ・④  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 
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 マ 
 ー 
 ケ 
 ッ 
 ト 

 地域アントレ 
 プレナーシッ 
 プ 

 １・２② 
 ・④  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 地域課題の解 
 決とイノベー 
 ション 

 １・２② 
 ・④  ○  2  ○  1  1 

 共同・ 
 メディ 
 ア 

 ⼩計（16科 
 ⽬）  －  －  2 

 3 
 0  0  －  9  1  7  0  0  2  － 

 展 
 開 
 科 
 ⽬ 

 基 
 盤 
 リ 
 テ 
 ラ 
 シ 
 ー 
 科 
 ⽬ 

 情 
 報 

 ビジュアルプ 
 ログラミング 

 １・２・ 
 ３・４① 
 ・③  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 Webアプリ 
 ケーション開 
 発1 

 １・２・ 
 ３・４① 
 ・③  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 Webアプリ 
 ケーション開 
 発2 

 １・２・ 
 ３・４② 
 ・④  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 Pythonプログ 
 ラミング 

 １・２・ 
 ３・４② 
 ・④  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 中略 

 ⼩計（36科 
 ⽬）  －  －  0 

 7 
 2  0  －  4  0  4  0  0  10  － 

 （新旧対照表）基本計画書（教育課程等の概要）（8ページ） 

 （新） 

 中略 

 展 
 開 
 科 
 ⽬ 

 多⾔語 
 情報理 
 解科⽬ 

 機械翻訳実践 
 （英語読解・ 
 作⽂） 

 １・２・ 
 ３・４① 
 ・③  ○  2  ○  1  1 

 共同・ 
 メディ 
 ア 

 機械翻訳実践 
 （法学） 

 ２・３・ 
 ４①〜②  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 機械翻訳実践 
 （情報） 

 ２・３・ 
 ４①〜②  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 機械翻訳実践 
 （異⽂化理 
 解） 

 ２・３・ 
 ４③〜④  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 機械翻訳実践 
 （⾃然科学） 

 ２・３・ 
 ４③〜④  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 
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 機械翻訳実践 
 （⽇本研究） 

 ２・３・ 
 ４③〜④  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 ⼩計（6科⽬）  －  －  0 
 1 
 2  0  －  3  0  1  1  0  1  － 

 中略 

 世 
 界 
 理 
 解 
 科 
 ⽬ 

 社 
 会 
 ・ 
 ネ 
 ッ 
 ト 
 ワ 
 ー 
 ク 

 AI社会の歩き 
 ⽅ 

 １・２・ 
 ３・４① 
 〜②  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 地域研究 

 １・２・ 
 ３・４② 
 ・④  2  ○  2  1 

 オムニ 
 バス・ 
 メディ 
 ア 

 中略 

 科学技術と社 
 会 

 ２・３・ 
 ４①・③  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 中略 

 ⼩計（16科 
 ⽬）  －  －  0 

 3 
 2  0  －  5  0  3  1  0  8  － 

 中略 

 （旧） 

 中略 

 展 
 開 
 科 
 ⽬ 

 多⾔語 
 情報理 
 解科⽬ 

 機械翻訳実践 
 （英語読解・ 
 作⽂） 

 １・２・ 
 ３・４① 
 ・③  ○  2  ○  1  1 

 共同・ 
 メディ 
 ア 

 機械翻訳実践 
 （世界情勢） 

 ２・３・ 
 ４①〜②  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 機械翻訳実践 
 （情報） 

 ２・３・ 
 ４①〜②  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 機械翻訳実践 
 （異⽂化理 
 解） 

 ２・３・ 
 ４③〜④  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 機械翻訳実践 
 （⾃然科学） 

 ２・３・ 
 ４③〜④  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 機械翻訳実践 
 （⽇本研究） 

 ２・３・ 
 ４③〜④  ○  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 ⼩計（6科⽬）  －  －  0 
 1 
 2  0  －  3  0  2  0  0  1  － 
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 世 
 界 
 理 
 解 
 科 
 ⽬ 

 社 
 会 
 ・ 
 ネ 
 ッ 
 ト 
 ワ 
 ー 
 ク 

 AI社会の歩き 
 ⽅ 

 １・２・ 
 ３・４① 
 〜②  2  ○  1  1 

 メディ 
 ア 

 地域研究 

 １・２・ 
 ３・４② 
 ・④  2  ○  3 

 オムニ 
 バス・ 
 メディ 
 ア 

 中略 

 科学技術と社 
 会Ⅰ 

 ２・３・ 
 ４①・③  2  ○  1 

 メディ 
 ア 

 中略 

 ⼩計（16科 
 ⽬）  －  －  0 

 3 
 2  0  －  5  0  4  0  0  8  － 

 中略 

 （新旧対照表）基本計画書（教育課程等の概要）（9ページ） 

 （新） 

 中略 

 展 
 開 
 科 
 ⽬ 

 考 
 究 
 科 
 ⽬ 

 基 
 盤 
 リ 
 テ 
 ラ 
 シ 
 ー 
 科 
 ⽬ 

 情報 

 Javaプロ 
 グラミング 
 演習 

 ２・３・ 
 ４③〜④  2  ○  1  メディア 

 中略 

 ⼩計（26 
 科⽬）  －  －  0 

 6 
 4  0  －  4  1  2  0  0  10  － 

 （旧） 

 中略 

 展 
 開 
 科 
 ⽬ 

 考 
 究 
 科 
 ⽬ 

 基 
 盤 
 リ 
 テ 
 ラ 
 シ 
 ー 
 科 
 ⽬ 

 情報 

 Javaプロ 
 グラミン 
 グ演習 

 ２・３・ 
 ４③〜④  2  ○  1  メディア 

 中略 

 ⼩計（26 
 科⽬）  －  －  0 

 6 
 4  0  －  4  1  2  0  0  10  － 
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 （新旧対照表）基本計画書（教育課程等の概要）（10ページ） 

 （新） 

 中略 

 展 
 開 
 科 
 ⽬ 

 考 
 究 
 科 
 ⽬ 

 世 
 界 
 理 
 解 
 科 
 ⽬ 

 社 
 会・ 
 ネッ 
 ト 

 ワー 
 ク 

 社会学Ⅲ 
 ２・３・ 
 ４①〜②  2  ○  1  メディア 

 現代ス 
 ポーツ構 
 造分析 

 ２・３・ 
 ４①〜②  2  ○  1  メディア 

 SFから考 
 える未来 
 ビジョン 

 ２・３・ 
 ４①〜②  2  ○  1  メディア 

 現代社会 
 理論 

 ２・３・ 
 ４③〜④  2  ○  1  メディア 

 未来社会 
 デザイン 
 論 

 ２・３・ 
 ４③〜④  2  ○  1  メディア 

 ⾳楽と社 
 会 

 ２・３・ 
 ４③〜④  2  ○  1  メディア 

 ⼦どもと 
 地域づく 
 り 

 ２・３・ 
 ４③〜④  2  ○  1  メディア 

 コラボ 
 レーショ 
 ン・クリ 
 エイティ 
 ブ 

 ２・３・ 
 ４③〜④  2  ○  1  メディア 

 スマート 
 ⽥舎のス 
 スメ 

 ３・４③ 
 〜④  2  ○  1  メディア 

 課題解決 
 と改⾰の 
 リーダー 
 シップ 

 ３・４③ 
 〜④  2  ○  1  メディア 

 ⺠主主義 
 論 

 ３・４③ 
 〜④  2  ○  1  メディア 

 国際関係 
 論  ４①〜②  2  ○  1  メディア 

 ゼミ（多 
 様化する 
 家族）  ３・４通  4  ○  1  メディア 
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 ゼミ（情 
 報社会の 
 政治学）  ３・４通  4  ○  1  2 

 オムニバ 
 ス・メ 
 ディア 

 ゼミ（社 
 会学）  ４通  4  ○  1  メディア 

 ゼミ（意 
 思決定研 
 究と実 
 践）  ４通  4  ○  1  メディア 

 ゼミ（異 
 ⽂化理 
 解）  ４通  4  ○  1  メディア 

 ⼩計（17 
 科⽬）  －  －  0 

 4 
 4  0  －  6  0  1  0  0  9  － 

 中略 

 （旧） 

 中略 

 展 
 開 
 科 
 ⽬ 

 考 
 究 
 科 
 ⽬ 

 世 
 界 
 理 
 解 
 科 
 ⽬ 

 社 
 会・ 
 ネッ 
 ト 

 ワー 
 ク 

 社会学Ⅲ 
 ２・３・ 
 ４①〜②  2  ○  1  メディア 

 現代スポー 
 ツ構造分析 

 ２・３・ 
 ４①〜②  2  ○  1  メディア 

 SFから考 
 える未来ビ 
 ジョン 

 ２・３・ 
 ４①〜②  2  ○  1  メディア 

 現代社会理 
 論 

 ２・３・ 
 ４③〜④  2  ○  1  メディア 

 未来社会デ 
 ザイン論 

 ２・３・ 
 ４③〜④  2  ○  1  メディア 

 ⾳楽と社会 
 ２・３・ 
 ４③〜④  2  ○  1  メディア 

 ⼦どもと地 
 域づくり 

 ２・３・ 
 ４③〜④  2  ○  1  メディア 

 コラボレー 
 ション・ク 
 リエイティ 
 ブ 

 ２・３・ 
 ４③〜④  2  ○  1  メディア 

 スマート⽥ 
 舎のススメ 

 ３・４③ 
 〜④  2  ○  1  メディア 
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 課題解決と 
 改⾰のリー 
 ダーシップ 

 ３・４③ 
 〜④  2  ○  1  メディア 

 ⺠主主義論 
 ３・４③ 
 〜④  2  ○  1  メディア 

 科学技術と 
 社会Ⅱ 

 ３・４③ 
 〜④  2  ○  1  メディア 

 国際関係論  ４①〜②  2  ○  1  メディア 

 グローバ 
 ル・メディ 
 アデザイン 
 論  ４①〜②  2  ○  1  メディア 

 ゼミ（多様 
 化する家 
 族）  ３・４通  4  ○  1  メディア 

 ゼミ（情報 
 社会の政治 
 学）  ３・４通  4  ○  1  2 

 オムニバ 
 ス・メ 
 ディア 

 ゼミ（経済 
 発展を考え 
 る）  ４通  4  ○  1  メディア 

 ゼミ（サイ 
 エンス・コ 
 ミュニケー 
 ション）  ４通  4  ○  1  メディア 

 ゼミ（意思 
 決定研究と 
 実践）  ４通  4  ○  1  メディア 

 ゼミ（異⽂ 
 化理解）  ４通  4  ○  1  メディア 

 ⼩計（20 
 科⽬）  －  －  0 

 5 
 2  0  －  6  0  3  0  0  8  － 

 中略 
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 （新旧対照表）基本計画書（教育課程等の概要）（11ページ） 

 （新） 

 中略 

 展 
 開 
 科 
 ⽬ 

 考 
 究 
 科 
 ⽬ 

 世 
 界 
 理 
 解 
 科 
 ⽬ 

 デジ 
 タル 
 産業 

 メディアで 
 検証する未 
 来の作り⽅ 

 ２・３・ 
 ４①〜②  2  ○  1  メディア 

 アニメのク 
 オリティー 
 管理と商品 
 性 

 ２・３・ 
 ４①〜②  2  ○  1  メディア 

 マンガの企 
 画⽴案とプ 
 ロデュース 
 論 

 ２・３・ 
 ４③〜④  2  ○  1  メディア 

 ⽂化資源と 
 メタバース 

 ２・３・ 
 ４①〜②  2  ○  1  メディア 

 ⽂化資源の 
 デジタル 
 アーカイブ 

 ２・３・ 
 ４③〜④  2  ○  1  メディア 

 ゼミ（⽂化 
 資源アーカ 
 イブとメタ 
 バース）  ３・４通  4  ○  1  メディア 

 ゼミ（アニ 
 メ作品の分 
 析メソッ 
 ド）  ３・４通  4  ○  1  メディア 

 ⼩計（7科 
 ⽬）  －  －  0 

 1 
 8  0  －  2  0  0  0  0  2  － 

 社会接続 
 科⽬ 

 英語コミュ 
 ニケーショ 
 ンⅢ（プレ 
 ゼンテー 
 ション） 

 ２・３・ 
 ４①〜② 
 ・③〜④  2  ○  1  メディア 

 英語コミュ 
 ニケーショ 
 ンⅣ（ビジ 
 ネス会話） 

 ２・３・ 
 ４①〜② 
 ・③〜④  2  ○  1  メディア 

 デジタルト 
 ランス 
 フォーメー 

 ２・３・ 
 ４①〜②  2  ○  1  メディア 
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 ション時代 
 の働き⽅ 

 映像プロ 
 デューサー 
 論 

 ２・３・ 
 ４③〜④  2  ○  1  メディア 

 アニメ産業 
 に関わる仕 
 事 

 ３・４③ 
 〜④  2  ○  1  メディア 

 ⼩計（5科 
 ⽬）  －  －  0 

 1 
 0  0  －  1  0  0  0  0  4  － 

 卒業プロジェク 
 ト科⽬ 

 プロジェク 
 ト実践  ４通  ○  4  ○  1  2  1 

 共同・メ 
 ディア 

 ⼩計（1科 
 ⽬）  －  －  4  0  0  －  1  0  2  1  0  0  － 

 合計（279科⽬）  －  － 
 2 
 0 

 5 
 6 
 8 

 1 
 2  － 

 2 
 5  3  9  2  0  73  － 

 （旧） 

 中略 

 展 
 開 
 科 
 ⽬ 

 考 
 究 
 科 
 ⽬ 

 世 
 界 
 理 
 解 
 科 
 ⽬ 

 デジタ 
 ル産業 

 メディアで 
 検証する未 
 来の作り⽅ 

 ２・３・ 
 ４①〜②  2  ○  1  メディア 

 アニメのク 
 オリティー 
 管理と商品 
 性 

 ２・３・ 
 ４①〜②  2  ○  1  メディア 

 マンガの企 
 画⽴案とプ 
 ロデュース 
 論 

 ２・３・ 
 ４③〜④  2  ○  1  メディア 

 ⽂化資源と 
 メタバース 

 ２・３・ 
 ４①〜②  2  ○  1  メディア 

 ⽂化資源の 
 デジタル 
 アーカイブ 

 ２・３・ 
 ４③〜④  2  ○  1  メディア 

 ゼミ（⽂化 
 資源アーカ 
 イブとメタ 
 バース）  ３・４通  4  ○  1  メディア 
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 ゼミ（アニ 
 メ作品の分 
 析メソッ 
 ド）  ３・４通  4  ○  1  メディア 

 ⼩計（7科 
 ⽬）  －  －  0 

 1 
 8  0  －  2  0  0  0  0  2  － 

 社会接続 
 科⽬ 

 英語コミュ 
 ニケーショ 
 ンⅢ（プレ 
 ゼンテー 
 ション） 

 ２・３・ 
 ４①〜② 
 ・③〜④  2  ○  1  メディア 

 英語コミュ 
 ニケーショ 
 ンⅣ（ビジ 
 ネス会話） 

 ２・３・ 
 ４①〜② 
 ・③〜④  2  ○  1  メディア 

 デジタルト 
 ランス 
 フォーメー 
 ション時代 
 の働き⽅ 

 ２・３・ 
 ４①〜②  2  ○  1  メディア 

 映像プロ 
 デューサー 
 論 

 ２・３・ 
 ４③〜④  2  ○  1  メディア 

 アニメ産業 
 に関わる仕 
 事 

 ３・４③ 
 〜④  2  ○  1  メディア 

 ⼩計（5科 
 ⽬）  －  －  0 

 1 
 0  0  －  1  0  0  0  0  4  － 

 卒業プロジェク 
 ト科⽬ 

 プロジェク 
 ト実践 

 ４①〜② 
 ・③〜④  ○  4  ○  1  3 

 共同・メ 
 ディア 

 ⼩計（1科 
 ⽬）  －  －  4  0  0  －  1  0  3  0  0  0  － 

 合計（282科⽬）  －  － 
 2 
 0 

 5 
 7 
 6 

 1 
 2  － 

 2 
 5  3 

 1 
 2  0  0  72  － 
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 （新旧対照表）基本計画書（授業科⽬の概要）（21ページ） 

 （新） 

 科⽬区分  授業科⽬の名称 
 主要 
 授業 
 科⽬ 

 講義等の内容  備考 

 基礎科⽬ 
 世界 
 理解 
 科⽬ 

 経 
 済・ 
 マー 
 ケッ 
 ト 

 地域アントレプレ 
 ナーシップ  ○ 

 地域は、農業や⾷、地場産業など 
 の育成や事業承継、さらに少⼦ 
 化、⾼齢化、⼈⼿不⾜などさまざ 
 まな課題を抱えている。こうした 
 課題解決の担い⼿は⼀義的には⾃ 
 治体や企業、農協などの組織だ 
 が、実際の成否を決するのは個⼈ 
 の活躍である。本授業では地域課 
 題の解決の決め⼿となる個⼈の活 
 躍に着⽬し、そこにおけるアント 
 レプレナーシップの発揮とそれを 
 ⽀える環境やメカニズムをさぐ 
 る。すなわち、この授業では地域 
 において組織の中、あるいは外に 
 あって個⼈が⾃らの創意⼯夫を⼿ 
 掛かりに周りを巻き込みながら地 
 域課題を解決していくダイナミズ 
 ムを「地域アントレプレナーシッ 
 プ」と定義し、その本質や成⽴条 
 件を多⾯的に分析し再現可能性を 
 探求する。なお各回の授業は地域 
 アントレプレナーシップの事例に 
 精通する専⾨家の協⼒を得ながら 
 各地の具体例を掘り下げ、また必 
 要に応じゲストとして各地で活躍 
 するアントレプレナーを招き、対 
 談、ヒアリングなどの多様な⽅法 
 論でアントレプレナーシップの本 
 質とその発揮の⽅法を学ぶ。 
 学修を通じて、⾃分が住む地域や 
 関⼼がある地域の課題やビジネス 
 チャンスが理解できるようにな 
 る。また、個⼈が地域の課題解決 
 やビジネスチャンスの具現化にお 
 いて活躍できる可能性を知る。さ 
 らに、事例を通じて地域課題の解 
 決に必要なアントレプレナーシッ 
 プについて、具体的にイメージで 
 きるようになる。 

 主要 
 授業 
 科⽬ 
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 （旧） 

 科⽬区分  授業科⽬の名称 
 主要 
 授業 
 科⽬ 

 講義等の内容  備考 

 基礎科⽬ 
 世界 
 理解 
 科⽬ 

 経 
 済・ 
 マー 
 ケッ 
 ト 

 地域アントレプレ 
 ナーシップ  ○ 

 本授業では、地域にあるさまざま 
 な課題に対して、個⼈、企業、地 
 ⽅⾃治体、NPOなどが、多様な⽴ 
 場で主体的に取り組んでいる事例 
 を取り上げる。社会学、経営学な 
 どの視点から、これらの事例を考 
 える。地域の諸課題に向き合う⼈ 
 たちや組織が、やりがいや⾯⽩さ 
 を感じながら、地域資源、他者の 
 協⼒、デジタル技術などを組み合 
 わせ、課題解決につなげている実 
 践を通じて、地域の課題解決と 
 キャリアについて具体的な知識と 
 理解を持つことをめざす。理解を 
 多⾯的に深めるために、実践者を 
 ゲストスピーカーとして適宜招 
 く。 
 地域にあるさまざまな⾝近な課題 
 に対して、多様な⽴場の⼈々が、 
 いきいきと主体的に解決に導いて 
 いる⾰新的な事例があることを知 
 り、「地域にある資源」、「多様 
 な主体間のつながりや協働」、 
 「新たな価値づくり」という3つの 
 視点から具体的に学ぶ。これによ 
 り、地域課題の捉え⽅、課題解決 
 に向けて主体的に考え⾏動する⽅ 
 策、他者の協⼒と技術の活⽤につ 
 いて、基本的理解を深めることが 
 できるようになる。 

 主要 
 授業 
 科⽬ 
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 （新旧対照表）基本計画書（授業科⽬の概要）（29ページ） 

 （新） 

 科⽬区分  授業科⽬の名称 
 主要 
 授業 
 科⽬ 

 講義等の内容  備考 

 展開科⽬  多⾔語情報 
 理解科⽬ 

 機械翻訳実践（法 
 学）  ○ 

 複数の地域に共有される法的ト 
 ピックに関して英語などの外国語 
 による論⽂、書籍、記事等を機械 
 翻訳を読解ツールとして⽤いて読 
 み込み、⽇本語の情報ソースに限 
 らない幅広い情報源からの知識吸 
 収の⽅法を提⽰する。また、その 
 背後にある⽂化的・政治的差異や 
 ⽂脈を意識的に発⾒・解釈し、⾝ 
 近な環境がもたらすバイアスに気 
 づく機会を与える。外国語⽂献の 
 読解から得られた新たな知識、視 
 点をさらに⾃らの興味・関⼼に結 
 びつけて深化させる過程を指導す 
 る。 
 機械翻訳を多様な外国語⽂献の読 
 解のツールとして⽤い、⼀次ソー 
 スからの情報収集能⼒を⾝につ 
 け、  異なる地域の法や法実践  に対 
 する知識や⾒識を深める⽅法の幅 
 を広げることができる。また、読 
 解した内容の背後にある⽂化的差 
 異や⽂脈に気づくことで、現実世 
 界を批判的に深く理解し、主体的 
 な⾒解の形成する視点を養うこと 
 を⽬標とする。 

 主要 
 授業 
 科⽬ 

 （旧） 
 科⽬の追加のため、補正前の内容は空欄とする。 
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 （新旧対照表）基本計画書（授業科⽬の概要）（24ページ） 
 ※科⽬削除のためページ数は補正前のページ数を記載する 

 （新） 
 科⽬の削除のため、補正後の内容は空欄とする。 

 （旧） 

 科⽬区分  授業科⽬の名称 
 主要 
 授業 
 科⽬ 

 講義等の内容  備考 

 展開科⽬  多⾔語情報 
 理解科⽬ 

 機械翻訳実践（世 
 界情勢）  ○ 

 世界の情勢に関する複数の外国語 
 (英語、中国語など)  による論⽂、書 
 籍、記事等を機械翻訳を読解ツー 
 ルとして⽤いて読み込み、⽇本語 
 の情報ソースに限らない幅広い情 
 報源からの知識吸収の⽅法を提⽰ 
 する。また、その背後にある⽂化 
 的・政治的差異や⽂脈を意識的に 
 発⾒・解釈し、⾝近な環境がもた 
 らすバイアスに気づく機会を与え 
 る。外国語⽂献の読解から得られ 
 た新たな知識、視点をさらに⾃ら 
 の興味・関⼼に結びつけて深化さ 
 せる過程を指導する。 
 機械翻訳を多様な外国語⽂献の読 
 解のツールとして⽤い、⼀次ソー 
 スからの情報収集能⼒を⾝につ 
 け、  世界情勢  に対する知識や⾒識 
 を深める⽅法の幅を広げることが 
 できる。また、読解した内容の背 
 後にある⽂化的差異や⽂脈に気づ 
 くことで、現実世界を批判的に深 
 く理解し、主体的な⾒解を形成す 
 る視点を養うことを⽬標とする。 

 主要 
 授業 
 科⽬ 
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 （新旧対照表）基本計画書（授業科⽬の概要）（33ページ） 

 （新） 

 科⽬区分  授業科⽬の名称 
 主要 
 授業 
 科⽬ 

 講義等の内容  備考 

 展開科⽬ 
 世界 
 理解 
 科⽬ 

 社 
 会・ 
 ネッ 
 ト 

 ワー 
 ク 

 科学技術と社会 

 今⽇、科学技術と社会との関係は 
 ますます複雑化している。知識基 
 盤社会が謳われながらも、⾼度に 
 専⾨化された知識はしばしば私た 
 ちの理解を超え、⼀⽅でそうした 
 専⾨知への不信も広がっている。 
 こうした中で、私たちはどのよう 
 にして科学技術とよりよい関係を 
 結ぶことができるのだろうか。本 
 授業では、科学技術と社会の関係 
 を考える科学技術社会論（STS） 
 の知⾒を学ぶとともに、（専⾨家 
 と市⺠双⽅の）責任、ジェン 
 ダー、期待、無知などの多様な観 
 点から、私たちと科学技術とのよ 
 りよい関係について考える。 
 今⽇の科学研究・技術開発がどの 
 ような営みであるかを理解し、そ 
 れらと社会との関係を多様な視点 
 から批判的に分析できるようにな 
 る（理論的⽬標）。また、そうし 
 た知⾒をもとに、各⾃が専⾨知と 
 の適切な関係を構築できるように 
 なる（実践的⽬標）。今⽇の社会 
 を⽣きる上で必須の情報リテラ 
 シーの⼀つとしての、科学技術リ 
 テラシーを⾝につけることが本授 
 業の到達⽬標である。 

 （旧） 

 科⽬区分  授業科⽬の名称 
 主要 
 授業 
 科⽬ 

 講義等の内容  備考 

 展開科⽬ 
 世界 
 理解 
 科⽬ 

 社 
 会・ 
 ネッ 
 ト 

 ワー 
 ク 

 科学技術と社会Ⅰ 

 AI、ワクチン、原⼦⼒発電所な 
 ど、多くの科学・技術が我々の⽣ 
 活に功罪双⽅の影響を及ぼしてい 
 る。これらの科学・技術は、我々 
 が⽣きている社会をどのように変 
 えているのか。また、反対に、社 
 会は科学・技術の発展をどのよう 
 に形作っているのか。本授業で 
 は、科学・技術と社会の関係を、 
 事例に基づいて概観し、ジェン 
 ダー、倫理、想像⼒など、多種多 
 様な観点から科学技術と社会の関 
 係性について考える。 
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 ⽂理を超えた視点を持ち、科学・ 
 技術・社会の関係について、多様 
 な観点を⾝につける。それによっ 
 て、現在我々を取り囲む科学技術 
 に関わる様々な便益や問題を批判 
 的に検証し、また科学・技術の発 
 展に個⼈としてどう対応すべきか 
 を考える⼒を⾝につける。 

 （新旧対照表）基本計画書（授業科⽬の概要）（39ページ） 

 （新） 

 科⽬区分  授業科⽬の名称 
 主要 
 授業 
 科⽬ 

 講義等の内容  備考 

 展開 
 科⽬ 

 考究 
 科⽬ 

 基盤 
 リテ 
 ラ 

 シー 
 科⽬ 

 情報  Javaプログラミン 
 グ演習 

 オブジェクト指向⾔語Javaを利⽤ 
 したプログラミングを学ぶ。Java 
 が持つ基本的な概念や、Javaの持 
 つ繰り返し、データ構造などの基 
 本的な⽂法、またJavaが持つ標準 
 APIなどを学ぶだけではなく、最新 
 のJavaの機能のStreamなどの⾼度 
 な利⽤⽅法も学ぶ。オブジェクト 
 指向プログラミングの要素を学ん 
 だ後ビルドツールや単体テスト、 
 IDEやバージョン管理法も知り、 
 JavaでのWebアプリケーションと 
 データベースの連携までを学ぶ。 
 特にエンタープライズシステムに 
 関わる社会⼈として利⽤する可能 
 性のあるJavaを使ったアプリケー 
 ション開発をするための必要な知 
 識と初歩的な技術を⾝につけて、 
 JavaによるWebアプリケーション 
 システムの開発に取り組めるよう 
 になる。 
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 （旧） 

 科⽬区分  授業科⽬の名称 
 主要 
 授業 
 科⽬ 

 講義等の内容  備考 

 展開 
 科⽬ 

 考究 
 科⽬ 

 基盤 
 リテ 
 ラ 

 シー 
 科⽬ 

 情報  Javaプログラミン 
 グ演習 

 オブジェクト指向⾔語Javaを利⽤ 
 したプログラミングを学ぶ。Java 
 が持つ基本的な概念や、Javaの持 
 つ繰り返し、データ構造などの基 
 本的な⽂法、またJavaが持つ標準 
 APIなどを学ぶだけではなく、最新 
 のJavaの機能のStreamなどの⾼度 
 な利⽤⽅法も学ぶ。オブジェクト 
 指向プログラミングの要素を学ん 
 だ後ビルドツールや単体テスト、 
 IDEやバージョン管理法も知り、 
 JavaでのWebアプリケーションと 
 データベースの連携までを学ぶ。 
 本科⽬はガーバーと吉村の共同に 
 よる科⽬となる。 
 特にエンタープライズシステムに 
 関わる社会⼈として利⽤する可能 
 性のあるJavaを使ったアプリケー 
 ション開発をするための必要な知 
 識と初歩的な技術を⾝につけて、 
 JavaによるWebアプリケーション 
 システムの開発に取り組めるよう 
 になる。 

 （新旧対照表）基本計画書（授業科⽬の概要）（48ページ） 
 （新） 

 科⽬区分  授業科⽬の名称 
 主要 
 授業 
 科⽬ 

 講義等の内容  備考 

 展開 
 科⽬ 

 考究 
 科⽬ 

 世界 
 理解 
 科⽬ 

 社 
 会・ 
 ネッ 
 ト 

 ワー 
 ク 

 ⼦どもと地域づく 
 り 

 ⼦どもは、地域の将来を担う存在 
 である。⼦どもという次世代を地 
 域で育む活動として、⾷を通じた 
 シビックプライドの育成、新しい 
 デザインによる地域の伝統⼯芸品 
 への愛着育成、防災の取り組みな 
 どがある。 
 これらの取り組みは、狭義には⼦ 

 どもの育成であるが、広義には地 
 域づくりである。本授業における 
 「地域づくり」とは、地域社会課 
 題解決に向けた取り組み、地域を 
 担う⼈の育成や地域のの価値創造 
 である。本授業では、さまざまな 
 事例を⼿がかりに、議論を⾏い、 
 ⼦どもを通じて地域づくりへの理 
 解を深める。必要に応じ実践者を 
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 ゲストとして招き、対談、ヒアリ 
 ングなどの多様な⽅法で実践の本 
 質を学ぶ。本授業が対象にする⼦ 
 どもは、⼩学校中学年以下であ 
 る。 
 学修を通じて、⼦どもという次世 
 代の育成を通じて、地域課題を理 
 解し、解決をめざしてどのように 
 実践がなされているかが理解でき 
 るようになる。地域では、多様な 
 ⾓度で次世代を担う⼦どもの育成 
 がされていることが、理解できる 
 ようになる。また、地域における 
 ⼦ども世代のひとづくりにおい 
 て、⾃らが考え活躍するイメージ 
 が具体的に持てるようになる。 

 （旧） 

 科⽬区分  授業科⽬の名称 
 主要 
 授業 
 科⽬ 

 講義等の内容  備考 

 展開 
 科⽬ 

 考究 
 科⽬ 

 世界 
 理解 
 科⽬ 

 社 
 会・ 
 ネッ 
 ト 

 ワー 
 ク 

 ⼦どもと地域づく 
 り 

 本授業では、⼦どもという未来を 
 担う存在を通して地域づくりを考 
 える。地域の中の⼦どもに関わる 
 10のテーマ(⾷、アート、ものづく 
 り、メディア、保育、教育、サイ 
 エンス、地域の場、建築、伝統技 
 術)に焦点をあて個⼈、企業、地⽅ 
 ⾃治体、NPOなどの⽴場で主体的 
 に取り組んでいる事例を取り上げ 
 る。社会学、経営学などの視点か 
 ら、これらの事例を考える。これ 
 らの事例を通じて、地域の諸課題 
 に向き合う⼈たちや組織と、対話 
 できるようになることを⽬指す。 
 理解を多⾯的に深めるために、実 
 践者をゲストスピーカーとして適 
 宜招く。 
 地域の⾝近なテーマも、⼦どもと 
 いう視点を持つことで、さまざま 
 な価値創造的な事例にできること 
 を知り、「事例探究」、「グルー 
 プ討議」、「発表と質疑応答」を 
 ⾏い、具体的に学ぶ。これによ 
 り、⼦どもに関わる地域課題の捉 
 え⽅、課題解決に向けて主体的に 
 考え⾏動する⽅策について考え、 
 地域課題に関わる⼈や組織と⾃ら 
 対話できるようになることを⽬指 
 す。 
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 （新旧対照表）基本計画書（授業科⽬の概要）（43ページ） 
 （新） 
 削除 

 （旧） 

 科⽬区分  授業科⽬の名称 
 主要 
 授業 
 科⽬ 

 講義等の内容  備考 

 展開 
 科⽬ 

 考究 
 科⽬ 

 世界 
 理解 
 科⽬ 

 社 
 会・ 
 ネッ 
 ト 

 ワー 
 ク 

 科学技術と社会Ⅱ 

 ⼈⼯知能、バイオテクノロジー、 
 ナノテクノロジーなど、多くの科 
 学技術が、我々の⽣活や社会と関 
 係を持ちながら発展している。本 
 授業では、科学技術と社会の関係 
 についての論⽂を講読し、毎回担 
 当者が作成したレジュメを元に議 
 論する。特に、後半の授業ではイ 
 ノベーション、イノベーション政 
 策、倫理、サイエンスコミュニ 
 ケーションなど、我々が科学技術 
 と関わる上での実践的な内容に重 
 点を置いて議論する。 
 論⽂や書籍を体系的に読んでレ 
 ジュメにまとめることで、科学技 
 術と社会の関係性を体系的に理解 
 する。また、イノベーションやサ 
 イエンスコミュニケーションな 
 ど、⽂理を超えて科学技術と社会 
 について考える視点を獲得する。 

-審査意見（３月）（本文）-161-



 （新旧対照表）基本計画書（授業科⽬の概要）（44ページ） 

 （新） 
 削除 

 （旧） 

 科⽬区分  授業科⽬の名称 
 主要 
 授業 
 科⽬ 

 講義等の内容  備考 

 展開 
 科⽬ 

 考究 
 科⽬ 

 世界 
 理解 
 科⽬ 

 社 
 会・ 
 ネッ 
 ト 

 ワー 
 ク 

 グローバルメディ 
 アデザイン論 

 かつて「宇宙船地球号」の命名者 
 バックミンスター・フラーは「国 
 連代表は世界の現状と地球の財産 
 ⽬録をリアルタイムに可視化する 
 巨⼤なデジタル地球儀を囲んで議 
 論すべきだ」と提⾔した。本講で 
 は、講師が独⾃に開発したデジタ 
 ル地球儀Sphere(スフィア)を具体 
 的な教材=実験開発プラットフォー 
 ムとして活⽤しつつ、この宿題に 
 応える道を参加型演習形式で探 
 る。(講義によるテーマ設定とそれ 
 についての学⽣ 
 Presentationを交互に⾏う。) 
 地球全体がネットで⼀つに繋が 
 れ、タップ⼀つで世界中から商品 
 が取り寄せられる時代になって 
 も、私たちの意識はかえって等⾝ 
 ⼤でローカルな次元に狭窄し、地 
 球全体や世界の多様な⼈々・⽣物 
 に想いを馳せる機会は少ない。5G 
 や4K、VRやXツイートもいいけれ 
 ど、地球時代に⽣きる世代として 
 「想像⼒をブロードバンド化」す 
 るために本当に必要なメディアデ 
 ザインとは?それを⾃分で考える⼒ 
 を、具体的なコンテンツやシステ 
 ムの企画・制作を通じて養う。 
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 （新） 
 削除 

 （旧） 

 科⽬区分  授業科⽬の名称 
 主要 
 授業 
 科⽬ 

 講義等の内容  備考 

 展開 
 科⽬ 

 考究 
 科⽬ 

 世界 
 理解 
 科⽬ 

 社 
 会・ 
 ネッ 
 ト 

 ワー 
 ク 

 ゼミ（サイエン 
 ス・コミュニケー 
 ション） 

 本授業では、AIをテーマに、学⽣ 
 と専⾨家がコラボレーションしな 
 がらサイエンス・コミュニケー 
 ションのワークショップを開く。 
 専⾨家/⾮専⾨家の⽴場を問わず、 
 AIについて個々⼈がどのような価 
 値観で、どの 
 ような想いを持っているかをまと 
 め、望ましい未来像はどのような 
 ものかを考える場のデザインを⽬ 
 指す。 
 ⽴場を問わず様々な視点を融合さ 
 せ、他者の⽴場を加味した上で未 
 来像を描いていけるようになるこ 
 とを⽬指す。また、コンセプトの 
 ⽴ち上げや広報を含めて、チーム 
 メンバーとコラボレーションしな 
 がらワーク 
 ショップをデザインする能⼒を⾝ 
 につける。 
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 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（35ページ） 
 新  旧 

  さらに「考究科⽬」には、演習科⽬とし 
 て以下を配置する。「社会学III」「現代社 
 会理論」「⺠主主義論」「国際関係論」で 
 は、社会を扱う多様な学問分野の⽅法論を 
 少⼈数の授業で具体的なテーマに当ては 
 め、⽅法論の活⽤を訓練する。「現代ス 
 ポーツ構造分析」「SFから考える未来ビ 
 ジョン」「未来社会デザイン論」「⾳楽と 
 社会」「⼦どもと地域づくり」「コラボ 
 レーション・クリエイティブ」「スマート 
 ⽥舎のススメ」「課題解決と改⾰のリー 
 ダーシップ」では、社会を分析するための 
 多様な視覚を⽤いて学⽣の関⼼あるテーマ 
 や課題についての理解を深め、それをさら 
 に学⽣にとっての好ましい未来の想像・創 
 造につなげる。 

  さらに「考究科⽬」には、演習科⽬とし 
 て以下を配置する。「社会学III」「現代社 
 会理論」「⺠主主義論」  「科学技術と社会 
 II」  「国際関係論」では、社会を扱う多様 
 な学問分野の⽅法論を少⼈数の授業で具体 
 的なテーマに当てはめ、⽅法論の活⽤を訓 
 練する。「現代スポーツ構造分析」「SF 
 から考える未来ビジョン」「未来社会デザ 
 イン論」「⾳楽と社会」「⼦どもと地域づ 
 くり」「コラボレーション・クリエイティ 
 ブ」「スマート⽥舎のススメ」「課題解決 
 と改⾰のリーダーシップ」  「グローバルメ 
 ディアデザイン論」  では、社会を分析する 
 ための多様な視覚を⽤いて学⽣の関⼼ある 
 テーマや課題についての理解を深め、それ 
 をさらに学⽣にとっての好ましい未来の想 
 像・創造につなげる。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（37ページ） 
 新  旧 

 「導⼊科⽬」の「デジタルツールの使い 
 ⽅」「⼈⼯知能活⽤実践」でデジタルツー 
 ルの扱いについての素地を養い、「基礎科 
 ⽬」に「多⾔語ITコミュニケーション」を 
 この科⽬群の⼊り⼝として配置する。「多 
 ⾔語ITコミュニケーション」では、異なる 
 ⾔語間での意思疎通の要点を学び、国際コ 
 ミュニケーションの⼿法を探る。実際の海 
 外のソフトウェアツールの利⽤や開発の現 
 場で使われるコミュニケーション⽅法、海 
 外の情報収集、海外の最新のサイエンス 
 情報の取得⽅法など、多岐にわたる具体的 
 なスキルや知識を修得する。 
 さらに「展開科⽬」として、オンデマンド 
 科⽬の「機械翻訳実践（英語読解・作 
 ⽂）」をはじめとして、リアルタイムで最 
 新の知⾒を得ることができるライブ映像科 
 ⽬である  「機械翻訳実践（法学）（情報） 
 （異⽂化理解）（⾃然科学）（⽇本研 
 究）」  を⽤意する。 

 「導⼊科⽬」の「デジタルツールの使い 
 ⽅」「⼈⼯知能活⽤実践」でデジタルツー 
 ルの扱いについての素地を養い、「基礎科 
 ⽬」に「多⾔語ITコミュニケーション」を 
 この科⽬群の⼊り⼝として配置する。「多 
 ⾔語ITコミュニケーション」では、異なる 
 ⾔語間での意思疎通の要点を学び、国際コ 
 ミュニケーションの⼿法を探る。実際の海 
 外のソフトウェアツールの利⽤や開発の現 
 場で使われるコミュニケーション⽅法、海 
 外の情報収集、海外の最新のサイエンス 
 情報の取得⽅法など、多岐にわたる具体的 
 なスキルや知識を修得する。 
 さらに「展開科⽬」として、オンデマンド 
 科⽬の「機械翻訳実践（英語読解・作 
 ⽂）」をはじめとして、リアルタイムで最 
 新の知⾒を得ることができるライブ映像科 
 ⽬である  「機械翻訳実践（世界情勢）（情 
 報）（異⽂化理解）（⾃然科学）（⽇本研 
 究）」  を⽤意する。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（40ページ） 
 新  旧 

 （４）必修科⽬・選択科⽬・⾃由科⽬の構 
 成とその理由 
  本学では、必修科⽬９科⽬、選択必修科 
 ⽬25科⽬、  選択科⽬233科⽬  、⾃由科⽬12 
 科⽬を置く。領域を横断した⾃由な学びを 
 可能とするため、選択科⽬のボリュームを 
 ⼤きくした。 

 （４）必修科⽬・選択科⽬・⾃由科⽬の構 
 成とその理由 
  本学では、必修科⽬９科⽬、選択必修科 
 ⽬25科⽬、  選択科⽬236科⽬  、⾃由科⽬12 
 科⽬を置く。領域を横断した⾃由な学びを 
 可能とするため、選択科⽬のボリュームを 
 ⼤きくした。 
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 （略） 

  「多⾔語情報理解科⽬」は、本学の⼤き 
 な特徴、デジタルツールを使った実践的学 
 修のメインとなる科⽬群である。「基礎科 
 ⽬」に配置した必修の「多⾔語ITコミュニ 
 ケーション」の他、「機械翻訳実践（英語 
 読解・作⽂）」  「機械翻訳実践（法学）」 
 「機械翻訳実践（情報）」「機械翻訳実践 
 （異⽂化理解）」「機械翻訳実践（⾃然科 
 学）」「機械翻訳実践（⽇本研究）」の６ 
 つのトピックを扱う科⽬からなり、この中 
 から３科⽬６単位以上履修することで機械 
 翻訳を始めとするデジタルツールを⽤いた 
 情報収集の⼿法を学ぶとともに、世界中の 
 情報を⽐較検討し、俯瞰的な視野でものご 
 とを判断する姿勢を⾝につける。 

 （略） 

  「多⾔語情報理解科⽬」は、本学の⼤き 
 な特徴、デジタルツールを使った実践的学 
 修のメインとなる科⽬群である。「基礎科 
 ⽬」に配置した必修の「多⾔語ITコミュニ 
 ケーション」の他、「機械翻訳実践（英語 
 読解・作⽂）」  「機械翻訳実践（世界情 
 勢）」  「機械翻訳実践（情報）」「機械翻 
 訳実践（異⽂化理解）」「機械翻訳実践 
 （⾃然科学）」「機械翻訳実践（⽇本研 
 究）」の６つのトピックを扱う科⽬からな 
 り、この中から３科⽬６単位以上履修する 
 ことで機械翻訳を始めとするデジタルツー 
 ルを⽤いた情報収集の⼿法を学ぶととも 
 に、世界中の情報を⽐較検討し、俯瞰的な 
 視野でものごとを判断する姿勢を⾝につけ 
 る。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（51ページ） 
 新  旧 

 履修モデル④ 
  社会・ネットワーク × 情報 × 数理履修 
 型(企業の分析担当やIT企業のプロジェク 
 ト・マネージャーなど) 
  「未来社会デザイン論」「交渉・合意形 
 成概論」  「科学技術と社会」  などの社会・ 
 ネットワーク領域と、「情報倫理と法」「 
 Pythonプログラミング」「データサイエン 
 ス実践II（モデリング）」などの「情報」 
 領域、「数学の⽅法」「⽇常に現れる物理 
 学」「数学的思考とは何か」などの「数 
 理」領域の科⽬を中⼼に履修するモデルで 
 ある。科学技術と社会が複雑に⼊り組んだ 
 現代において両領域をつなぐキーパーソ 
 ン。情報・数理の基盤的なリテラシーと社 
 会を切り取る多様な視点を修得し、⽂理を 
 横断する知性と調整能⼒、あわせてデータ 
 の解析⼒を⾝につける。それによって科学 
 技術と社会を架橋し、科学技術をビジネス 
 や課題解決につなげると同時に、倫理的、 
 法的、社会的視点から展開するサービスや 
 商品の影響⼒を考慮できる⼈材像を⽬指 
 す。 

 履修モデル④ 
  社会・ネットワーク × 情報 × 数理履修 
 型(企業の分析担当やIT企業のプロジェク 
 ト・マネージャーなど) 
  「未来社会デザイン論」「交渉・合意形 
 成概論」  「科学技術と社会I」  などの社 
 会・ネットワーク領域と、「情報倫理と 
 法」「Pythonプログラミング」「データサ 
 イエンス実践II（モデリング）」などの 
 「情報」領域、「数学の⽅法」「⽇常に現 
 れる物理学」「数学的思考とは何か」など 
 の「数理」領域の科⽬を中⼼に履修するモ 
 デルである。科学技術と社会が複雑に⼊り 
 組んだ現代において両領域をつなぐキー 
 パーソン。情報・数理の基盤的なリテラ 
 シーと社会を切り取る多様な視点を修得 
 し、⽂理を横断する知性と調整能⼒、あわ 
 せてデータの解析⼒を⾝につける。それに 
 よって科学技術と社会を架橋し、科学技術 
 をビジネスや課題解決につなげると同時 
 に、倫理的、法的、社会的視点から展開す 
 るサービスや商品の影響⼒を考慮できる⼈ 
 材像を⽬指す。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（89ページ） 
 新  旧 

  ZEN⼤学知能情報社会学部では、⼊学定 
 員5,000名、収容定員20,000名に対して、 
 39名  の基幹教員を配置する。教育研究上の 
 ⽬的および養成する⼈材並びに教育課程編 
 成の考え⽅を踏まえ、これらの⽬的達成が 
 可能となる教員組織の編成としている。⼤ 

  ZEN⼤学知能情報社会学部では、⼊学定 
 員5,000名、収容定員20,000名に対して、 
 40名  の基幹教員を配置する。教育研究上の 
 ⽬的および養成する⼈材並びに教育課程編 
 成の考え⽅を踏まえ、これらの⽬的達成が 
 可能となる教員組織の編成としている。⼤ 
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 学通信教育設置基準が規定する必要な基幹 
 教員数は30名であり、これを満たしてい 
 る。 

 学通信教育設置基準が規定する必要な基幹 
 教員数は30名であり、これを満たしてい 
 る。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（91ページ） 
 新  旧 

  本学の教員組織の年齢構成については、 
 開学時において、30歳代の教員８名、40 
 歳代の教員９名、50歳代の教員  ８名  、60 
 歳代の教員12名により基幹教員を構成する 
 こととしており、設置時点で、教育研究に 
 おいて経験豊富な教員を配置し、教育研究 
 ⽔準の維持向上や教育研究の活性化に⽀障 
 がない教員組織の編成となるように配慮し 
 ている。 

 （略） 

    計39名の基幹教員のうち、37名が開設 
 年度より就任し、  ２名が２年次より就任と 
 なる。また、基幹教員以外の教員は、担当 
 科⽬の開講年次に合わせて就任する。 

  本学の教員組織の年齢構成については、 
 開学時において、30歳代の教員８名、40 
 歳代の教員９名、50歳代の教員  ９名  、60 
 歳代の教員12名により基幹教員を構成する 
 こととしており、設置時点で、教育研究に 
 おいて経験豊富な教員を配置し、教育研究 
 ⽔準の維持向上や教育研究の活性化に⽀障 
 がない教員組織の編成となるように配慮し 
 ている。 

 （略） 

    計40名の基幹教員のうち、38名が開設 
 年度より就任し、  ２名が２年次より就任と 
 なる。また、基幹教員以外の教員は、担当 
 科⽬の開講年次に合わせて就任する。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（98ページ） 
 新  旧 

 ② 研究室・研究所 
  研究室は、個室と、複数⼈が同時に利⽤ 
 できる共同研究室を⽤意する。個室は１度 
 に１名利⽤を想定し４室、共同研究室は１ 
 度に４名~６名で利⽤することを想定し８ 
 室設置し、  基幹教員39名  が完成年度時に利 
 ⽤できるよう整備をする。申請時時点では 
 逗⼦校舎よりもリモートワークを望む基幹 
 教員が多いため、有効に部屋を活⽤する⽅ 
 法としてフリーアドレスとして使うことを 
 想定しつつ、臨機応変な部屋の割り当てを 
 ⾏う。また、研究に際し、対⾯で刺激を与 
 えあうことで新しい発想を得やすくするた 
 め、普段のリモートワーク時よりも密なコ 
 ミュニケーションを推奨する。逗⼦校舎内 
 に研究所を設置をするが、研究所もリモー 
 トワークを原則とした運⽤とする。 

 ② 研究室・研究所 
  研究室は、個室と、複数⼈が同時に利⽤ 
 できる共同研究室を⽤意する。個室は１度 
 に１名利⽤を想定し４室、共同研究室は１ 
 度に４名~６名で利⽤することを想定し８ 
 室設置し、  基幹教員40名  が完成年度時に利 
 ⽤できるよう整備をする。申請時時点では 
 逗⼦校舎よりもリモートワークを望む基幹 
 教員が多いため、有効に部屋を活⽤する⽅ 
 法としてフリーアドレスとして使うことを 
 想定しつつ、臨機応変な部屋の割り当てを 
 ⾏う。また、研究に際し、対⾯で刺激を与 
 えあうことで新しい発想を得やすくするた 
 め、普段のリモートワーク時よりも密なコ 
 ミュニケーションを推奨する。逗⼦校舎内 
 に研究所を設置をするが、研究所もリモー 
 トワークを原則とした運⽤とする。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（資料）（37ページ） 
 新  旧 

 資料30 カリキュラム・ツリー 

 機械翻訳実践（法学） 

 科学技術と社会 

 ※考究科⽬としてこの  他87科⽬  を配当 

 資料30 カリキュラム・ツリー 

 機械翻訳実践（世界情勢） 

 科学技術と社会Ⅰ 

 ※考究科⽬としてこの  他90科⽬  を配当 
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 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（資料）（39〜46ページ） 

 （新） 

-審査意見（３月）（本文）-167-



-審査意見（３月）（本文）-168-
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 （旧） 

-審査意見（３月）（本文）-170-



-審査意見（３月）（本文）-171-
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 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（資料）（51ページ） 

 （新） 

 （旧） 

-審査意見（３月）（本文）-174-



 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（資料）（52ページ） 

 （新） 

 （旧） 

-審査意見（３月）（本文）-175-



 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（資料）（53ページ） 

 （新） 

-審査意見（３月）（本文）-176-



 （旧） 

-審査意見（３月）（本文）-177-



 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（資料）（54ページ） 

 （新） 

 （旧） 

-審査意見（３月）（本文）-178-



 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（資料）（55ページ） 

 （新） 

 （旧） 

-審査意見（３月）（本文）-179-



 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（資料）（56ページ） 

 （新） 

 （旧） 

-審査意見（３月）（本文）-180-



 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（資料）（57ページ） 

 （新） 

-審査意見（３月）（本文）-181-



 （旧） 

-審査意見（３月）（本文）-182-



 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（資料）（58ページ） 

 （新） 

 （旧） 

-審査意見（３月）（本文）-183-



 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（資料）（59ページ） 

 （新） 

 （旧） 

-審査意見（３月）（本文）-184-



 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（資料）（60ページ） 

 （新） 

 （旧） 

-審査意見（３月）（本文）-185-



 （新旧対照表）シラバス（10ページ） 

 （新） 

-審査意見（３月）（本文）-186-



 （旧） 

-審査意見（３月）（本文）-187-



 （新旧対照表）シラバス（26ページ） 
 （新） 

-審査意見（３月）（本文）-188-



 （旧） 

-審査意見（３月）（本文）-189-



 （新旧対照表）シラバス（73ページ） 
 ※科⽬削除のためページ数は補正前のページ数を記載する 

 （新） 
 削除 

 （旧） 
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 （新旧対照表）シラバス（72ページ） 

 （新） 

 （旧） 

 新設科⽬のためなし 
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 （新旧対照表）シラバス（89ページ） 
 ※科⽬削除のためページ数は補正前のページ数を記載する 

 （新） 
 削除 

 （旧） 
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 （新旧対照表）シラバス（95ページ） 
 ※科⽬削除のためページ数は補正前のページ数を記載する 

 （新） 
 削除 

 （旧） 

-審査意見（３月）（本文）-193-



 （新旧対照表）シラバス（120ページ） 

 （新） 

-審査意見（３月）（本文）-194-



 （旧） 

-審査意見（３月）（本文）-195-



 （新旧対照表）シラバス（176ページ） 
 ※科⽬削除のためページ数は補正前のページ数を記載する 

 （新） 
 削除 

 （旧） 

-審査意見（３月）（本文）-196-



 （新旧対照表）シラバス（180ページ） 
 ※科⽬削除のためページ数は補正前のページ数を記載する 

 （新） 
 削除 

 （旧） 
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 （新旧対照表）シラバス（182ページ） 
 ※科⽬削除のためページ数は補正前のページ数を記載する 

 （新）削除 

 （旧） 

-審査意見（３月）（本文）-198-



 （新旧対照表）シラバス（187ページ） 
 ※科⽬削除のためページ数は補正前のページ数を記載する 

 （新） 
 削除 

 （旧） 
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 （新旧対照表）シラバス（195ページ） 
 ※科⽬削除のためページ数は補正前のページ数を記載する 

 （新） 
 削除 

 （旧） 
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 （新旧対照表）通信教育実施⽅法説明書（1ページ） 

 （新） 

 （旧） 
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 （是正事項）知能情報社会学部 知能情報社会学科 
 17．  指導補助者とされているアカデミック・アドバイザー（AA）、ティーチング・アシス 
 タント（TA）については、通信教育実施⽅法説明書において、採⽤条件や研修の⽅法に関 
 する記載があるが、その詳細が明らかでない。このため、関連する審査意⾒への対応も踏 
 まえ、指導補助者の具体的な業務内容、業務量、採⽤条件、採⽤前後の研修内容、処遇及 
 び教員との連携体制について説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。なお、 
 業務量を説明するに当たっては、設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）P63において「オ 
 ンデマンド科⽬での、フォーラムなどを⽤いた質疑対応では、１科⽬あたり週平均20件の 
 質問が来ると想定」しているが、例えば導⼊科⽬では⾮常に多くの学⽣が受講すると考え 
 られる科⽬もあり、想定及びそれに基づく質問対応体制や教員負担の⾒積りが適切かどう 
 か判断できないことから、１科⽬あたり週平均20件の質問と想定した明確な根拠を⽰す 
 か、想定及びそれに基づく体制の⾒直しを⾏うこと。 

 （対応） 
  本学では多様な学⽣に対しきめ細やかな指導・サポートを⾏うこと、教育効果を⾼める 
 ために学修サポートを⾏うこと、また授業運営などにかかる教員の負担軽減することを⽬ 
 的とし、指導補助者を設置する。指導補助者は、教員の指⽰に基づき授業補助業務を⾏う 
 とともに、教員やその他のアドバイザーとともに学修指導業務を⾏う。指導補助者として 
 は、教員の指導のもと主導的に業務を進める  アカデミック・アドバイザー（AA）と、主に 
 授業運営をサポートするティーチング・アシスタント（TA）を置く。 

 【図】教員と指導補助者の関係 

 （１）アカデミック・アドバイザー（AA） 
  指導補助者のうち、アカデミック・アドバイザー（AA）は、担当教員の指⽰・指導のも 
 と、授業のための教材の作成や試験問題の作成および採点、学⽣からの提出物の管理、添 
 削、採点、授業に関する質問対応など学修指導を主導的に⾏うとともに、必修授業を中⼼ 
 とした補講や学⽣による⾃主ゼミナールの運営・補佐などアカデミック・サポートを担当 
 する。 
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 （２）ティーチング・アシスタント（TA） 
  指導補助者のうち、ティーチング・アシスタント（TA）は、主に授業運営のサポートと 
 して、教員およびアカデミック・アドバイザー（AA）の指⽰のもと、教材の作成や課題・ 
 試験の作成の補助、学⽣からの提出物の管理、添削、採点、授業に関する質問対応など学 
 修指導を⾏う。また、リアルタイムで実施する授業の中ではファシリテーションや資料共 
 有など運営をサポートする。 

  以下に指導補助者の具体的な業務内容、業務量、採⽤条件、採⽤前後の研修内容、処遇 
 及び教員との連携体制について説明する。なお、業務量の説明にあたって、従前、「オン 
 デマンド科⽬での、フォーラムなどを⽤いた質疑対応では、１科⽬あたり週平均20件の質 
 問が来ると想定」と記載していたが、今回の審査意⾒を受け、改めて業務内容とその業務 
 量の整理を⾏った結果、記載を改める。 

 １     業務内容と業務量 

  アカデミック・アドバイザー（AA）・ティーチング・アシスタント（TA）は指導補助 
 者として、教員の監督・指導のもと学修指導の業務を共同で⾏う。加えてアカデミック・ 
 アドバイザー（AA）はアカデミック・サポート、授業運営補助、学⽣への情報発信を⾏ 
 う。これにより  教員の業務負荷を軽減するとともに、学⽣に対して細やかな学びの⽀援を 
 実現する。具体的な業務内容としては、学修指導、アカデミック・サポート、プロジェク 
 ト実践における授業運営補助がある。 

 【表】  業務内容と担当 

 アカデミック・アドバイザー 
 （AA） 

 ティーチング・  ア  シスタント 
 （TA） 

 学修指導  教員の指⽰に基づき、主導的に 
 実施 

 教員・アカデミック・アドバイ 
 ザー（AA）の指⽰のもと実施 

 アカデミック・サ 
 ポート 

 リメディアル教育 
 学術活動サポート 
 eポートフォリオの活⽤ 

 （なし） 

 プロジェクト実践に 
 おける授業運営補助 

 教員の指⽰のもと、授業を分担 
 して実施 

 学修指導の⼀環として業務にあた 
 る 

 （１）学修指導 
  授業を円滑に進め、細やかな学⽣の対応をするために、教員の監督・指導のもと共同で 
 業務を⾏う。アカデミック・アドバイザー（AA）が担当する領域に対し主導的な役割で、 
 授業が円滑に進み、細やかな学⽣の対応ができるよう、ティーチング・アシスタント（TA 
 ）を配置・管理する。ティーチング・アシスタント（TA）は担当授業について教員の指⽰ 
 やアカデミック・アドバイザー（AA）の割り振りのもと、授業準備から採点までの業務の 
 ⼀部や学⽣からの質問の⼀次対応などを⾏う。アカデミック・アドバイザー（AA）と 
 ティーチング・アシスタント（TA）は、領域ごとに複数名で科⽬を担当する。想定する主 
 な業務は下記のとおり。 
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 ① 質問対応 
  各授業の質問対応は指導補助者のうち、主にティーチング・アシスタント（TA）の業務 
 とし、アカデミック・アドバイザー（AA）も担当する。質問は学⽣が教員に直接連絡を取 
 るのではなく、ZEN Studyなどオンラインシステム上に設けられたフォーラム等を通じて 
 随時投稿できる仕組みをとっている。ティーチング・アシスタント（TA）は各授業ごとに 
 設けられた所定の場所に寄せられた質問の内容を確認し、予め教員やアカデミック・アド 
 バイザー（AA）と設定した回答⽅針に基づきレベル分けを⾏う。 
  回答⽅針は、授業中やその他の質問で既出の情報など指導補助者が対応可能なものに関 
 してはティーチング・アシスタント（TA）が回答する。それ以外の質問は教員に回答案を 
 依頼し、受け取った内容をティーチング・アシスタント（TA）から学⽣に回答する体制を 
 とる。 
  実施⽅法の特性上、回答は原則として（休⽇、年末年始、⻑期休暇などを除く）24時間 
 以内に学⽣へ何らかのレスポンスを⾏うものとすることから、予め回答をレベル分けする 
 ことで即時性の⾼い対応を実現するとともに、教員が回答すべき内容のみに対応する体制 
 をとることで、教員の業務負荷を軽減することができる。 
  業務量については、回答漏れや遅延がないようアカデミック・アドバイザー（AA）や 
 ティーチング・アシスタント（TA）は質問の有無や回答の状況を毎⽇30分から１時間程 
 度、それぞれ出勤時・⽇中・退勤前などに⾏うことを想定する。質問があった場合はその 
 内容の検討や教員への連絡・相談等で１回あたり15〜30分程度かけて対応する。 

 ② 教材・試験作成の補助、採点・評価の補助 
  学修補助業務のうち、授業の前後に発⽣する教材・試験作成の補助、採点・評価の補助 
 など授業準備、授業後対応については、指導補助者のうち主にティーチング・アシスタン 
 ト（TA）の業務とし、アカデミック・アドバイザー（AA）も担当する。 
  教材・試験作成の補助にあたっては、ティーチング・アシスタント（TA）は担当教員の 
 監督・指導のもと、授業で使⽤する教材（スライドなど）の作成補助、画像の使⽤許可申 
 請などを⾏う。 
  学⽣からの提出物（レポートや成果物）に対して、提出漏れがないかなどの確認と、科 
 ⽬担当教員の評価基準に基づいた評価サポート、添削などを⾏う。あわせて、学⽣からの 
 課題提出や学⽣への評価通知などはオンラインシステム上から⾏うこととなっているた 
 め、ティーチング・アシスタント（TA）が取りまとめて、システム対応を⾏うこととす 
 る。 
  また、教員の作成した採点基準を元に、試験問題の作成補助と採点のサポートを⾏うと 
 ともに、教員の決定した試験や採点内容をシステム上に反映する役割も担う。なお、単位 
 認定試験の採点は主に⾃動化されており、教員の採点業務は最終的な点検作業および修正 
 作業に限られる。 
  業務量については、教材・試験の作成は、学内組織の中で、教材制作や映像制作を担当 
 する教職員と協⼒し、担当科⽬ごとに教員からの指⽰に基づき、分担して対応する。提出 
 物の管理や採点のサポートなどは、科⽬ごと、各回ごとに設定された締め切りが到来した 
 のち、担当科⽬について対応を開始する。システム上、提出状況やあらかじめ設定された 
 採点基準は⾃動で反映される仕様のため、ティーチング・アシスタント（TA）は抜け漏れ 
 や不備の対応などを概ね１回あたり30分〜１時間程度を費やすと想定する。その他添削が 
 必要な事項や記述内容の確認が必要な場合は２〜３時間程度を想定する。 
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 ③ 授業運営の補助 
  学修補助業務のうち、授業運営の補助については、指導補助者のうち主にティーチン 
 グ・アシスタント（TA）の業務とし、アカデミック・アドバイザー（AA）も担当する。 
  オンデマンド科⽬に関しては、担当教員が作成した授業計画に基づき、事前に授業に必 
 要なアプリケーションやテンプレートの配布などを⾏い、学⽣が⽀障なく学修できるよう 
 にする。オンデマンド科⽬以外の、ライブ映像科⽬、卒業プロジェクト、演習科⽬、ゼミ 
 に関しては、ZEN Studyやビデオ会議システムを使って授業を⾏うものであり、ティーチ 
 ング・アシスタント（TA）が予め授業視聴に必要なURLの配布、授業⽇程や出席確認の⽅ 
 法、休講などの授業に関する連絡を⾏う。また、授業当⽇は、科⽬担当教員の監督・指導 
 下でデジタルツールを使った授業運営の補助、グループワークなど学⽣間の議論活発化の 
 ためのファシリーテーションなども担当する。 
  その他、プログラミングソフトなどその科⽬の学修に必要なツールの使⽤や、データに 
 おける⾔語の書き換えなどをサポートし、 学⽣の円滑な受講をサポートするとともに授業 
 のクオリティ向上を教員とともに⾏う。 
  業務量については、質問対応と合わせて30分〜１時間程度を想定しているが、オンデマ 
 ンド科⽬以外は１コマ90分の授業に参加し対応を⾏うことも考慮し、業務量や担当科⽬を 
 調整することとする。 

 （２）アカデミック・サポート 
  アカデミック・サポートでは、授業を理解するために必要な基礎知識や基礎学⼒を⾝に 
 つけさせるためのリメディアル教育、学⽣の興味・関⼼について学びを深めるための学術 
 活動のサポートを⾏う。主にアカデミック・アドバイザー（AA）が担当し教員やティーチ 
 ング・アシスタント（TA）と連携しながら、必要なリメディアル教育の提供を⾏うととも 
 に、学⽣の⾃主的な学びやコミュニティ運営をサポートする。 
  リメディアル教育では、主に必修授業を中⼼とした授業科⽬の補習を⽬的とし、オンラ 
 インでの補習講座を定期的に⾏うとともに、必要に応じZEN Studyに⽤意されている⾼校 
 までの学習内容の復習を案内するなど、⾃学⾃習による⼤学での学びをサポートする。 
  オンラインでの補習講座は、アカデミック・アドバイザー（AA）がビデオ会議システム 
 を使って、授業を理解するために必要な知識について解説を⾏い、学問分野の概念や専⾨ 
 的な考え⽅を適切に理解できるようにする。事前に授業内容を確認し教員と相談の上補習 
 授業⽤の教材を作成し、ビデオ会議システムを⽤いて授業を⾏うことで、授業への理解を 
 促すとともに不明な点があればその場で解決するしくみを⽤意する。また、実施にあたっ 
 ては各授業に対して全学⽣を対象にオンラインコミュニケーションサービス上で専⽤のサ 
 ポートチャンネルを作成し、補習授業の⽇時等の案内や補習内容の共有を⾏う。 
  あわせて、⾼校までの学習内容の復習が必要な場合は、同じZEN Studyに⽤意されてい 
 るオンデマンド教材を案内するなど、幅広くサポートを⾏う。このほか、課題の採点や学 
 ⽣のフォーラム等での質問に対してアカデミック・アドバイザー（AA）やティーチング・ 
 アシスタント（TA）がサポートを⾏うことで、進捗状況の芳しくない学⽣やさらに理解が 
 必要と考えられる場合にリメディアル教育の利⽤を促す。また、学⽣の履修指導を⾏う中 
 でクラス・コーチ（CC）が学⽣から相談を受けた場合は、クラス・コーチ（CC）からの 
 共有を受けたアカデミック・アドバイザー（AA）が必要なリメディアル教育を伝えること 
 もできる。 
  なお、学術活動サポートの⼀環として、授業外での⾃主的な学術活動に意欲のある学⽣ 
 を対象とし、より深い学びが得られる場として⾃主ゼミナールの運営・補佐を⾏う。⽂理 
 問わずに総合的な視点を持って学び、将来のキャリアを⾒据えた主体的な学修ができるよ 
 うなコミュニティの運営を⾏うことで、学⽣の興味・関⼼について学びを深めるための学 
 術活動のサポートを⾏う。 
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  また、ポートフォリオの活⽤については、学びや活動を記録するツールであるeポート 
 フォリオの活⽤について、学修の観点から説明し、学⽣の⽀援に役⽴てるとともに、リメ 
 ディアル教育や学修の観点からの履修指導に役⽴てる。 
  業務量については、リメディアル教育の実施では、開学当初は学⽣の受講状況に応じて 
 対応していくため、各科⽬各回ごとに30分〜１時間程度、質問対応とは別にリメディアル 
 教材作成や補習授業実施などを想定する。２年⽬以降は、初年度に作成した教材や資料と 
 対応する指導補助者のノウハウも蓄積することから、各科⽬ごと授業実施期間中で毎週１ 
 時間程度に軽減することが可能である。⾃主ゼミの運営は、開学当初よりもむしろ２年⽬ 
 以降が活発になると想定している。通常の授業での質問対応やリメディアル教育、クラ 
 ス・コーチ（CC）がクオーター毎に実施するガイダンスを通じ、学⽣の主体的な学びを醸 
 成・促進し、毎⽉２〜４時間程度の時間を業務に充てるものとする。 

 （３）「プロジェクト実践」における授業運営補助 
  卒業プロジェクト科⽬であるプロジェクト実践では、指導補助者は教員とともに授業運 
 営を⾏う。具体的には、アカデミック・アドバイザー（AA）は教員の指導計画に基づき、 
 各回の授業運営および補助、各回の課題管理、質問対応、課題提出に向けた受講者への 
 フォローなどを⾏う。ティーチング・アシスタント（TA）は教員の指導計画に基づき、教 
 員の指⽰やアカデミック・アドバイザー（AA）の割り振りのもと、各回の授業運営および 
 補助、各回の出⽋や課題管理、質問対応の補助を⾏う。 
  上記の通り教員の指⽰のもと、指導補助者であるアカデミック・アドバイザー（AA）と 
 ティーチング・アシスタント（TA）とが連携し、授業を運営していくことから、開講期間 
 中は定期的に打合せを⾏う。打合せでは、科⽬全体および授業の到達⽬標を共有しなが 
 ら、進捗に合わせて連携し、学⽣を最終成果物提出まで導く。 

 【表】「プロジェクト実践における」担当教員と指導補助者の役割分担 

 担当教員  アカデミック・アドバイ 
 ザー（AA） 

 ティーチング・アシス 
 タント（TA） 

 責務  ・授業全体の設計 
 ・【講義・演習】※回 
 での授業運営 
 ・【演習】※回の授業 
 運営の指⽰・監督 

 ・【演習】回の授業運営 
 ・【講義・演習】回の授業 
 運営補助 

 ・【演習】回の授業運 
 営の補助 
 ・【講義・演習】回の 
 授業運営補助 

 開講前  ・教材の作成 
 ・講義動画の作成 

 ・担当教員の指⽰を受けた 
 授業教材を作成補助 

 授業前  ・フィードバック・質 
 問対応に関する資料の 
 作成 

 ・フィードバック・質問対 
 応に関する資料の確認 

 授業中  ・【講義・演習】回の 
 授業運営 
 ・全体課題提⽰ 
 ・提出された各回課題 
 の確認 

 ・【演習】回の授業運営 
 ・教員の指⽰に基づく 
 フィードバック 

 ・出⽋確認 
 ・質問対応の⼀次対応 

 授業後  ・各回課題および最終  ・質問対応  ・出⽋⼊⼒ 
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 ※【講義・演習】授業は講義120分および演習60分からなるライブ映像授業であり、【演 
 習】授業は講義60分および演習120分からなるビデオ会議システムによる演習  授業であ 
 る。審査意⾒５もご参照されたい。 

  授業の実施に当たっては、開学時から授業が開始される2028年度までの間、教員を中⼼ 
 に綿密な計画を作成し、準備、研修を⾏う。授業資料の準備、授業運営にかかる担当教員 
 からの指導などを含め、担当するアカデミック・アドバイザー（AA）は週に１時間程度を 
 準備に充当する。開講後は教員とアカデミック・アドバイザー（AA）とティーチング・ア 
 シスタント（TA）を交えた定期的なミーティング、毎⽇90分×２コマの授業担当と、学修 
 指導として質問対応や課題の確認・添削などで１〜２時間程度を想定する。 

 （４）業務量 
  上記をふまえ、アカデミック・アドバイザー（AA）とティーチング・アシスタント（ 
 AA）それぞれの業務を下記に⽰す。 

 【図】指導補助者の年間業務スケジュール 

 ① アカデミック・アドバイザー（AA） 
  開学初年度となる2025年度は、担当領域において１クオーターあたり５科⽬程度の学修 
 指導を担当する。あわせて担当する科⽬・領域ごとにリメディアル教育の実施に重点をお 
 いて業務を⾏う。⽇々の業務の中では、学修指導対応が２〜３時間程度、リメディアル教 
 育が２〜３時間程度を想定し、他のアカデミックアドバイザー（AA）やティーチングアシ 
 スタント（TA）と協⼒しながら、業務に当たる。 
  開学２年⽬の2026年度以降は、⾃主ゼミなど学術コミュニティの活性化も図りながら、 
 初年度同様に学修指導やリメディアル教育に当たる。なお、学修指導では質問対応で、リ 

 成果物の最終評価  ・提出された各回課題の採 
 点補助、フィードバック 
 ・各回課題の提出状況共有 

 ・質問対応の⼀次対応 
 ・提出された各回課題 
 の⼀次処理 

 評価  ・成績評価 
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 メディアル教育では教材の作成や活⽤で、前年のノウハウを活⽤し、業務の効率化をはか 
 る。 
  開学３年⽬の2027年度以降は、「プロジェクト実践」の授業準備やその対応も業務の⼀ 
 環となり、⽇常的に３〜４時間程度を業務に充当することになるが、アカデミック・アド 
 バイザーの⼈員拡充や、学修指導やリメディアル教育のノウハウや効率化がさらに進むこ 
 とで対応可能である。 

 ② ティーチングアシスタント（TA） 
  担当領域において１クオーターあたり３〜５科⽬程度の学修指導を担当する。パートタ 
 イムでの雇⽤を想定しているが、他のアカデミック・アドバイザー（AA）やティーチン 
 グ・アシスタント（TA）と協⼒しながら、業務に当たる。なお、オンデマンド科⽬以外の 
 授業では、教員・学⽣とともに授業に参加する必要があることから、担当科⽬・時間を調 
 整する。 

 ２ 採⽤条件と処遇 

 （１）アカデミック・アドバイザー（AA） 
  アカデミック・アドバイザー（AA）  は週５⽇、実働８時間のフルタイム勤務の職員で、 
 この職務に専念することができる賃⾦（400万円〜500万円を想定）や  社会保険を⽤意す 
 る  。 
  採⽤においては、教員を補佐する存在として、授業運営補助やアカデミック・サポート 
 を担うことから、教育補助や学修指導を⾏うに⼗分な能⼒を持っていることとし、修⼠以 
 上の学位もしくは同等レベルの能⼒を持っており、教員と連携して授業の実施やその内容 
 の修得をサポートできることを条件とする。 

 （２）ティーチング・アシスタント（TA） 
  ティーチング・アシスタント（TA）は、⽉40時間（週10時間）程度を労働時間の基準と 
 するパートタイムの職員である。他の⼤学・⼤学院やその他研究活動を並⾏して⾏ってい 
 る想定であることから、研究指導や授業等に⽀障が⽣じないよう配慮する。 
  採⽤条件としては、教育補助を⾏うに⼗分な能⼒を持っている⼈物とし、⼤学院⽣もし 
 くは同等レベルの能⼒を持っている⼈、もしくは⼤学⽣でも⾼学年で、今後、教育や研究 
 に携わっていく意欲の⾼い⼈物を条件とする。 

 ３ 採⽤前後の研修内容    

  採⽤前後においては、全アドバイザーに対する研修と、アカデミック・アドバイザー（ 
 AA）、ティーチング・アシスタント（TA）  に対する  研修の２種類を実施する。 

 （１）全アドバイザーに対する研修 
  全アドバイザーに対する研修では、以下の研修を通し、⼤学運営、授業運営、学⽣⽀援 
 に関わる基本的な知識やスキルの理解を促す。 
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 【表】  全アドバイザー  に対する  研修 

 研修名  研修で取り扱う内容 

 ⼤学組織を理解するための研修  法⼈体系、⽤語、組織、法令・規程・ルー 
 ル、コンプライアンス、ハラスメント 

 学修について理解するための研修 
 ・授業内容、カリキュラム、学⽣便覧、履 
 修モデル、各領域の導⼊的内容 
 ・ZEN Studyなどの学修システム 

 （２）アカデミック・アドバイザー（AA）に対する研修 
  アカデミック・アドバイザー（AA）を対象にする研修では、担当領域や授業内容を理解 
 するとともに、学修指導やアカデミック・サポートに必要な知識や実践的なスキルを⾝に 
 つける。 

 【表】アカデミック・アドバイザー（AA）に対する研修 

 研修名  研修で取り扱う内容 

 アカデミック・アドバイザー（AA）の役 
 割と学修⽀援についての研修 

 ・アカデミック・アドバイザー（AA）の役割、⽬ 
 的、必要な能⼒ 
 ・教員・他アドバイザー・職員の役割 

 担当領域のオンデマンド授業の事前視聴  ・担当する領域の授業の視聴 

 学修指導、教育⽅法に関する研修 

 ・学修指導の⽬的、ゴール 
 ・学修進捗管理とリメディアル教育の⽬的、役割 
 ・リメディアル教育の内容、授業実施の場合のフ 
 ロー、教員のサポート 
 ・事例検討（質問対応、補講授業の計画作成・授 
 業実施） 

 学⽣コミュニケーション、コミュニティ 
 運営に関する研修 

 ・コミュニティの運営、企画・実践 
 ・オンラインを活⽤したコミュニティの特徴とコ 
 ミュニティ運営 
 ・事例検討（オンライン上のコミュニケーショ 
 ン、イベントや勉強会の企画・運営） 

 ファシリテーション研修 

 ・ファシリテーションの⽬的、場⾯、必要なスキ 
 ル 
 ・授業運営とファシリテーション 
 ・事例検討（学⽣のグループワーク、領域ごとの 
 会議） 
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 （３）ティーチング・アシスタント（TA）に対する研修 
  ティーチング・アシスタント（TA）を対象にする研修では、授業内容を理解するととも 
 に、授業運営の補助を中⼼とした学修指導に必要な知識や実践的なスキルを⾝につける。 

 【表】ティーチング・アシスタント（TA）に対する研修 

 研修名  研修で取り扱う内容 

 学修指導、教育⽅法に関する研修 

 ・学修指導の⽬的、ゴール 
 ・学修進捗管理の⽬的、役割 
 ・事例検討（質問対応、オンデマンド科⽬の場 
 合、ライブ映像や演習・ゼミの場合） 

 担当領域のオンデマンド授業の事前視聴  ・担当する領域の授業の視聴 

 ４ 教員との連携体制 

  教員との連携においては、授業運営の責任は教員にあることから、教員の指⽰に基づ 
 き、指導補助を⾏うために必要な情報共有を⾏う。またそれぞれの領域における研究や⾃ 
 主的な学びにつながるような、情報交換も定期的に⾏う。具体的には以下の通り。 

 ① 定例会議の実施 
  担当ごとに定例会議の場を設定し、受講者の学修状況の共有、確認、意⾒共有を⾏う。 
 また教員から指導補助者に対する指導の場としても設定する。 

 ② 「プロジェクト実践」の定例打合せ 
  プロジェクト実践では教員の指⽰のもと、アカデミック・アドバイザー（AA）を中⼼に 
 授業を⾏う時間があること、卒業に向けた集⼤成として課題に取り組むことから、開講期 
 間中は  定期的に授業の打合せを⾏う。 

 ③ ICTツールを活⽤した情報共有 
  デジタルツールを活⽤し授業を⾏うことから、教員と指導補助者は常に学⽣の履修状況 
 や課題の提出状況をオンラインを通じて確認できる状態である。これに加え、必修授業を 
 中⼼に教員と指導補助者が授業ごと・領域ごとにオンラインコミュニケーションサービス 
 にチャンネルを設け、そのなかでチャットを通じてやり取りを⾏い、リアルタイムでのコ 
 ミュニケーションを密に取ることができる。 

 ５ 質問対応体制について 

  指摘いただいた質問体制や⾒積もりについて、設置の趣旨等を記載した書類（本⽂） 
 P63において「オンデマンド科⽬での、フォーラムなどを⽤いた質疑対応では、１科⽬あ 
 たり週平均20件の質問が来ると想定」した根拠は、系属校のN/S⾼等学校が利⽤している 
 同様の学修システム内での質問数に基づく算出となる。学修システム内の質問内容はすべ 
 て記録されており、2022年度全体で累計773件の質問がきたことが記録されている。これ 
 を本学の36週の授業実施で平均すると1週当たりで21件程度となり、この質問が全て１科 
 ⽬に集中した場合でも1週当たり20件程度の質問への対応となる。 

-審査意見（３月）（本文）-210-



  ただし⾼校と⼤学の学習内容や学習の質は異なること、分野が多岐にわたることも想定 
 されることから、実際に授業を担当する基幹教員へのヒアリングを⾏った。その結果、授 
 業の都度３〜５分程度の質問対応の時間をとる場合や、リアクションシート上で個別に質 
 問を聴取し次回の講義等で回答する場合など、それぞれの教員ごとに対応は様々である 
 が、毎回０〜５件程度の質問対応を想定する必要があると考えた。 
  なお、本学では、  授業に関する質問は、ZEN Study内やオンラインコミュニケーション 
 サービスなどで学⽣⾃⾝が質問したものだけでなく、他の受講者が質問した内容とその回 
 答、授業の理解に必要な補⾜的な情報も含め、閲覧することができる仕様となっている。 
 また、質問対応においては、指導補助者が⼀次対応をし、  標準化された内容や学修⽅法に 
 関する質問等は指導補助者が回答、学修内容に関する質問は教員が回答案を作成し、指導 
 補助者から学⽣に回答を⾏う体制をとる。また、⼀次対応や過去の質問で類似する内容が 
 あった場合は24時間以内に対応をすることとしている。 
  このことから１週あたりの件数に応じた業務想定ではなく、24時間以内に質問に対応で 
 きる業務想定を⾏う。指導補助者が質問の有無や回答の状況を毎⽇30分から１時間程度、 
 出勤時・⽇中・退勤前などに⾏うとともに、質問があった場合はその内容の検討や教員へ 
 の連絡・相談等で１回あたり15〜30分程度かけて対応する想定である。 
  なお、オンデマンド科⽬以外の科⽬については、教員とリアルタイムに授業を⾏うもの 
 となっており、授業時間内で教員への質問が可能となっており、この運営についてもアカ 
 デミック・アドバイザー（AA）もしくはティーチング・アシスタント（TA）が授業運営 
 の補助を⾏うことから、質疑についてもオンデマンド科⽬については、時間にとらわれず 
 受講が可能となっていることから、受講時間や学⽣から質問が送られる時間は分散され 
 る。このうち質問対応の中でも業務が煩雑となるのは、⼊学当初に受講する必修の「導⼊ 
 科⽬」（６科⽬）と想定されるが、この科⽬も含めてオンデマンド科⽬全体の質問対応に 
 ついて、ティーチング・アシスタント（TA）を常時10名程度配置し、それに加え担当領域 
 をもつ常勤のアカデミック・アドバイザー（AA）で組織的に対応する予定である。 
  上記の通り、業務量を精査した結果、現在予定しているアカデミック・アドバイザー（ 
 AA）、ティーチング・アシスタント（TA）の中で対応可能であると考えるが、もし科⽬ 
 によって質問の量・内容に偏りが⽣じた場合は、アカデミック・アドバイザー（AA）や 
 ティーチング・アシスタント（TA）を重点的に配置する、新たに雇⽤するなど対応する。 
    以上の通り、本学では教員の指導のもと主導的に業務を進めるアカデミック・アドバイ 
 ザー（AA）と、主に授業運営をサポートするティーチングアシスタント（TA）を置き、 
 教員の負  担を  軽減するだけでなく、多様な学⽣に対しきめ細やかな指導・サポートや教育 
 効果を⾼めるために学修サポートを⾏い、教育の質の向上に努めるものとする。 
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 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（24ページ）  

 新  旧 

  CP４「卒業プロジェクト科⽬」の「プ 
 ロジェクト実践」では、CP１からCP３ま 
 でを通じて修得した⽂理を跨いだ多様なも 
 のの⾒⽅を、実際の課題解決につなげるた 
 めの探求的な学びを実施する。本科⽬で 
 は、具体的な社会課題をケーススタディと 
 して取り上げ、デジタルツールを活⽤しな 
 がら分析する。課題の分析においては、  教 
 員の指⽰を受けた指導補助者  の⽀援のもと 
 学⽣⽣活を通じて培ったものの⾒⽅を活⽤ 
 し、主体的な意⾒の形成とそれに基づく解 
 決策の考案につなげる経験を積む。また、 
 本科⽬では他の履修者との対話や討論を⾏ 
 い、異なるものの⾒⽅を持つもの同⼠で意 
 ⾒を突き合わせる能⼒を涵養する。こうし 
 たプロセスを通じて練り上げた解決策を発 
 表し、フィードバックを得ることで、⽂理 
 を横断したものの⾒⽅を課題の解決につな 
 げるDP４を達成する。 

  CP４「卒業プロジェクト科⽬」の「プ 
 ロジェクト実践」では、CP１からCP３ま 
 でを通じて修得した⽂理を跨いだ多様なも 
 のの⾒⽅を、実際の課題解決につなげるた 
 めの探求的な学びを実施する。本科⽬で 
 は、具体的な社会課題をケーススタディと 
 して取り上げ、デジタルツールを活⽤しな 
 がら分析する。課題の分析においては  、ア 
 カデミック・アドバイザー（AA）  の⽀援 
 のもと学⽣⽣活を通じて培ったものの⾒⽅ 
 を活⽤し、主体的な意⾒の形成とそれに基 
 づく解決策の考案につなげる経験を積む。 
 また、本科⽬では他の履修者との対話や討 
 論を⾏い、異なるものの⾒⽅を持つもの同 
 ⼠で意⾒を突き合わせる能⼒を涵養する。 
 こうしたプロセスを通じて練り上げた解決 
 策を発表し、フィードバックを得ること 
 で、⽂理を横断したものの⾒⽅を課題の解 
 決につなげるDP４を達成する。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（31ページ） 
 新  旧 

  社会課題に対して、「基盤リテラシー科 
 ⽬」や「世界理解科⽬」の学修で培った数 
 理・情報技術への理解や、社会に対する複 
 眼的なものの⾒⽅に基づき、デジタルツー 
 ルを活⽤しながら課題を分析し、  教員の指 
 ⽰を受けた指導補助者  の⽀援のもと、主体 
 的な意⾒の形成とそれに基づく解決策の考 
 案につなげる経験を積む。 

  社会課題に対して、「基盤リテラシー科 
 ⽬」や「世界理解科⽬」の学修で培った数 
 理・情報技術への理解や、社会に対する複 
 眼的なものの⾒⽅に基づき、デジタルツー 
 ルを活⽤しながら課題を分析し、  アカデ 
 ミック・アドバイザー（AA）  の⽀援のも 
 と、主体的な意⾒の形成とそれに基づく解 
 決策の考案につなげる経験を積む。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（38ページ） 

  授業は、４年次に履修、  通期  で４単位修 
 得とする。  授業内容として、授業全体を通 
 じて取り組むテーマとして全体課題を設定 
 する。学⽣が元々持っている関⼼を本科⽬ 
 で取り組むテーマとするのではなく、予 
 ⾒・制御できない外部の環境に対応する能 
 ⼒を涵養する訓練として、全体課題は担当 
 教員から与えられる。それによって、多く 
 の学⽣にとっては初めて体系的に考えるこ 
 とになったテーマを、本学のカリキュラム 
 を通じて養われたDP１からDP４までの⼒ 
 を活⽤することによって、直⾯した課題に 
 アジャイルに対応する機会となり、これが 

  授業は、４年次に履修、  半期  で４単位修 
 得とする。具体的な社会課題を扱うケース 
 スタディを通して、課題について調査し、 
 検証しながら、その解決に向けた提案を⾏ 
 う。  最終的に成果物を提出し、  フィード 
 バックを通して理解度を確認する。 
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 本学の⽬指す⼈材像を念頭においた上での 
 学びの集⼤成であると考える。学⽣はこの 
 全体課題に対して、  具体的な社会課題を扱 
 うケーススタディを通し、課題について調 
 査し、検証しながら、  個⼈課題を設定し、 
 その解決に向けた提案を⾏う。  各回の課題 
 や最終成果物を作成・提出し、そのプロセ 
 スと教員・指導補助者からの  フィードバッ 
 クを通して理解度を確認する  とともに、全 
 体課題から個⼈課題を抽出するプロセスを 
 授業の⼀環として置き、その課題に対する 
 解決策を最終成果物にアウトプットする。 

 授業の進⾏にあたっては担当教員が  授業 
 全体の統括、成績評価の基準を作成すると 
 ともにその責任を負う。  アカデミック・ア 
 ドバイザー（AA）が指導補助者として  教 
 員の指⽰のもと授業運営や補助、  学⽣の進 
 捗管理を⾏う。本科⽬の授業の⽅法の詳細 
 については、「５（２）授業の⽅法の詳 
 細」を参照されたい。 

  授業の進⾏にあたっては担当教員が  プロ 
 ジェクトの進⾏と課題の背景にある知⾒の 
 提供を⾏い  、アカデミック・アドバイザー 
 （AA）が指導補助者として  ファシリテー 
 ションと学⽣の進捗管理を⾏う。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（59〜61ページ） 
 新  旧 

 ①質問対応 

    各授業の質問対応は指導補助者のうち、 
 主にティーチング・アシスタント（TA） 
 の業務とし、アカデミック・アドバイザー 
 （AA）も担当する。質問は学⽣が教員に 
 直接連絡を取るのではなく、ZEN Studyな 
 どオンラインシステム上に設けられた 
 フォーラム等を通じて随時投稿できる仕組 
 みをとっている。ティーチング・アシスタ 
 ント（TA）は各授業ごとに設けられた所 
 定の場所に寄せられた質問の内容を確認 
 し、予め教員やアカデミック・アドバイ 
 ザー（AA）と設定した回答⽅針に基づき 
 レベル分けを⾏う。 
  回答⽅針は、授業中やその他の質問で既 
 出の情報など指導補助者が対応可能なもの 
 に関してはティーチング・アシスタント（ 
 TA）が回答する。それ以外の質問は教員 
 に回答案を依頼し、受け取った内容を 
 ティーチング・アシスタント（TA）から 
 学⽣に回答する体制をとる。 
  実施⽅法の特性上、回答は原則として 
 （休⽇、年末年始、⻑期休暇などを除く） 
 24時間以内に学⽣へ何らかのレスポンスを 
 ⾏うものとすることから、予め回答をレベ 

 ①質問対応 

  指導補助者は各授業のフォーラムに投稿 
 された学⽣からの質問を確認し、教員の監 
 督のもとレベル分けして、授業中に既出の 
 情報など指導補助者が対応可能なものに関 
 しては回答し、それ以外の質問は教員から 
 の回答を学⽣に戻す。原則として（休⽇、 
 年末年始、⻑期休暇などを除く）24時間以 
 内に指導補助者から学⽣へ何らかのレスポ 
 ンスを⾏うものとし、学⽣が⾃⾝のスケ 
 ジュールに合わせて視聴するオンデマンド 
 科⽬であっても即時性の⾼い対応を実現す 
 る。 
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 ル分けすることで即時性の⾼い対応を実現 
 するとともに、教員が回答すべき内容のみ 
 に対応する体制をとることで、教員の業務 
 負荷を軽減することができる。 
  業務量については、回答漏れや遅延がな 
 いようアカデミック・アドバイザー（AA 
 ）やティーチング・アシスタント（TA） 
 は質問の有無や回答の状況を毎⽇30分から 
 １時間程度、それぞれ出勤時・⽇中・退勤 
 前などに⾏うことを想定する。質問があっ 
 た場合はその内容の検討や教員への連絡・ 
 相談等で１回あたり15〜30分程度かけて 
 対応する。 

 ② 教材・試験作成の補助  、採点・評価の 
 補助 

    学修補助業務のうち、授業の前後に発⽣ 
 する教材・試験作成の補助、採点・評価の 
 補助など授業準備、授業後対応について 
 は、指導補助者のうち主にティーチング・ 
 アシスタント（TA）の業務とし、アカデ 
 ミック・アドバイザー（AA）も担当す 
 る。 
  教材・試験作成の補助にあたっては、 
 ティーチング・アシスタント（TA）は  担 
 当教員の監督・指導のもと、授業で使⽤す 
 る教材（スライドなど）の作成補助、画像 
 の使⽤許可申請などを⾏う。 
  学⽣からの提出物（レポートや成果物） 
 に対して、提出漏れがないかなどの確認 
 と、科⽬担当教員の評価基準に基づいた評 
 価サポート、添削などを⾏う。  あわせて、 
 学⽣からの課題提出や学⽣への評価通知な 
 どはオンラインシステム上から⾏うことと 
 なっているため、ティーチング・アシスタ 
 ント（TA）が取りまとめて、システム対 
 応を⾏うこととする。 
    また、教員の作成した採点基準を元に、 
 試験問題の作成補助と採点のサポートを⾏ 
 うと  ともに、教員の決定した試験や採点内 
 容をシステム上に反映する役割も担う。な 
 お、オンデマンド科⽬やライブ映像授業科 
 ⽬における単位認定試験の採点は主に⾃動 
 化されており、教員の採点業務は最終的な 
 点検作業および修正作業に限られる。演習 

 ② 教材・試験作成の補助 

    教材作成については、指導補助者は科⽬ 
 担当教員の監督・指導のもと、授業で使⽤ 
 する教材（スライドなど）の作成補助、画 
 像の使⽤許可申請などを⾏う。 
  学⽣からの提出物（レポートや成果物） 
 に対して、提出漏れがないかなどの確認 
 と、科⽬担当教員の評価基準に基づいた評 
 価サポート、添削などを⾏う。  また、教員 
 の厳重な監督のもと、  試験問題の作成補助 
 と採点のサポートを⾏う。 
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 科⽬・ゼミについては、教員が定めた採点 
 基準に沿って指導補助者がサポートする。 
  業務量については、教材・試験の作成 
 は、学内組織の中で、教材制作や映像制作 
 を担当する教職員と協⼒し、担当科⽬ごと 
 に教員からの指⽰に基づき、分担して対応 
 する。提出物の管理や採点のサポートなど 
 は、科⽬ごと、各回ごとに設定された締め 
 切りが到来したのち、担当科⽬について対 
 応を開始する。システム上、提出状況やあ 
 らかじめ設定された採点基準は⾃動で反映 
 される仕様のため、ティーチング・アシス 
 タント（TA）は抜け漏れや不備の対応な 
 どを概ね１回あたり30分〜１時間程度を費 
 やすと想定する。その他添削が必要な事項 
 や記述内容の確認が必要な場合は２〜３時 
 間程度を想定する。 

 ③授業運営の補助 
    学修補助業務のうち、授業運営の補助に 
 ついては、指導補助者のうち主にティーチ 
 ング・アシスタント（TA）の業務とし、 
 アカデミック・アドバイザー（ＡＡ）も担 
 当する。 
  オンデマンド科⽬に関しては、  担当教員 
 が作成した授業計画に基づき、事前に  授業 
 に必要なアプリケーションやテンプレート 
 の配布などを⾏い、学⽣が⽀障なく学修で 
 きるようにする。 
    オンデマンド科⽬以外の、  ライブ映像科 
 ⽬、卒業プロジェクト、演習科⽬、ゼミに 
 関しては、  ZEN Studyやビデオ会議システ 
 ムを使って授業を⾏うものであり、ティー 
 チング・アシスタント（TA）が予め授業 
 視聴に必要なURLの配布、授業⽇程や出席 
 確認の⽅法、  休講などの授業に関する連絡 
 を⾏う。また、  授業当⽇は、  科⽬担当教員 
 の監督・指導下でデジタルツールを使った 
 授業運営、グループワークなど学⽣間の議 
 論活発化のためのファシリーテーションな 
 どを⾏う。 
  その他、プログラミングソフトなどその 
 授業に必要なツールの使⽤やデータにおけ 
 る⾔語の書き換えなどをサポートし、学⽣ 
 のケアとともに授業のクオリティ向上を  教 
 員とともに  ⾏う。 

 ③授業運営の補助 
  オンデマンド科⽬に関しては、  授業運営 
 に必要な教材作成や課題の添削を⾏う。ま 
 た、必要に応じて  授業に必要なアプリケー 
 ションやテンプレートの配布などを⾏い、 
 学⽣が⽀障なく学修できるようにする。 
  ZEN Studyやビデオ会議システムを使っ 
 て授業を⾏う  ライブ映像科⽬、卒業プロ 
 ジェクト、演習科⽬、ゼミに関しては、 
 ZEN Studyやビデオ会議システムを使って 
 授業を⾏うものであり、指導補助者が授業 
 URLの配布、出席確認、  休講などの授業に 
 関する連絡を⾏う。また、科⽬担当教員の 
 監督・指導下でデジタルツールを使った授 
 業運営、グループワークなど学⽣間の議論 
 活発化のためのファシリーテーションなど 
 を⾏う。 
  その他、プログラミングソフトなどその 
 授業に必要なツールの使⽤やデータにおけ 
 る⾔語の書き換えなどをサポートし、学⽣ 
 のケアとともに授業のクオリティ向上を⾏ 
 う。 
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    業務量については、質問対応と合わせて 
 30分〜１時間程度を想定しているが、オン 
 デマンド科⽬以外は１コマ90分の授業に参 
 加し対応を⾏うことも考慮し、業務量や担 
 当科⽬を調整することとする。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（68〜74ページ） 

 新  旧 

 ア アカデミック・サポート 

  アカデミック・サポートでは、授業を理 
 解するために必要な基礎知識や基礎学⼒を 
 ⾝につけさせるためのリメディアル教育、 
 学⽣の興味・関⼼について学びを深めるた 
 めの学術活動のサポートを⾏う。  主にアカ 
 デミック・アドバイザー（AA）が担当し 
 教員やティーチング・アシスタント（TA 
 ）と連携しながら、必要なリメディアル教 
 育の提供を⾏うとともに、学⽣の⾃主的な 
 学びやコミュニティ運営をサポートする。 

  リメディアル教育では、主に必修授業を 
 中⼼とした授業科⽬の補習を⽬的とし、オ 
 ンラインでの補習講座を定期的に⾏うと  と 
 もに、必要に応じZEN Studyに⽤意されて 
 いる⾼校までの学習内容の復習を案内する 
 など、⾃学⾃習による⼤学での学びをサ 
 ポートする  。オンラインの補習講座とは、 
 アカデミック・アドバイザー（AA）がビ 
 デオ会議システムを使って⾏う解説講座の 
 ことを指し、授業を理解するための前提知 
 識の詳しい解説などを⾏って、学問分野の 
 概念や専⾨的な考え⽅を適切に理解できる 
 ようにする。 
    具体的には、導⼊科⽬のうち、オンデマ 
 ンド科⽬については、アカデミック・アド 
 バイザー（AA）が授業開始前に事前に収 
 録された授業動画を全てを確認し、⾼校ま 
 でに扱われる内容のうち、授業内で⽤いら 
 れている⽤語や概念について、補習授業で 
 解説すべき内容の洗い出しを⾏う。また、 
 ライブ映像科⽬となる「⼈⼯知能活⽤実 
 践」については、８回⽬以降に扱われる 
 データの収集・分析に関する授業内容を事 
 前にアカデミック・アドバイザー（AA） 
 が担当教員に確認し、その中で扱われてい 
 る数学的内容に関して、補習が必要な内容 
 を洗い出す。それらの⽤語や概念につい 
 て、アカデミック・アドバイザー（AA） 

 ア アカデミック・サポート 

  アカデミック・サポートでは、授業を理 
 解するために必要な基礎知識や基礎学⼒を 
 ⾝につけさせるためのリメディアル教育、 
 学⽣の興味・関⼼について学びを深めるた 
 めの学術活動のサポートを⾏う。 

  リメディアル教育では、主に必修授業を 
 中⼼とした授業科⽬の補習を⽬的とし、オ 
 ンラインでの補習講座を定期的に⾏う。オ 
 ンラインの補習講座とは、アカデミック・ 
 アドバイザー（AA）がビデオ会議システ 
 ムを使って⾏う解説講座のことを指し、授 
 業を理解するための前提知識の詳しい解説 
 などを⾏って、学問分野の概念や専⾨的な 
 考え⽅を適切に理解できるようにする。ま 
 た、ZEN Studyには⾼等学校までの各科⽬ 
 の動画教材が豊富に⽤意されており、必修 
 授業などにおいて、学⽣に⾼校までの内容 
 について履修不⾜や復習が必要な科⽬があ 
 る場合にも、それらの動画を案内し、⾃学 
 ⾃習による⼤学での学びをサポートする。 
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 は教員に相談・確認の上、解説や内容を補 
 ⾜するスライド等の補習授業教材を作成 
 し、それに基づき補習授業を⾏う。 
  なお、補習授業の実施⽅法は、まず導⼊ 
 科⽬の各授業に関して、オンラインコミュ 
 ニケーションサービス上で専⽤のサポート 
 チャンネルを作成する。そのチャンネルで 
 補習授業の⽇時等の案内を⾏い、ビデオ通 
 話システムを⽤いてアカデミック・アドバ 
 イザー（AA）が補習授業を⾏う。時間的 
 制約等によりリアルタイムで補習授業を受 
 けられない学⽣にも、アーカイブを残し、 
 事後的に補習授業を受講することができる 
 よう配慮する。 
    また、ZEN Studyには⾼等学校までの各 
 科⽬の動画教材が豊富に⽤意されており、 
 必修授業などにおいて、学⽣に⾼校までの 
 内容について履修不⾜や復習が必要な科⽬ 
 がある場合にも、それらの動画を案内し、 
 ⾃学⾃習による⼤学での学びをサポートす 
 る。  なお、ZEN Studyで扱われる予定の⾼ 
 校までの学習内容のオンデマンド教材を以 
 下に記載する。 
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 講座  コース 

 ⾼校で学ぶ 
 内容  英⽂読解 

 英⽂法 

 英作⽂ 

 数学Ⅰ・Ａ 

 数学Ⅱ・Ｂ 

 数学Ⅲ 

 現代⽂読解 

 ⼩論⽂ 

 古典⽂法 

 古⽂読解 

 漢⽂ 

 物理 

 化学（理論） 

 化学（有機・無機） 

 ⽣物基礎 

 ⽣物 

 情報Ⅰ 

 世界史 

 ⽇本史 

 地理 

 政治経済 

 中学校で学 
 ぶ内容  英語 

 数学 

 国語 

 まずはここから英数国 

 ⼩学校で学 
 ぶ内容  算数 

-審査意見（３月）（本文）-218-



 国語 

 パソコンの 
 使い⽅ 

 基礎から学べる パソコン 
 講座 

 IT基礎  パソコン 

 プログラミ 
 ング  プログラミング⼊⾨ 

    このほか、課題の採点や学⽣のフォーラ 
 ム等での質問に対してアカデミック・アド 
 バイザー（AA）やティーチング・アシス 
 タント（TA）がサポートを⾏うことで、 
 進捗状況の芳しくない学⽣やさらに理解が 
 必要と考えられる場合にリメディアル教育 
 の利⽤を促す。また、学⽣の履修指導を⾏ 
 う中でクラス・コーチ（CC）が学⽣から 
 相談を受けた場合は、クラス・コーチ（ 
 CC）からの共有を受けたアカデミック・ 
 アドバイザー（AA）が必要なリメディア 
 ル教育を伝えることもできる。 
  なお、サポートチャンネルには5,000⼈ 
 が⼊ることも可能であり、ビデオ通話シス 
 テムの授業のアーカイブをサポートチャン 
 ネルに掲載できるため、必要な学⽣が時間 
 的制約を受けることなく補習授業の内容を 
 学ぶことができる。このため、対象者の⼈ 
 数は問題にならない。 
  毎回の授業に確認テストとレポートがあ 
 り、各学⽣の授業の進⾏状況はシステムで 
 確認可能である。また、学⽣に計画的な学 
 修を促すために、各回の授業に対してレ 
 ポート提出に関する期限を設け、クラス・ 
 コーチ（CC）はそれを⼀つの⽬安に学修 
 進捗に関する連絡を⾏う。多くの対⾯型授 
 業では、毎週同じ時間に授業が実施され、 
 個々の学⽣の理解度と授業のペースは必ず 
 しも⼀致しないが、オンデマンドの映像授 
 業では、学⽣が各授業に関して個々の理解 
 度に応じたペースで学修を進めると想定さ 
 れるため、確認テスト・確認レポート提出 
 の状況によって授業科⽬に対する理解度を 
 把握できる。導⼊科⽬を受けるための基礎 
 学⼒が不⾜している学⽣は、授業の各回の 
 確認テストの回答・確認レポートの提出が 
 滞る学⽣の中に含まれると考えられるた 
 め、 クラス・コーチ（CC）と連携し、学 
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 修進捗に滞りが⾒られる学⽣をアカデミッ 
 ク・アドバイザー（AA）がオンラインコ 
 ミュニケーションサービス上のサポート 
 チャンネルに誘導する。また、サポート 
 チャンネルは授業開始時点で開き、クラ 
 ス・コーチ（CC）を通じて全学⽣に通知 
 されるため、希望者は授業開始時点からこ 
 れらのチャンネルに参加し、サポートを受 
 けることが可能である。 
  提出状況が滞っている学⽣の中には、基 
 礎学⼒が不⾜している以外のケースも想定 
 されるが、サポートチャンネルからの退出 
 を⾃由とすることで、学⽣は不要な補習授 
 業を受けずにすむ。⼀⽅で、基礎学⼒に不 
 安のある学⽣は、⼀度⾼校までに学習した 
 内容でも、補習授業で必要な知識の理解を 
 深めることができる。 
    学術活動サポートにおいては、授業外で 
 の⾃主的な学術活動に意欲のある学⽣を対 
 象とした⾃主ゼミナールの運営・補佐を⾏ 
 い、本学での学びをより深いものとするた 
 めの場を提供する。現代社会の課題や興味 
 関⼼に対して、⽂理問わずに総合的な視点 
 を持って学び、将来のキャリアを⾒据えた 
 主体的な学修ができるようなコミュニティ 
 の運営を⾏っていく。 

    業務量については、リメディアル教育の 
 実施では、開学当初は学⽣の受講状況に応 
 じて対応していくため、各科⽬各回ごとに 
 30分〜１時間程度、質問対応とは別にリ 
 メディアル教材作成や補習授業実施などを 
 想定する。２年⽬以降は、初年度に作成し 
 た教材や資料と対応する指導補助者のノウ 
 ハウも蓄積することから、各科⽬ごとに授 
 業実施期間中で毎週１時間程度に軽減する 
 ことが可能である。⾃主ゼミの運営は、開 
 学当初よりもむしろ２年⽬以降が活発にな 
 ると想定している。通常の授業での質問対 
 応やリメディアル教育、クラス・コーチ（ 
 CC）がクオーター毎に実施するガイダン 
 スを通じ、学⽣の主体的な学びを醸成・促 
 進し、毎⽉２〜４時間程度の時間を業務に 
 充てるものとする。 

  イ 授業運営補助 
  「プロジェクト実践」においては、「５ 
 （２）④「卒業プロジェクト科⽬」」で⽰ 
 したように、教員の指⽰のもと、授業の 

   
  学術活動サポートにおいては、授業外で 
 の⾃主的な学術活動に意欲のある学⽣を対 
 象とした⾃主ゼミナールの運営・補佐を⾏ 
 い、本学での学びをより深いものとするた 
 めの場を提供する。現代社会の課題や興味 
 関⼼に対して、⽂理問わずに総合的な視点 
 を持って学び、将来のキャリアを⾒据えた 
 主体的な学修ができるようなコミュニティ 
 の運営を⾏っていく。 

  イ 授業運営補助 
  「プロジェクト実践」においては、「５ 
 （２）④「卒業プロジェクト科⽬」」で⽰ 
 したように、教員の指⽰のもと、授業の 
 ファシリテーションおよび質問相談対応、 
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 ファシリテーションおよび質問相談対応、 
 最終成果物作成に向けた指導・⽀援を⾏ 
 う。演習科⽬やゼミについても教員の負担 
 軽減のため、必要に応じて授業運営を補助 
 する。 
    授業の実施に当たっては、開学時から授 
 業が開始される2028年度までの間、教員 
 を中⼼に綿密な計画を作成し、準備、研修 
 を⾏う。授業資料の準備、授業運営にかか 
 る担当教員からの指導などを含め、担当す 
 るアカデミック・アドバイザー（AA）は 
 週に１時間程度を準備に充当する。開講後 
 は教員とアカデミック・アドバイザー（ 
 AA）とティーチング・アシスタント（TA 
 ）を交えた定期的なミーティング、毎⽇ 
 90分×２コマの授業担当と、学修指導とし 
 て質問対応や課題の確認・添削などで１〜 
 ２時間程度を想定する。 

 ウ 学⽣への情報発信 
     アカデミック・アドバイザー（ 
 AA）は、クラス・コーチ（CC）とともに 
 オリエンテーションやガイダンスを運営 
 し、定期的に学術活動や必修授業サポー 
 ト、eポートフォリオの作成⽅法などの説 
 明をしていく。 
     また、アカデミック・サポートが 
 必要な学⽣に対しては、学⽣が授業内容の 
 理解を⾼め、卒業後のキャリアを⾒据えた 
 ⽀援や指導を⾏うことができるよう、クラ 
 ス・コーチ（CC）やキャリア・アドバイ 
 ザー（CA）と連携しながら個別にリメ 
 ディアル教育受講を促す連絡をしていく。 
    上記の業務に関する、頻度、業務量につ 
 いて、スケジュールとともに以下の図７に 
 まとめた。 

 【図７】指導補助者の年間業務スケジュー 
 ル 

 最終成果物作成に向けた指導・⽀援を⾏ 
 う。演習科⽬やゼミについても教員の負担 
 軽減のため、必要に応じて授業運営を補助 
 する。 

 ウ 学⽣への情報発信 
     アカデミック・アドバイザー（AA 
 ）は、クラス・コーチ（CC）とともにオ 
 リエンテーションやガイダンスを運営し、 
 定期的に学術活動や必修授業サポート、e 
 ポートフォリオの作成⽅法などの説明をし 
 ていく。 
     また、アカデミック・サポートが 
 必要な学⽣に対しては、学⽣が授業内容の 
 理解を⾼め、卒業後のキャリアを⾒据えた 
 ⽀援や指導を⾏うことができるよう、クラ 
 ス・コーチ（CC）やキャリア・アドバイ 
 ザー（CA）と連携しながら個別にリメ 
 ディアル教育受講を促す連絡をしていく。 
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 エ 採⽤条件・処遇 
  ａ．アカデミック・アドバイザー（AA 
 ） 
   アカデミック・アドバイザー（AA） 
 は週５⽇、実働８時間のフルタイム勤務の 
 職員で、この職務に専念することができる 
 処遇を⽤意する。 
  採⽤においては、教員を補佐する存在と 
 して、授業運営補助やアカデミックサポー 
 トを担うことから、教育補助や学修指導を 
 ⾏うに⼗分な能⼒を持っていることとし、 
 修⼠以上の学位もしくは同等レベルの能⼒ 
 を持っており、教員と連携して授業の実施 
 やその内容の修得をサポートできることを 
 条件とする。 

 ｂ．ティーチング・アシスタント（TA） 
  ティーチング・アシスタント（TA） 
 は、⽉40時間（週10時間）程度を労働時 
 間の基準とするパートタイムの職員であ 
 る。他の⼤学・⼤学院やその他研究活動を 
 並⾏して⾏っている想定であることから、 
 研究指導や授業等に⽀障が⽣じないよう配 
 慮する。 
  採⽤においては、教育補助を⾏うに⼗分 
 な能⼒を持っている⼈物とし、⼤学院⽣も 
 しくは同等レベルの能⼒を持っている⼈、 
 もしくは⼤学⽣でも⾼学年で、今後、教育 
 や研究に携わっていく意欲の⾼い⼈物を条 
 件とする。 

 オ 採⽤前後の研修内容 
  採⽤したアドバイザーを対象に、全アド 
 バイザーに対する研修と、アカデミック・ 
 アドバイザー（AA）、ティーチング・ア 
 シスタント（TA）  に対する  研修の２種類 
 を実施する。なお、全アドバイザーに対す 
 る研修については「７（４）①カａ全アド 
 バイザーに対する研修」に記載した内容を 
 実施する。 

 ａ アカデミック・アドバイザー（AA） 
 に対する研修 
  アカデミック・アドバイザー（AA）を 
 対象にする研修では、担当領域や授業内容 
 を理解するとともに、学修指導やアカデ 
 ミック・サポートに必要な知識や実践的な 
 スキルを⾝につける。 

 表９ 
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 研修名  研修で取り扱う内容 

 アカデミック・ 
 アドバイザー（ 
 AA）の役割と学 
 修⽀援について 
 の研修 

 ・アカデミック・ア 
 ドバイザー（AA） 
 の役割、⽬的、必要 
 な能⼒ 
 ・教員・他アドバイ 
 ザー・職員の役割 

 担当領域のオン 
 デマンド授業の 
 事前視聴 

 ・担当する領域の授 
 業の視聴 

 学修指導、教育 
 ⽅法に関する研 
 修 

 ・学修指導の⽬的、 
 ゴール 
 ・学修進捗管理とリ 
 メディアル教育の⽬ 
 的、役割 
 ・リメディアル教育 
 の内容、授業実施の 
 場合のフロー、教員 
 のサポート 
 ・事例検討（質問対 
 応、補講授業の計画 
 作成・授業実施） 

 学⽣コミュニ 
 ケーション、コ 
 ミュニティ運営 
 に関する研修 

 ・コミュニティの運 
 営、企画・実践 
 ・オンラインを活⽤ 
 したコミュニティの 
 特徴とコミュニティ 
 運営 
 ・事例検討（オンラ 
 イン上のコミュニ 
 ケーション、イベン 
 トや勉強会の企画・ 
 運営） 

 ファシリテー 
 ション研修 

 ・ファシリテーショ 
 ンの⽬的、場⾯、必 
 要なスキル 
 ・授業運営とファシ 
 リテーション 
 ・事例検討（学⽣の 
 グループワーク、領 
 域ごとの会議） 

-審査意見（３月）（本文）-223-



 ｂ ティーチング・アシスタント（TA） 
 に対する研修 
  ティーチング・アシスタント（TA）を 
 対象にする研修では、授業内容を理解する 
 とともに、授業運営の補助を中⼼とした学 
 修指導に必要な知識や実践的なスキルを⾝ 
 につける。 

 表10 

 研修名  研修で取り扱う内容 

 学修指導、教 
 育⽅法に関す 
 る研修 

 ・学修指導の⽬的、 
 ゴール 
 ・学修進捗管理の⽬ 
 的、役割 
 ・事例検討（質問対 
 応、オンデマンド科⽬ 
 の場合、ライブ映像や 
 演習・ゼミの場合） 

 担当領域のオ 
 ンデマンド授 
 業の事前視聴 

 ・担当する領域の授業 
 の視聴 

 ※審査意⾒10の対応において「設置の趣旨等を記載した書類」に記載する内容である 
 が、その記載箇所は審査意⾒17の対応においても記載する範囲であるため、審査意⾒17 
 の新旧対照表においても記載するものとする。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（79ページ） 
 新  旧 

 （５）教員の負担の程度 

 （中略） 
 オンデマンド科⽬での、フォーラムなどを 
 ⽤いた質疑応答では、科⽬あたり週平均20 
 件の質問が来ると想定し  た。この根拠とし 
 ては、系属校のN/S⾼等学校が利⽤してい 
 る同様の学修システム内での質問数に基づ 
 く算出となる。学修システム内の質問内容 
 はすべて記録されており、2022年度全体 
 で累計773件の質問がきたことが記録され 
 ている。これを本学の36週の授業実施で平 
 均すると1週当たりで21件程度となり、こ 
 の質問が全て１科⽬に集中した場合でも1 
 週当たり20件程度の質問への対応となる。 
 ただし、⾼校と⼤学の学習内容や学習の質 
 は異なること、分野が多岐にわたることも 
 想定されることから、実際に授業を担当す 
 る基幹教員へのヒアリングを⾏った。その 

 （５）教員の負担の程度 

 （中略） 
 オンデマンド科⽬での、フォーラムなどを 
 ⽤いた質疑応答では、１科⽬あたり週平均 
 20件の質問が来ると想定し  、  その３割を担 
 当教員が対応する場合、質問対応は１件10 
 分程度かけて回答すると、週あたり１時間 
 となる。最も多くの授業を担当する教員は 
 １クオーターあたり６科⽬を担当するが、 
 このケースでも指導業務は週６時間程度で 
 あり、研究その他の業務に与える影響は⼤ 
 きくないことが⾒込まれる。 
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 結果、授業の都度３〜５分程度の質問対応 
 の時間をとる場合や、リアクションシート 
 上で個別に質問を聴取し次回の講義等で回 
 答する場合など、それぞれの教員ごとに対 
 応は様々であるが、毎回０〜５件程度の質 
 問対応を想定する必要があると考えた。な 
 お、本学では、学修⽅法に関する質問や過 
 去になされた質問への回答は教員に代わっ 
 て、主にティーチング・アシスタント（ 
 TA）が対応可能であるが、アカデミッ 
 ク・アドバイザー（AA）もこれを補佐す 
 る。また、授業に関する質問は、ZEN 
 Study内やオンラインコミュニケーション 
 サービスなどで学⽣⾃⾝が質問したものだ 
 けでなく、他の受講者が質問した内容とそ 
 の回答、授業の理解に必要な補⾜的な情報 
 も含め、閲覧することができる仕様となっ 
 ている。また、質問対応においては、指導 
 補助者が⼀次対応をし、標準化された内容 
 や学修⽅法に関する質問等は指導補助者が 
 回答、学修内容に関する質問は教員が回答 
 案を作成し、指導補助者から学⽣に回答を 
 ⾏う体制をとる。学⽣からの質問の  ３割を 
 担当教員が対応する場合、質問対応は１件 
 10分程度かけて回答すると、週あたり１時 
 間となる。最も多くの授業を担当する教員 
 は１クオーターあたり６科⽬を担当する 
 が、このケースでも指導業務は週６時間程 
 度であり、研究その他の業務に与える影響 
 は⼤きくないことが⾒込まれる。 

 （新旧対照表）通信教育実施⽅法説明書（２ページ） 
 新  旧 

 指導補助者の名称，役割，採⽤条件及び研 
 修の⽅法 

 アカデミック・アドバイザー（AA）︓ 
 役割︓教員を補佐する存在として、教材の 
 作成や試験問題の作成及び採点、授業に関 
 する各種質問対応・授業運営補助を⾏う。 
 その他、学⽣に向けて主に必修授業を中⼼ 
 とした授業科⽬の補習を⾏う。 
 採⽤条件︓教育補助や学修⽀援を⾏うに⼗ 
 分な能⼒を持っていること。  修⼠以上の学 
 位もしくは同等レベルの能⼒を持ってお 
 り、教員と連携して授業の実施やその内容 
 の修得をサポートできること。 
 研修の⽅法︓SD研修に加え、学⽣指導に 
 ⽤いられるシステム理解の研修や教育⽅ 
 法・学⽣コミュニケーション法  、コミュニ 
 ティ運営、ファシリテーション  などの研修 
 を実施する。 

 指導補助者の名称，役割，採⽤条件及び研 
 修の⽅法 

 アカデミック・アドバイザー（AA）︓ 
 役割︓教員を補佐する存在として、教材の 
 作成や試験問題の作成及び採点、授業に関 
 する各種質問対応・授業運営補助を⾏う。 
 その他、学⽣に向けて主に必修授業を中⼼ 
 とした授業科⽬の補習を⾏う。 
 採⽤条件︓教育補助や学修⽀援を⾏うに⼗ 
 分な能⼒を持っていること。 
 研修の⽅法︓SD研修に加え、学⽣指導に 
 ⽤いられるシステム理解の研修や教育⽅ 
 法・学⽣コミュニケーション法などの研修 
 を実施する。 

-審査意見（３月）（本文）-225-



 （是正事項）知能情報社会学部 知能情報社会学科 
 18．  研究環境について、設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）P75に、事務組織の整備等 
 について記載があるものの、審査意⾒17で指摘した質疑対応をはじめとする教員の教育に 
 関わる業務量も明確ではないことに加え、リモートワークで研究を⾏う教員の研究環境確 
 保については、「配慮する」と書かれるのみで具体的な内容は明らかではないことから、 
 本学において適切に研究環境が整備されているか疑義がある。このため、教員の教育負担 
 を明確にした上で、本学において⼤学としてふさわしい研究環境が整備されることを説明 
 すること。 

 （対応） 
  本学はオンライン⼤学であるため、教員の研究活動の多くは、⾃宅などを中⼼としたリ 
 モートワークで⾏われる。申請に基づき100万円を上限として⽀給する個⼈研究費にて、 
 研究に必要な資料・機器・役務等は購⼊が可能であり、納品・検収について必要以上の規 
 制を排し、柔軟に対応することで研究環境の⼀層の充実を⽀援する。 
  また、研究環境確保の⼀環として、教員の業務負担を軽減し、教員の研究時間を確保す 
 ることで、研究に⽀障がない環境を整える。 
  ⼀般的に、教員の教育負担および事務負担として、以下が考えられる。 

 【表】教員の教育負担および事務負担 

 教育負担  事務負担 

 ・授業資料の準備 
 ・授業後の質問対応 
 ・課題の確認・採点 
 ・単位認定試験の採点 
 ・授業資料の印刷 
 ・共通テストの監督業務 

 ・物品等の購⼊依頼、伝票起票 
 ・出張・旅費申請 
 ・予算の執⾏管理 
 ・補助⾦プログラムの申請 
 ・事務関係の書類作成 
 ・教室使⽤願の作成 

  上記の業務に対して、本学では、次のような取組を実施する。 
  まず、教育負担において、授業資料の準備、課題の確認・採点については、教員の指⽰ 
 のもと、アカデミック・アドバイザー（AA）とティーチング・アシスタント（TA）が協 
 働で教員を⽀援する。質問対応についても、学修⽅法に関する質問や過去になされた質問 
 への回答は教員に代わって、主にティーチング・アシスタント（TA）が対応可能である 
 が、アカデミック・アドバイザー（AA）もこれを補佐する。単位認定試験の採点について 
 は、システムの活⽤により⾃動化し、教員の業務は点検及び修正作業に限られる。また、 
 演習科⽬などの各種課題についても教員が定めた採点基準に沿って指導補助者（アカデ 
 ミック・アドバイザー（AA）およびティーチング・アシスタント（TA））がサポートす 
 る。 
  次に、事務負担において、物品等の購⼊依頼、伝票起票、出張・旅費申請、予算の執⾏ 
 管理、補助⾦プログラムの申請、事務関係の書類作成等については、研究活動の推進を⽀ 
 援する事務機能を強化した研究⽀援事務組織を設置することで補助する。特に、研究⽀援 
 事務組織は競争的資⾦などにかかる応募〜交付申請〜報告までの⼀連の書類作成補助や、 
 研究費の執⾏・管理にかかる学内事務処理のほか  、  産官学連携や国際連携における事務補 
 助等を担うことで、教員がより研究活動に専念できるよう、教員の事務的業務の負担を軽 
 減する。 
    なお、授業資料の印刷、⼤学⼊試共通テストの監督業務、教室使⽤願の作成等は、本学 
 がオンライン教育機関であることを踏まえると、発⽣しない。 
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  以上のように、教育においては教職協働で取り組むとともにシステム化を推進し、事務 
 作業においては職員が業務を分担することで、教員負担の軽減を図る。さらにオンライン 
 ⼤学の特性として発⽣しない業務もあることから、教員の研究時間は⼗分に確保され、教 
 員が研究により専念できる環境が整う。 
  開学後も継続的に教員の教育負担について業務改善の視点を持ち、教員の研究活動に⼤ 
 きな⽀障をきたさないように研究環境の改善に取り組んでいく。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（93〜95ページ） 
 新  旧 

 ② 研究室などの確保 
  教員の研究室を「11(2)校地・校舎の整 
 備計画」に記載する逗⼦校舎内に置く。  し 
 かしながら、本学はオンライン⼤学である 
 ため、教員の研究活動の多くは、⾃宅など 
 を中⼼としたリモートワークで⾏われる。 
 申請に基づき100万円を上限として⽀給す 
 る個⼈研究費にて、研究に必要な資料・機 
 器・役務等は購⼊が可能であり、納品・検 
 収について必要以上の規制を排し、柔軟に 
 対応することで研究環境の⼀層の充実を⽀ 
 援する。 

 ③ 研究時間の確保 
  研究環境確保の⼀環として、教員の教育 
 負担を軽減し、教員の研究時間を確保する 
 ことで、研究に⽀障がない環境を整える。 
  本学における教員の教育負担および事務 
 負担について、以下の表に整理した。 

 【表13】 教員の教育負担および事務負担 

 教育負担  事務負担 

 ・授業資料準備 
 ・授業後の質問対 
 応 
 ・課題・レポート 
 の確認・採点 
 ・単位認定試験の 
 採点 
 ・授業資料の印刷 
 ・共通テストの監 
 督業務 

 ・物品等の購⼊依 
 頼、伝票起票 
 ・出張・旅費申請 
 ・予算の執⾏管理 
 ・補助⾦プログラ 
 ムの申請 
 ・事務関係の書類 
 作成 
 ・教室使⽤願の作 
 成 

  上記の業務に対して、次のような取組を 
 実施する。 
  まず、教育負担において、授業資料の準 
 備、課題・レポートの確認・採点について 
 は、指導補助者のうち、主にティーチン 

 ② 研究室などの確保 
  教員の研究室を「11(2)校地・校舎の整 
 備計画」に記載する逗⼦校舎内に置く。  リ 
 モートワークで教育研究を⾏う教員の研究 
 環境確保についても配慮する。 
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 グ・アシスタント（TA）が教員およびア 
 カデミック・アドバイザー（AA）の指⽰ 
 のもと携わる。質問対応についても、学修 
 ⽅法に関する質問や過去になされた質問へ 
 の回答は教員に代わって、主にティーチン 
 グ・アシスタント（TA）が対応可能であ 
 るが、アカデミック・アドバイザー（AA 
 ）もこれを補佐する。オンデマンド科⽬や 
 ライブ映像授業科⽬における単位認定試験 
 の採点については、システムの活⽤により 
 ⾃動化し、教員の業務は点検及び修正作業 
 に限られる。演習科⽬・ゼミについては、 
 教員が定めた採点基準に沿って指導補助者 
 がサポートする。 
  次に、事務負担において、物品等の購⼊ 
 依頼、伝票起票、出張・旅費申請、予算の 
 執⾏管理、補助⾦プログラムの申請、事務 
 関係の書類作成等については、研究活動の 
 推進を⽀援する事務機能を強化した研究⽀ 
 援事務組織を設置することで補助する。特 
 に、研究⽀援事務組織は競争的資⾦などに 
 かかる応募〜交付申請〜報告までの⼀連の 
 書類作成補助や、研究費の執⾏・管理にか 
 かる学内事務処理等を担うことで、教員が 
 より研究活動に専念できるよう、教員の事 
 務的業務の負担を軽減する。 
  なお、授業資料の印刷、共通テストの監 
 督業務、教室使⽤願の作成等は、本学がオ 
 ンライン教育機関であることを踏まえる 
 と、発⽣しない。 

  以上のように、教育においては教職協働 
 で取り組むとともにシステム化を推進し、 
 事務作業においては職員が業務を分担する 
 ことで、教員負担の軽減を図る。さらにオ 
 ンライン⼤学の特性として発⽣しない業務 
 もあることから、教員の研究時間は⼗分に 
 確保され、教員が研究により専念できる環 
 境が整う。 
  開学後も継続的に教員の教育負担につい 
 て業務改善の視点を持ち、教員の研究活動 
 に⼤きな⽀障をきたさないように研究環境 
 の改善に取り組んでいく。 

 ④   学外研究費の獲得に向けた⽀援 
  科学研究費補助⾦をはじめとする各種の 
 公的資⾦、また様々な競争的資⾦や助成⾦ 

 ③   学外研究費の獲得に向けた⽀援 
  科学研究費補助⾦をはじめとする各種の 
 公的資⾦、また様々な競争的資⾦や助成⾦ 
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 の情報を迅速に提供し、応募から研究終了 
 まで各種のサポートをする。 

 ⑤   学内個⼈研究費の⽀給 
  個々の研究者が専攻する学問分野に関す 
 る調査・研究を遂⾏する上で必要な研究費 
 を助成する。各⼈の知的好奇⼼・探究⼼に 
 基づく多種多様な研究を⽀え、学術研究の 
 充実を図る。 

 ⑥   学術情報基盤の整備 
  学術情報基盤は、研究者間での研究資源 
 の共有、研究活動の効率的な展開、研究成 
 果の発信などに資するものとして重要であ 
 る。図書館では、研究者の幅広いニーズに 
 応えられるよう、研究⽀援室が中⼼となっ 
 て、図書館資料の収集・提供機能を計画的 
 に強化していく。 

 の情報を迅速に提供し、応募から研究終了 
 まで各種のサポートをする。 

 ④   学内個⼈研究費の⽀給 
  個々の研究者が専攻する学問分野に関す 
 る調査・研究を遂⾏する上で必要な研究費 
 を助成する。各⼈の知的好奇⼼・探究⼼に 
 基づく多種多様な研究を⽀え、学術研究の 
 充実を図る。 

 ⑤   学術情報基盤の整備 
  学術情報基盤は、研究者間での研究資源 
 の共有、研究活動の効率的な展開、研究成 
 果の発信などに資するものとして重要であ 
 る。図書館では、研究者の幅広いニーズに 
 応えられるよう、研究⽀援室が中⼼となっ 
 て、図書館資料の収集・提供機能を計画的 
 に強化していく。 
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 （是正事項）知能情報社会学部 知能情報社会学科 
 19．  設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）P77では「教員が実施する教育活動及び研究、 
 職員が⾏う事務作業の⼤部分もオンラインで完結させる」とあることから、各教職員は 
 キャンパス以外の場所で研究情報や学⽣の個⼈情報にアクセスでき、かつ学⽣との⾯談を 
 実施することになると考えられるが、機密情報や個⼈情報をどのように管理するのか記載 
 がないことから明確に説明すること。 

 （対応） 
  機密情報・個⼈情報など万が⼀の漏洩時に⼤学運営および社会への影響が著しい情報に 
 関して、本学では規程・運⽤ルール、啓蒙・管理体制、仕組みを整備することで業務遂⾏ 
 の多くをオンライン完結させるうえでの情報セキュリティを担保する。 
  規程・運⽤ルール⾯では、本学としてどういった情報を重要情報に位置づけ、どのよう 
 に管理すべきか、漏洩防⽌のため教職員が厳守すべき機密情報管理規程・個⼈情報保護管 
 理規程・情報セキュリティ管理規程を整備し、この規程を実務レベルでの留意事項・ルー 
 ルに落とし込んだ運⽤マニュアルも整備する。特にリモートワークに関する運⽤マニュア 
 ルにおいては、機密情報・個⼈情報を扱う業務を⾏う環境の条件として第三者がいない個 
 室を利⽤しクリアデスク・クリアスクリーンを徹底すること、機密情報・個⼈情報を保存 
 した電⼦機器・媒体または紙等は鍵付きの保管庫に保管すること、通信における漏洩防⽌ 
 のため利⽤すべき通信ネットワーク要件を遵守すること、など各⾃がなすべきことを具体 
 的に明⽰し不測の漏洩事故発⽣リスクを低減させる。 
  啓蒙・管理体制⾯では、規程・運⽤ルールが教職員実務に落とし込まれるよう教職員へ 
 の具体的周知および研修等を実施し、また重要情報があるべき利⽤・アクセス権限状況で 
 あるか適宜監査し、ルール・運⽤の改善施策推進を図る。具体的周知・研修の視点では、 
 情報漏洩リスクが⾼い教職員に⾝近な事例と発⽣時の現実的な影響を適宜情報発信する、 
 またそれら情報を踏まえたオンライン研修を年１回程度実施することで啓蒙を図る。さら 
 に、情報セキュリティ⾯で押さえるべき知識の理解・記憶定着を図るべく年１回程度の確 
 認テストを実施し、全教職員に合格点数に到達するまで再テストを促す。 
  仕組み⾯では、まず業務利⽤する情報端末について記憶領域の暗号化設定、ウイルス感 
 染および不正アクセスを対策するソフトウェアインストール、離席時の⾃動画⾯ロック設 
 定など設定・ソフトウェア利⽤で回避できる情報漏洩リスク対策を必須として、業務情報 
 端末からの不⽤意な情報漏洩を抑⽌する。また電⼦データの保存および利⽤場所として、 
 ⼆要素認証ログインやIPアドレスアクセス制限が⾏なえ利⽤状況及び権限監査ができる、 
 オンラインストレージ・オンラインサービスを全教職員向け環境として統合的に運⽤管理 
 する。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（96ページ） 
 新  旧 

 11 施設、設備等の整備計画 

  （１）整備の⽅針 
  本学逗⼦校舎は、2023年２⽉に取得し 
 た、企業の保養所として利⽤されていた施 
 設を改修し整備する予定である。 
  本学は、通信教育学部のみを設置し、学 
 ⽣は、⾃宅などでインターネットを⽤いて 
 オンラインで授業を履修する。これにより 
 学⽣は通学せずに卒業することが可能とな 
 る。逗⼦校舎では、⼀部のイベントなど、 
 少⼈数で⾏う教育活動の拠点としての役割 
 が主となる。同様に教員が実施する教育活 
 動および研究、職員が⾏う事務作業の⼤部 
 分もオンラインで完結させる。実際、開学 

 11 施設、設備等の整備計画 

  （１）整備の⽅針 
  本学逗⼦校舎は、2023年２⽉に取得し 
 た、企業の保養所として利⽤されていた施 
 設を改修し整備する予定である。 
  本学は、通信教育学部のみを設置し、学 
 ⽣は、⾃宅などでインターネットを⽤いて 
 オンラインで授業を履修する。これにより 
 学⽣は通学せずに卒業することが可能とな 
 る。逗⼦校舎では、⼀部のイベントなど、 
 少⼈数で⾏う教育活動の拠点としての役割 
 が主となる。同様に教員が実施する教育活 
 動および研究、職員が⾏う事務作業の⼤部 
 分もオンラインで完結させる。実際、開学 
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 時の基幹教員は、⾃宅などを中⼼にしたリ 
 モートワークでの教育活動を希望する者が 
 ⼤多数となり、各教員が毎⽇逗⼦校舎に出 
 勤することは原則想定されていない。 
    教職員の業務情報アクセスがオンライン 
 で多種多様な場所からなされるにあたり、 
 情報漏洩対策として規程・運⽤ルール⾯、 
 啓蒙・管理体制⾯、仕組み⾯の整備も⾏ 
 う。 
  規程・運⽤ルール⾯では、本学としてど 
 ういった情報を重要情報に位置づけどのよ 
 うに管理すべきか、漏洩防⽌のため教職員 
 が厳守すべき機密情報管理規程・個⼈情報 
 保護管理規程・情報セキュリティ管理規程 
 を整備し、この規程を実務レベルの留意事 
 項・ルールに落とし込んだ運⽤マニュアル 
 も整備する。特にリモートワークにおいて 
 は機密情報・個⼈情報を扱う際の執務環境 
 要件を具体明⽰し不測の漏洩事故発⽣リス 
 ク低減を図る。 
  啓蒙・管理体制⾯では、規程・運⽤ルー 
 ルの教職員実務への落とし込みにつなげる 
 べく⾝近なリスク事例と対策の具体的周知 
 および研修・テスト等を実施し、また重要 
 情報があるべき利⽤・アクセス権限状況か 
 適宜監査しルール・運⽤の改善施策推進を 
 図る。 
  仕組み⾯では、業務利⽤する情報端末に 
 ついて記憶領域の暗号化設定、セキュリ 
 ティソフトウェアインストール、離席時の 
 ⾃動画⾯ロック設定など設定・ソフトウェ 
 ア利⽤で回避できる情報漏洩リスク対策を 
 必須とする。また電⼦データの保存および 
 利⽤場所として、⼆要素認証ログインやIP 
 アドレスアクセス制限が⾏なえ利⽤状況及 
 び権限の監査が可能な、オンラインスト 
 レージ・オンラインサービスを全教職員向 
 け環境として統合的に運⽤管理する。 

 時の基幹教員は、⾃宅などを中⼼にしたリ 
 モートワークでの教育活動を希望する者が 
 ⼤多数となり、各教員が毎⽇逗⼦校舎に出 
 勤することは原則想定されていない。 
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 （改善事項）知能情報社会学部 知能情報社会学科 
 20．  設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）P67において「学⽣から届く授業内容に関する 
 質問、各科⽬ごとに実施する授業アンケートといった定性的な情報、確認テストなどの正 
 答率やページ毎の閲覧時間・回数などといった定量的な情報を毎年分析し、学⽣がより理 
 解できる教材にするための改善を⾏う」とあるものの、同書類（P63）では「１科⽬のオ 
 ンデマンド科⽬は複数年にわたり使⽤される」といった記載も⾒られる。学⽣が速やかに 
 各種分析の恩恵を受けることができるようにするとともに、学修データ等を⽤いた授業改 
 善の具体的なスケジュールを⽰すとともに、授業内容のみならず、学⽣⽣活全般について 
 も学⽣アンケート等により、不断の改善を図ることが望ましい。 

 （対応） 
    「設  置  の  趣  旨  等  を  記  載  し  た  書  類」  の  「（８）  ②  イ  学  修  デー  タ、  授  業  ア  ン  ケー  ト、  情  報  の 
 アップデートなどを踏まえた改善」に記載の通り、本学ではオンライン教育の利点を活か 
 し、授業アンケートや試験結果などのデータを⽤いて、学⽣が恩恵を受けられるように授 
 業内容を改善する。オンデマンド授業については、制作した動画を複数年・クオーターに 
 わたって使⽤する予定であるが、以下の基準に基づいて、各授業の改善活動を実施する。 

 ①学⽣から、授業内容の誤りについて指摘があった場合 
  該当箇所の資料の修正・差し替え、および動画の差し替え 
 ②確認テストの正答率が低いと想定され、多くの学⽣の授業進捗がある⼀定の箇所で⽌ 
 まっている場合 
  当該セクションを担当職員が確認し、担当教員と当該セクションの授業内容・難易度に 
 ついて議論する。必要に応じて、確認テストの内容や、授業教材の差し替え・修正を検討 
 する。 
 ③履修を完了しない学⽣が多い場合 
  担当職員が授業内容を確認し、担当教員と授業内容・難易度について議論する。必要に 
 応じて、確認テストの内容や、授業教材の差し替え・修正を検討する。 
 ④授業アンケートの結果が好ましくない場合 
  授業アンケートの内容を担当職員が確認し、点数の低い項⽬や⾃由記述コメントなどに 
 基づいて担当教員と授業の問題点と改善策について仮説を⽴てる。その後、必要に応じて 
 授業教材の改善・差し替えを⾏う。 
  オンデマンド授業の多くは、第１クオーター・第３クオーター、あるいは第２クオー 
 ター・第４クオーターの２クオーターで実施される。各クオーター末に試験・確認テスト 
 の結果や授業アンケートの結果を吸い上げ、教員と職員で授業改善の必要性を検討し、随 
 時教材を改善する。制作に⽣じる⼯数の観点から、明らかな誤りのある場合の①を除き、 
 改善されたオンデマンド教材は、原則次年度の同⼀クオーター（ある年度の第１クオー 
 ターの授業結果から改善の必要性が提起された場合、次年度の第１クオーター）から反映 
 予定である。 
  また、授業に関するデータ収集やアンケート以外に、学⽣⽣活全般についても、アドバ 
 イザーとのコミュニケーションやアンケートを通して適宜現状把握・改善し、本学の⽬指 
 す⼈材を育成するため不断の改善に努める。 

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（79ページ） 
 新  旧 

 （５）教員の負担の程度 

 （略） 

  オンデマンド科⽬の動画制作において 
 は、１回90分の授業動画の撮影に４時間、 
 授業準備時間は６時間程度かかるが、１科 
 ⽬のオンデマンド科⽬は  授業アンケートな 
 どを踏まえた修正がある場合を除き  複数年 

 （５）教員の負担の程度 

 （略） 

  オンデマンド科⽬の動画制作において 
 は、１回90分の授業動画の撮影に４時間、 
 授業準備時間は６時間程度かかるが、１科 
 ⽬のオンデマンド科⽬は複数年にわたり使 
 ⽤され、各年の平均的な負担は対⾯授業を 
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 にわたり使⽤され、各年の平均的な負担は 
 対⾯授業を毎回実施する場合よりも軽減さ 
 れる。 

 毎回実施する場合よりも軽減される。   

 （新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本⽂）（84〜85ページ） 
 新  旧 

 ② 修正計画 

 （略） 

 イ 学修データ、授業アンケート、情報の 
 アップデートなどを踏まえた改善 
 学⽣から届く授業内容に関する質問、各科 
 ⽬ごとに実施する授業アンケートといった 
 定性的な情報、確認テストなどの正答率や 
 ページ毎の閲覧時間・回数などといった定 
 量的な情報を毎年分析し、学⽣がより理解 
 できる教材にするための改善を⾏う。改善 
 はテキスト・スライド教材、収録映像、確 
 認テスト、確認レポートなど作成されたす 
 べての教材が対象となる。 
    特に、⾮同期的な形態をとるオンデマン 
 ド授業では、動画の制作に⼯数がかかるた 
 め、以下の基準・スケジュールで授業の修 
 正・改善を実施する。 

 ①学⽣から、授業内容の誤りについて指摘 
 があった場合 
  該当箇所の資料の修正・差し替え、およ 
 び動画の差し替え 
 ②確認テストの正答率が低い場合、および 
 多くの学⽣の授業進捗がある⼀定の箇所で 
 ⽌まっている場合 
  当該セクションを担当職員が確認し、担 
 当教員と当該セクションの授業内容・難易 
 度について議論する。必要に応じて、確認 
 テストの内容や、授業教材の差し替え・修 
 正を検討する。 
 ③履修を完了しない学⽣が多い場合 
  担当職員が授業内容を確認し、担当教員 
 と授業内容・難易度について議論する。必 
 要に応じて、確認テストの内容や、授業教 
 材の差し替え・修正を検討する。 
 ④授業アンケートの結果が好ましくない場 
 合 
  授業アンケートの内容を担当職員が確認 
 し、点数の低い項⽬や⾃由記述コメントな 
 どに基づいて教員と授業の問題点と改善策 
 について仮説を⽴てる。その後、必要に応 
 じて授業教材の改善・差し替えを⾏う。 
  オンデマンド授業の多くは、第１クオー 
 ター・第３クオーター、あるいは第２ク 
 オーター・第４クオーターの２クオーター 

 ② 修正計画 

 （略） 

 イ 学修データ、授業アンケート、情報の 
 アップデートなどを踏まえた改善 
 学⽣から届く授業内容に関する質問、各科 
 ⽬ごとに実施する授業アンケートといった 
 定性的な情報、確認テストなどの正答率や 
 ページ毎の閲覧時間・回数などといった定 
 量的な情報を毎年分析し、学⽣がより理解 
 できる教材にするための改善を⾏う。改善 
 はテキスト・スライド教材、収録映像、確 
 認テスト、確認レポートなど作成されたす 
 べての教材が対象となる。 
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 で実施される。各クオーター末に試験・確 
 認テストの結果や授業アンケートの結果を 
 吸い上げ、教員と職員で授業改善の必要性 
 を検討し、随時教材を改善する。制作に⽣ 
 じる⼯数の観点から、明らかな誤りのある 
 場合の①を除き、改善されたオンデマンド 
 教材は、原則次年度の同⼀クオーター（あ 
 る年度の第１クオーターの授業結果から改 
 善の必要性が提起された場合、次年度の第 
 １クオーター）から反映予定である。 
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